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Ｃ

農業分野の展開イメージ  地域で暮らし稼げる農業

高知家プロモーションの活用やパートナー
量販店等との連携による販促・ＰＲ

ブランド化の推進規模に応じた販路開拓、販売体制の強化

柱１ 生産⼒の向上と高付加価値化による産地の強化

柱３ 流通・販売の支援強化

Ｕ・Ｉターン就農者の確保に向けた産地提
案型担い手確保対策の強化

◯雇用就農者の確保に向けた取り組みの強化
農業担い手育成センターの充実・強化

◯実践研修・営農定着への⽀援

新規就農者の確保・育成

柱４ 生産を支える担い手の確保・育成

農業産出額等（飼料用⽶交付⾦含む） 出発点(H26） 965億円 ⇒ 現状(H27） 1,018億円 ⇒ ４年後(H31） 1,060億円 ⇒ ６年後(Ｈ33) 1,090億円 ⇒ 10年後(H37） 1,150億円分野を代表する目標

農業生産量

○野菜園芸品目の総合戦略⽀援
（ナス、ニラ、露地野菜等）

○特産果樹生産振興（ユズ、文旦）
花き生産振興

（ユリ、トルコギキョウ、グロリオサ）

園芸品目別総合支援

家族経営体の経営発展に向けた⽀援
○法人経営体への誘導と経営発展への⽀援

経営体を⽀える労働⼒の確保と省⼒化の推進

家族経営体の強化及び
法人経営体の育成

柱２ 中⼭間地域の農業を支える仕組みの再構築

◯集落営農の裾野の拡大
○こうち型集落営農と法人化への

ステップアップ

集落営農の推進

直販所

物流拠点

次世代型ハウス

加工施設

担い手研修施設

卸売市場と連携した業務需要の開拓
加工用ニーズへの対応

○集出荷施設の再編統合等による集出
荷体制の強化

基幹
流通

中規模

こだわりニッチ野菜・果実の販路開拓

⻘果物

⼩規模

◯展示商談会や、スポーツイベント等を
活用した販促・PRの強化花 き

○卸売市場等との連携による販路開拓

農産物の輸出の推進

中山間農業複合経営拠点の県内への拡大

中⼭間農業複合経営拠点の整備推進

◯ ⼟佐茶産地の振興
薬用作物の振興

中⼭間に適した農産物等の生産

◯ 中山間地域等直接⽀払制度の推進
◯ 多面的機能⽀払制度の推進

⽇本型直接支払制度の推進
◯農産物加工の裾野の拡大とステップアップ

直販所⽀援の強化

○県産米のブランド化の推進
酒米の生産振興

◯水田の有効活用に向けた有望品目
への転換

水田農業の振興

⼟佐和牛 養豚 ◯⼟佐ジロー
◯⼟佐はちきん地鶏
○酪農

食肉センターの整備

畜産の振興

６次産業化の推進

学び教えあう場の活用による環境制御技術の普及
環境制御技術のレベルアップと新技術・省⼒化技術の研究開発
次世代型ハウス等の整備⽀援
地元と協働した企業の農業参入の推進

○オランダ交流を活かした先進技術の普及推進

次世代型こうち新施設園芸システムの普及推進

IPM技術の普及拡大 ○ＧＡＰの推進
○有機農業の推進 ◯省エネルギー対策の推進

環境保全型農業の推進

既存型ハウスへの
環境制御技術導入

収
量
Ｕ
Ｐ
！

環境制御技術普及員によるサポート
学び教えあう場

高軒高を中心とする
大規模次世代型ハウス

低コスト耐候性等の
中規模次世代型ハウス

大規模施設園芸団地

柱５ 地域に根差した
農業クラスターの形成

◯担い手への農地集積の加速化
○園芸団地の整備促進
○国営緊急農地再編整備事業の推進

農地の確保

地域地域で若者が暮らせる
持続可能な農業を実現 

拡

拡

拡

拡

生産増⇒所得向上⇒担い手増
の好循環を拡大再生産へ 

拡
拡
拡

拡

拡

拡

拡

拡 拡

新

拡

拡

野菜（主要11品目） 出発点(H26） 9.5万t ⇒ 現状(H27） 9.0万ｔ ⇒ 4年後(H31）11.6万t ⇒ 6年後(H33）12.2万t ⇒ 10年後(H37）13.3万t
果樹（主要２品目） 出発点(H26）2.12万t ⇒ 現状(H27） 2.24万ｔ ⇒ 4年後(H31）2.45万t ⇒ 6年後(H33）2.47万t ⇒ 10年後(H37）2.52万t
花き（主要３品目） 出発点(H26）2,251万本 ⇒ 現状(H27） 2,383万本 ⇒ 4年後(H31）2,655万本 ⇒ 6年後(H33）2,764万本 ⇒ 10年後(H37）3,054万本
畜産（⼟佐あかうし飼養頭数） 出発点(H26）1,728頭 ⇒ 現状(H27） 1,810頭 ⇒ 4年後(H31）2,660頭 ⇒ 6年後(H33）3,100頭 ⇒ 10年後(H37）4,020頭

拡

拡

拡

はちきん農業大学の開催

土佐あかうしの増頭対策

労働⼒補完の仕組みづくり

拡
拡

132



Ｃ

農業分野の展開イメージ  地域で暮らし稼げる農業

高知家プロモーションの活用やパートナー
量販店等との連携による販促・ＰＲ

ブランド化の推進規模に応じた販路開拓、販売体制の強化

柱１ 生産⼒の向上と高付加価値化による産地の強化

柱３ 流通・販売の支援強化

Ｕ・Ｉターン就農者の確保に向けた産地提
案型担い手確保対策の強化

◯雇用就農者の確保に向けた取り組みの強化
農業担い手育成センターの充実・強化

◯実践研修・営農定着への⽀援

新規就農者の確保・育成

柱４ 生産を支える担い手の確保・育成

農業産出額等（飼料用⽶交付⾦含む） 出発点(H26） 965億円 ⇒ 現状(H27） 1,018億円 ⇒ ４年後(H31） 1,060億円 ⇒ ６年後(Ｈ33) 1,090億円 ⇒ 10年後(H37） 1,150億円分野を代表する目標

農業生産量

○野菜園芸品目の総合戦略⽀援
（ナス、ニラ、露地野菜等）

○特産果樹生産振興（ユズ、文旦）
花き生産振興

（ユリ、トルコギキョウ、グロリオサ）

園芸品目別総合支援

家族経営体の経営発展に向けた⽀援
○法人経営体への誘導と経営発展への⽀援

経営体を⽀える労働⼒の確保と省⼒化の推進

家族経営体の強化及び
法人経営体の育成

柱２ 中⼭間地域の農業を支える仕組みの再構築

◯集落営農の裾野の拡大
○こうち型集落営農と法人化への

ステップアップ

集落営農の推進

直販所

物流拠点

次世代型ハウス

加工施設

担い手研修施設

卸売市場と連携した業務需要の開拓
加工用ニーズへの対応

○集出荷施設の再編統合等による集出
荷体制の強化

基幹
流通

中規模

こだわりニッチ野菜・果実の販路開拓

⻘果物

⼩規模

◯展示商談会や、スポーツイベント等を
活用した販促・PRの強化花 き

○卸売市場等との連携による販路開拓

農産物の輸出の推進

中山間農業複合経営拠点の県内への拡大

中⼭間農業複合経営拠点の整備推進

◯ ⼟佐茶産地の振興
薬用作物の振興

中⼭間に適した農産物等の生産

◯ 中山間地域等直接⽀払制度の推進
◯ 多面的機能⽀払制度の推進

⽇本型直接支払制度の推進
◯農産物加工の裾野の拡大とステップアップ

直販所⽀援の強化

○県産米のブランド化の推進
酒米の生産振興

◯水田の有効活用に向けた有望品目
への転換

水田農業の振興

⼟佐和牛 養豚 ◯⼟佐ジロー
◯⼟佐はちきん地鶏
○酪農

食肉センターの整備

畜産の振興

６次産業化の推進

学び教えあう場の活用による環境制御技術の普及
環境制御技術のレベルアップと新技術・省⼒化技術の研究開発
次世代型ハウス等の整備⽀援
地元と協働した企業の農業参入の推進

○オランダ交流を活かした先進技術の普及推進

次世代型こうち新施設園芸システムの普及推進

IPM技術の普及拡大 ○ＧＡＰの推進
○有機農業の推進 ◯省エネルギー対策の推進

環境保全型農業の推進

既存型ハウスへの
環境制御技術導入

収
量
Ｕ
Ｐ
！

環境制御技術普及員によるサポート
学び教えあう場

高軒高を中心とする
大規模次世代型ハウス

低コスト耐候性等の
中規模次世代型ハウス

大規模施設園芸団地

柱５ 地域に根差した
農業クラスターの形成

◯担い手への農地集積の加速化
○園芸団地の整備促進
○国営緊急農地再編整備事業の推進

農地の確保

地域地域で若者が暮らせる
持続可能な農業を実現 

拡

拡

拡

拡

生産増⇒所得向上⇒担い手増
の好循環を拡大再生産へ 

拡
拡
拡

拡

拡

拡

拡

拡 拡

新

拡

拡

野菜（主要11品目） 出発点(H26） 9.5万t ⇒ 現状(H27） 9.0万ｔ ⇒ 4年後(H31）11.6万t ⇒ 6年後(H33）12.2万t ⇒ 10年後(H37）13.3万t
果樹（主要２品目） 出発点(H26）2.12万t ⇒ 現状(H27） 2.24万ｔ ⇒ 4年後(H31）2.45万t ⇒ 6年後(H33）2.47万t ⇒ 10年後(H37）2.52万t
花き（主要３品目） 出発点(H26）2,251万本 ⇒ 現状(H27） 2,383万本 ⇒ 4年後(H31）2,655万本 ⇒ 6年後(H33）2,764万本 ⇒ 10年後(H37）3,054万本
畜産（⼟佐あかうし飼養頭数） 出発点(H26）1,728頭 ⇒ 現状(H27） 1,810頭 ⇒ 4年後(H31）2,660頭 ⇒ 6年後(H33）3,100頭 ⇒ 10年後(H37）4,020頭

拡

拡

拡

はちきん農業大学の開催

土佐あかうしの増頭対策

労働⼒補完の仕組みづくり

拡
拡
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１ 次世代型こうち新施設園芸システムの普及推進
◆ ［拡充］学び教えあう場の活用による環境制御技術の

普及
◆ ［拡充］環境制御技術のレベルアップと新技術・

省力化技術の研究開発
◆ ［拡充］次世代型ハウス等の整備支援
◆ ［拡充］地元と協働した企業の農業参入の推進

◆オランダ交流を活かした先進技術の普及推進

２ 環境保全型農業の推進
◆ ［拡充］ IPM技術の普及拡大
◆ GAPの推進

◆有機農業の推進
◆省エネルギー対策の推進

３ 園芸品目別総合支援
◆野菜園芸品目の総合戦略支援

（ナス、ニラ、露地野菜等）
◆特産果樹生産振興（ユズ、文旦）
◆ ［拡充］花き生産振興（ﾕﾘ､ﾄﾙｺｷﾞｷｮｳ､ｸﾞﾛﾘｵｻ)

４ 水田農業の振興
◆県産米のブランド化の推進
◆ ［拡充］酒米の生産振興

◆水田の有効活用に向けた有望品目への転換

地域で暮らし稼げる農業

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

■環境制御等の新たな技術の積極的な展開、生産性の
高い施設の整備や更新により、生産力を高める

■安全・安心で高品質な生産につながるIPM技術等の更
なる普及により、消費地に選ばれる産地を形成する

■地域の特性を活かした米や畜産など、高品質の生産
を強化するとともに、６次産業化の取り組みを拡げて農
産物の付加価値を高める

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

■次世代型ハウスによる施設園芸団
地を核として、食品加工、物流拠点、
直販所、レストラン等の関連産業が
集積した「地域に根差 した農業クラ

スター」を形成し、より多くの雇用を
生み出す

■ 本県農産物のプロモーション活動等によるブ

ランド化の推進や、流通規模に応じた販路開
拓・販売体制を強化する

■加工専用素材（規格外品や新たな品目）の
流通拡大に取り組む

■本県の高品質な園芸品を新たに海外マー
ケットに売り込み、定番化を図る

１ 集落営農の推進
◆ 集落営農の裾野の拡大
◆ こうち型集落営農と法人化へのステップアップ

２ 中山間農業複合経営拠点の整備
推進

◆ ［拡充］中山間農業複合経営拠点の県
内への拡大

３ 中山間に適した農産物等の生産
◆ 土佐茶産地の振興
◆ ［拡充］薬用作物の振興
◆園芸品目別総合支援（再掲）

４ 日本型直接支払制度の推進
◆ 中山間地域等直接支払制度の推進

◆多面的機能支払制度の推進

■集落営農と中山間農業複合経営拠点
の取り組みを拡大し、中山間地域の農
業の競争力を高め、地域全体で支える
仕組みを構築する

◯次世代型こうち新施設園芸システムの普及推進
・ 導入７品目の出荷量
 ： 79,355t   ： 9.9万t  ：10.3万t  ：11.3万t

・次世代型ハウスの整備促進（累計）

－   ：72ha  ：116ha  ：201ha

◯安全・安心・高品質で選ばれる園芸品の生産
・ 天敵利用による害虫防除技術（IPM虫害版）の導入面積率

施設キュウリ  24% →  ：60%→ ：80% → ：90％
施設カンキツ  6% →  ：20%→ ：40% → ：60％

・省力的病害防除技術（IPM病害版）の導入面積率
施設ナス  0% →  ：40%→ ：80% → ：100％
施設キュウリ  0% →  ：40%→ ：80% → ：100％

◯集落営農組織による農地（田・畑） の
カバー率（耕地面積ベース）

 ：13％   ：21％  ：26％   ： 30％

◯こうち型集落営農組織数
 ：32  ：80  ：100  ：140

◯集落営農法人組織数
（うち収入20,000千円以上の組織数）

 ：16(2）  ：40(10)  ：50(13)  ：70
（18）
◯中山間農業複合経営拠点の整備数

 ：4  ：20  ：30  ：35

■生産を強化し、拡大再生産を実現するた
めに必要な、産地が求める担い手の確保・
育成を図る

■家族経営体の底上げや、法人化の推進な
どにより、強い経営体を育成する

１ 生産力の向上と高付加価値化による
産地の強化

戦
略
の
柱

２ 中山間地域の農業を支え
る仕組みの再構築

３ 流通・販売の支援強化
４ 生産を支える担い手の
確保・育成

５ 地域に根差した農業クラ
スターの形成

分野の目指す姿

分野を代表する
数値目標

農業分野の体系図

1 ブランド化の推進
◆ ［拡充］高知家プロモーションの活用やパート

ナー量販店等との連携による販促、ＰＲ

２ 規模に応じた販路開拓、販売体制の強化
＜青果物＞
・基幹流通
◆ 集出荷施設の再編統合等による

集出荷体制の強化
・中規模
◆ ［拡充］卸売市場と連携した業務需要の開拓
◆ ［拡充］加工用ニーズへの対応
・小規模
◆ ［拡充］こだわりニッチ野菜・果実の販路開拓

＜花き＞
◆展示商談会や、スポーツイベント等を

活用した販促・PRの強化

３ 農産物の輸出の推進
◆ 卸売市場等との連携による販路開拓

１ 新規就農者の確保・育成
◆ ［拡充］Ｕ・Ｉターン就農者の確保に向けた

産地提案型担い手確保対策の強化
◆雇用就農者の確保に向けた取り組みの

強化
◆ ［拡充］農業担い手育成センターの充実・

強化
◆実践研修・営農定着への支援

２ 家族経営体の強化及び法人経営体の
育成
◆ ［拡充］家族経営体の経営発展に向けた

支援
◆ 法人経営体への誘導と経営発展への支援
◆ ［拡充］経営体を支える労働力の確保と

省力化の推進

３ 農地の確保
◆担い手への農地集積の加速化
◆園芸団地の整備促進
◆国営緊急農地再編整備事業の推進

１ 次世代型こうち新施設園芸シス
テムの普及推進（再掲）

◆ ［拡充］次世代型ハウス等の整備

支援（再掲）

◆ ［拡充］地元と協働した企業の農業

参入の推進（再掲）

２ 関連産業の集積
◆ ［拡充］食品加工、物流、直販所等
関連産業との連携の推進

３ 農地の確保 （再掲）

◆担い手への農地集積の加速化（再掲）

◆園芸団地の整備促進（再掲）

◯農業クラスターの形成数
＜大規模（販売金額：3億円以上）＞

4年後 6年後 10年後
箇所数 2    ⇒ 3 ⇒ 5
販売金額(億円)     10   ⇒ 15 ⇒ 25
雇用創出 (人)  （※） 130   ⇒ 195 ⇒ 325
参入事業者数 4    ⇒ 6  ⇒ 10      

＜中規模（販売金額：1～3億円）＞
4年後 6年後 10年後

箇所数 3   ⇒ 5 ⇒ 10
販売金額(億円)     6   ⇒ 10   ⇒ 20
雇用創出 (人) （※） 72   ⇒ 120  ⇒ 240
参入事業者数 3    ⇒ 5 ⇒ 10 

＜小規模（販売金額：1億円未満）＞
4年後 6年後 10年後

箇所数 8   ⇒ 12 ⇒ 20
販売金額(億円)    6   ⇒ 9   ⇒ 15
雇用創出 (人) （※） 90   ⇒ 135 ⇒ 225
参入事業者数 4    ⇒ 6 ⇒ 10 

（※）パート含む。

○委託先卸売会社を通じた業務需要青果物の
取引金額
 ：0.46億円  ：5.6億円  ：6.4億円 
 ：8億円

○加工専用素材の供給品目数
 ：3品目  ：11品目  ：15品目 
 ：23品目

○卸売会社への業務委託により定着する輸出
品目数

－   ：10品目  ：14品目 
 ：18品目

◯新規就農者数
 269人  320人/年間

◯農地の権利を取得し農業経営を行う法人数
 ：107   ：235   ：299   ：427

◯H26新規認定農業者の経営改善計画の
目標達成率
100%

５ 畜産の振興
◆ ［拡充］肉用牛の生産基盤の強化
◆ ［拡充］養豚、土佐ジロー、土佐はちきん

地鶏の生産、加工・販売体制の強化
◆［新規］食肉センターの整備

６ ６次産業化の推進
◆農産物加工の裾野の拡大とステップアップ

◆ ［拡充］直販所支援の強化

農業産出額等（飼料用米交付金含む） 出発点（H26）：965億円 ⇒ 現状（H27)：1,018億円 ⇒ 4年後（H31)：1,060億円 ⇒ 6年後（H33）：1,090億円 ⇒ 10年後（H37）：1,150億円

農業生産量
野菜（主要11品目） 出発点(H26） 9.5万t ⇒ 現状(H27） 9.0万ｔ ⇒ 4年後(H31）11.6万t ⇒ 6年後(H33）12.2万t ⇒ 10年後(H37）13.3万t
果樹（主要２品目） 出発点(H26）2.12万t ⇒ 現状(H27） 2.24万ｔ ⇒ 4年後(H31）2.45万t ⇒ 6年後(H33）2.47万t ⇒ 10年後(H37）2.52万t
花き（主要３品目） 出発点(H26）2,251万本 ⇒ 現状(H27） 2,383万本 ⇒ 4年後(H31）2,655万本 ⇒ 6年後(H33）2,764万本 ⇒ 10年後(H37）3,054万本
畜産（⼟佐あかうし飼養頭数） 出発点(H26）1,728頭 ⇒ 現状(H27） 1,810頭 ⇒ 4年後(H31）2,660頭 ⇒ 6年後(H33）3,100頭 ⇒ 10年後(H37）4,020頭
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１ 次世代型こうち新施設園芸システムの普及推進
◆ ［拡充］学び教えあう場の活用による環境制御技術の

普及
◆ ［拡充］環境制御技術のレベルアップと新技術・

省力化技術の研究開発
◆ ［拡充］次世代型ハウス等の整備支援
◆ ［拡充］地元と協働した企業の農業参入の推進

◆オランダ交流を活かした先進技術の普及推進

２ 環境保全型農業の推進
◆ ［拡充］ IPM技術の普及拡大
◆ GAPの推進

◆有機農業の推進
◆省エネルギー対策の推進

３ 園芸品目別総合支援
◆野菜園芸品目の総合戦略支援

（ナス、ニラ、露地野菜等）
◆特産果樹生産振興（ユズ、文旦）
◆ ［拡充］花き生産振興（ﾕﾘ､ﾄﾙｺｷﾞｷｮｳ､ｸﾞﾛﾘｵｻ)

４ 水田農業の振興
◆県産米のブランド化の推進
◆ ［拡充］酒米の生産振興

◆水田の有効活用に向けた有望品目への転換

地域で暮らし稼げる農業

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

■環境制御等の新たな技術の積極的な展開、生産性の
高い施設の整備や更新により、生産力を高める

■安全・安心で高品質な生産につながるIPM技術等の更
なる普及により、消費地に選ばれる産地を形成する

■地域の特性を活かした米や畜産など、高品質の生産
を強化するとともに、６次産業化の取り組みを拡げて農
産物の付加価値を高める

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

■次世代型ハウスによる施設園芸団
地を核として、食品加工、物流拠点、
直販所、レストラン等の関連産業が
集積した「地域に根差 した農業クラ

スター」を形成し、より多くの雇用を
生み出す

■ 本県農産物のプロモーション活動等によるブ

ランド化の推進や、流通規模に応じた販路開
拓・販売体制を強化する

■加工専用素材（規格外品や新たな品目）の
流通拡大に取り組む

■本県の高品質な園芸品を新たに海外マー
ケットに売り込み、定番化を図る

１ 集落営農の推進
◆ 集落営農の裾野の拡大
◆ こうち型集落営農と法人化へのステップアップ

２ 中山間農業複合経営拠点の整備
推進

◆ ［拡充］中山間農業複合経営拠点の県
内への拡大

３ 中山間に適した農産物等の生産
◆ 土佐茶産地の振興
◆ ［拡充］薬用作物の振興
◆園芸品目別総合支援（再掲）

４ 日本型直接支払制度の推進
◆ 中山間地域等直接支払制度の推進

◆多面的機能支払制度の推進

■集落営農と中山間農業複合経営拠点
の取り組みを拡大し、中山間地域の農
業の競争力を高め、地域全体で支える
仕組みを構築する

◯次世代型こうち新施設園芸システムの普及推進
・ 導入７品目の出荷量
 ： 79,355t   ： 9.9万t  ：10.3万t  ：11.3万t

・次世代型ハウスの整備促進（累計）

－   ：72ha  ：116ha  ：201ha

◯安全・安心・高品質で選ばれる園芸品の生産
・ 天敵利用による害虫防除技術（IPM虫害版）の導入面積率

施設キュウリ  24% →  ：60%→ ：80% → ：90％
施設カンキツ  6% →  ：20%→ ：40% → ：60％

・省力的病害防除技術（IPM病害版）の導入面積率
施設ナス  0% →  ：40%→ ：80% → ：100％
施設キュウリ  0% →  ：40%→ ：80% → ：100％

◯集落営農組織による農地（田・畑） の
カバー率（耕地面積ベース）

 ：13％   ：21％  ：26％   ： 30％

◯こうち型集落営農組織数
 ：32  ：80  ：100  ：140

◯集落営農法人組織数
（うち収入20,000千円以上の組織数）

 ：16(2）  ：40(10)  ：50(13)  ：70
（18）
◯中山間農業複合経営拠点の整備数

 ：4  ：20  ：30  ：35

■生産を強化し、拡大再生産を実現するた
めに必要な、産地が求める担い手の確保・
育成を図る

■家族経営体の底上げや、法人化の推進な
どにより、強い経営体を育成する

１ 生産力の向上と高付加価値化による
産地の強化

戦
略
の
柱

２ 中山間地域の農業を支え
る仕組みの再構築

３ 流通・販売の支援強化
４ 生産を支える担い手の
確保・育成

５ 地域に根差した農業クラ
スターの形成

分野の目指す姿

分野を代表する
数値目標

農業分野の体系図

1 ブランド化の推進
◆ ［拡充］高知家プロモーションの活用やパート

ナー量販店等との連携による販促、ＰＲ

２ 規模に応じた販路開拓、販売体制の強化
＜青果物＞
・基幹流通
◆ 集出荷施設の再編統合等による

集出荷体制の強化
・中規模
◆ ［拡充］卸売市場と連携した業務需要の開拓
◆ ［拡充］加工用ニーズへの対応
・小規模
◆ ［拡充］こだわりニッチ野菜・果実の販路開拓

＜花き＞
◆展示商談会や、スポーツイベント等を

活用した販促・PRの強化

３ 農産物の輸出の推進
◆ 卸売市場等との連携による販路開拓

１ 新規就農者の確保・育成
◆ ［拡充］Ｕ・Ｉターン就農者の確保に向けた

産地提案型担い手確保対策の強化
◆雇用就農者の確保に向けた取り組みの

強化
◆ ［拡充］農業担い手育成センターの充実・

強化
◆実践研修・営農定着への支援

２ 家族経営体の強化及び法人経営体の
育成
◆ ［拡充］家族経営体の経営発展に向けた

支援
◆ 法人経営体への誘導と経営発展への支援
◆ ［拡充］経営体を支える労働力の確保と

省力化の推進

３ 農地の確保
◆担い手への農地集積の加速化
◆園芸団地の整備促進
◆国営緊急農地再編整備事業の推進

１ 次世代型こうち新施設園芸シス
テムの普及推進（再掲）

◆ ［拡充］次世代型ハウス等の整備

支援（再掲）

◆ ［拡充］地元と協働した企業の農業

参入の推進（再掲）

２ 関連産業の集積
◆ ［拡充］食品加工、物流、直販所等
関連産業との連携の推進

３ 農地の確保 （再掲）

◆担い手への農地集積の加速化（再掲）

◆園芸団地の整備促進（再掲）

◯農業クラスターの形成数
＜大規模（販売金額：3億円以上）＞

4年後 6年後 10年後
箇所数 2    ⇒ 3 ⇒ 5
販売金額(億円)     10   ⇒ 15 ⇒ 25
雇用創出 (人)  （※） 130   ⇒ 195 ⇒ 325
参入事業者数 4    ⇒ 6  ⇒ 10      

＜中規模（販売金額：1～3億円）＞
4年後 6年後 10年後

箇所数 3   ⇒ 5 ⇒ 10
販売金額(億円)     6   ⇒ 10   ⇒ 20
雇用創出 (人) （※） 72   ⇒ 120  ⇒ 240
参入事業者数 3    ⇒ 5 ⇒ 10 

＜小規模（販売金額：1億円未満）＞
4年後 6年後 10年後

箇所数 8   ⇒ 12 ⇒ 20
販売金額(億円)    6   ⇒ 9   ⇒ 15
雇用創出 (人) （※） 90   ⇒ 135 ⇒ 225
参入事業者数 4    ⇒ 6 ⇒ 10 

（※）パート含む。

○委託先卸売会社を通じた業務需要青果物の
取引金額
 ：0.46億円  ：5.6億円  ：6.4億円 
 ：8億円

○加工専用素材の供給品目数
 ：3品目  ：11品目  ：15品目 
 ：23品目

○卸売会社への業務委託により定着する輸出
品目数

－   ：10品目  ：14品目 
 ：18品目

◯新規就農者数
 269人  320人/年間

◯農地の権利を取得し農業経営を行う法人数
 ：107   ：235   ：299   ：427

◯H26新規認定農業者の経営改善計画の
目標達成率
100%

５ 畜産の振興
◆ ［拡充］肉用牛の生産基盤の強化
◆ ［拡充］養豚、土佐ジロー、土佐はちきん

地鶏の生産、加工・販売体制の強化
◆［新規］食肉センターの整備

６ ６次産業化の推進
◆農産物加工の裾野の拡大とステップアップ

◆ ［拡充］直販所支援の強化

農業産出額等（飼料用米交付金含む） 出発点（H26）：965億円 ⇒ 現状（H27)：1,018億円 ⇒ 4年後（H31)：1,060億円 ⇒ 6年後（H33）：1,090億円 ⇒ 10年後（H37）：1,150億円

農業生産量
野菜（主要11品目） 出発点(H26） 9.5万t ⇒ 現状(H27） 9.0万ｔ ⇒ 4年後(H31）11.6万t ⇒ 6年後(H33）12.2万t ⇒ 10年後(H37）13.3万t
果樹（主要２品目） 出発点(H26）2.12万t ⇒ 現状(H27） 2.24万ｔ ⇒ 4年後(H31）2.45万t ⇒ 6年後(H33）2.47万t ⇒ 10年後(H37）2.52万t
花き（主要３品目） 出発点(H26）2,251万本 ⇒ 現状(H27） 2,383万本 ⇒ 4年後(H31）2,655万本 ⇒ 6年後(H33）2,764万本 ⇒ 10年後(H37）3,054万本
畜産（⼟佐あかうし飼養頭数） 出発点(H26）1,728頭 ⇒ 現状(H27） 1,810頭 ⇒ 4年後(H31）2,660頭 ⇒ 6年後(H33）3,100頭 ⇒ 10年後(H37）4,020頭
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○生産性の向上による原木の増産
・森の工場の拡大・推進

森林情報の精度向上（森林GISの機能拡充）
・効率的な生産システムの導入を促進

高性能林業機械等の導入・整備
林道整備の促進に向けた協議会・ＷＧの設置
森林組合の生産工程改善による生産性向上

・皆伐の促進
・原木の安定供給システムの構築

林業分野の展開イメージ ⼭で若者が働く、全国有数の国産材産地 
木材・木製品製造業出荷額等 出発点（Ｈ26）204億円⇒４年後（Ｈ31）220億円⇒６年後(Ｈ33)232億円⇒10年後（Ｈ37）256億円

原木生産量 出発点（Ｈ26）61万 ⇒ 現状（H28）62.8万 ⇒４年後（Ｈ31）78万 ⇒６年後(Ｈ33)81万 ⇒10年後（Ｈ37）90万
分野を代表する目標

○持続可能な森林づくり
・苗木の生産体制の強化
・間伐の推進

○高次加工施設の整備
・集成材工場の整備
・ＣＬＴパネル工場の整備

Ａ材（良質材）
建築用材

バイオマス利用

○流通の統合・効率化
・県外流通拠点を活用した取引の拡大
・トレーラー等による低コスト・定期輸送の増加

外商活動体制の抜本強化

○販売先の拡大
・県外での⼟佐材を使用した建築の促進
・海外への販売促進

ＣＬＴ等輸出の可能性を調査
海外⾒本市等でのＰＲ活動

○木質バイオマス発電所の安定稼働
○木質バイオマスの利用拡大

・木質ペレット等の安定供給の促進
・幅広い分野での木質バイオマスボイラー
導入の拡大

・木質バイオマス発電の促進

柱５ 担い手の育成・確保

○林業学校の充実・強化
・林業学校における人材育成及び施設整備

H30専攻課程の開設に向けた研修内容の充実
・森林組合等の県内事業体への雇用促進

○事業体の経営基盤の強化
・林業事業体のマネジメント能⼒向上
・林業事業体における就労環境の改善

○⼩規模林業の推進
・⼩規模林業の活動を⽀援

柱２ 加工体制の強化

○製材工場の強化
・製材事業体の加工⼒強化

事業戦略の策定⽀援
人材育成と設備整備の両面から⽀援
付加価値の高い製品づくり

・県内企業による協業化・大型化の検討

大型製材工場
（H25稼働）

集成材工場
(H28稼働)

拡

Ｃ材（低質材）
Ｄ材（端材等）

B材（中質材）
ラミナ用材

柱１ 原木生産のさらなる拡大

○きめ細かな担い手確保の強化
・林業労働⼒確保⽀援センターとの連携

定期相談会の開催
フォレストスクールの実施

・移住施策との連携による担い手の確保
・特用林産業新規就業者の⽀援

柱３ 流通・販売体制の確立

拡
拡
拡

構築した川上から川下までの仕組みを生かして、“森の資源”を余すことなく活用

木質バイオマス
発電所２箇所
(H27稼働)

柱４ 木材需要の拡大

○ＣＬＴ等の普及促進
・ＣＬＴ建築物の普及促進と需要拡大

ＣＬＴ⾸⻑連合と連携したＣＬＴ利用の促進
経済同友会との協働プロジェクトによるCLTを核
とした木材需要の拡大

CLT用ラミナ工場
(H28稼働)

○再造林コストの縮減

間 伐
下 刈

植 栽

主 伐

拡
拡
拡

拡

新
拡

拡

拡

拡
新

『拡大再生産』の
好循環へつなげ、

中⼭間地域を元気に 

○住宅・低層非住宅建築物における
木材利用の促進
・低層非住宅建築物の木造化の促進

新たな木質建材を活用したモデル建築物の整備
・県産材を活用した木造住宅建築の促進

新

林業・木材産業
クラスターの形成

森の資源を
余すことなく活用

苗木生産

新
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○生産性の向上による原木の増産
・森の工場の拡大・推進

森林情報の精度向上（森林GISの機能拡充）
・効率的な生産システムの導入を促進

高性能林業機械等の導入・整備
林道整備の促進に向けた協議会・ＷＧの設置
森林組合の生産工程改善による生産性向上

・皆伐の促進
・原木の安定供給システムの構築

林業分野の展開イメージ ⼭で若者が働く、全国有数の国産材産地 
木材・木製品製造業出荷額等 出発点（Ｈ26）204億円⇒４年後（Ｈ31）220億円⇒６年後(Ｈ33)232億円⇒10年後（Ｈ37）256億円

原木生産量 出発点（Ｈ26）61万 ⇒ 現状（H28）62.8万 ⇒４年後（Ｈ31）78万 ⇒６年後(Ｈ33)81万 ⇒10年後（Ｈ37）90万
分野を代表する目標

○持続可能な森林づくり
・苗木の生産体制の強化
・間伐の推進

○高次加工施設の整備
・集成材工場の整備
・ＣＬＴパネル工場の整備

Ａ材（良質材）
建築用材

バイオマス利用

○流通の統合・効率化
・県外流通拠点を活用した取引の拡大
・トレーラー等による低コスト・定期輸送の増加

外商活動体制の抜本強化

○販売先の拡大
・県外での⼟佐材を使用した建築の促進
・海外への販売促進

ＣＬＴ等輸出の可能性を調査
海外⾒本市等でのＰＲ活動

○木質バイオマス発電所の安定稼働
○木質バイオマスの利用拡大

・木質ペレット等の安定供給の促進
・幅広い分野での木質バイオマスボイラー
導入の拡大

・木質バイオマス発電の促進

柱５ 担い手の育成・確保

○林業学校の充実・強化
・林業学校における人材育成及び施設整備

H30専攻課程の開設に向けた研修内容の充実
・森林組合等の県内事業体への雇用促進

○事業体の経営基盤の強化
・林業事業体のマネジメント能⼒向上
・林業事業体における就労環境の改善

○⼩規模林業の推進
・⼩規模林業の活動を⽀援

柱２ 加工体制の強化

○製材工場の強化
・製材事業体の加工⼒強化

事業戦略の策定⽀援
人材育成と設備整備の両面から⽀援
付加価値の高い製品づくり

・県内企業による協業化・大型化の検討

大型製材工場
（H25稼働）

集成材工場
(H28稼働)

拡

Ｃ材（低質材）
Ｄ材（端材等）

B材（中質材）
ラミナ用材

柱１ 原木生産のさらなる拡大

○きめ細かな担い手確保の強化
・林業労働⼒確保⽀援センターとの連携

定期相談会の開催
フォレストスクールの実施

・移住施策との連携による担い手の確保
・特用林産業新規就業者の⽀援

柱３ 流通・販売体制の確立

拡
拡
拡

構築した川上から川下までの仕組みを生かして、“森の資源”を余すことなく活用

木質バイオマス
発電所２箇所
(H27稼働)

柱４ 木材需要の拡大

○ＣＬＴ等の普及促進
・ＣＬＴ建築物の普及促進と需要拡大

ＣＬＴ⾸⻑連合と連携したＣＬＴ利用の促進
経済同友会との協働プロジェクトによるCLTを核
とした木材需要の拡大

CLT用ラミナ工場
(H28稼働)

○再造林コストの縮減

間 伐
下 刈

植 栽

主 伐

拡
拡
拡

拡

新
拡

拡

拡

拡
新

『拡大再生産』の
好循環へつなげ、

中⼭間地域を元気に 

○住宅・低層非住宅建築物における
木材利用の促進
・低層非住宅建築物の木造化の促進

新たな木質建材を活用したモデル建築物の整備
・県産材を活用した木造住宅建築の促進

新

林業・木材産業
クラスターの形成

森の資源を
余すことなく活用

苗木生産

新
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１．生産性の向上による原木の増産
◆［拡充］森の工場の拡大・推進

・集約化に必要な森林情報の精度向
上（森林GISの機能拡充）

◆［拡充］効率的な生産システムの導
入を促進
・高性能林業機械等の導入・整備
・林道整備の促進に向けた協議会・
ＷＧの設置
・森林組合の生産工程の改善による
生産性の向上

◆皆伐の促進
◆原木の安定供給システムの構築

２．持続可能な森林づくり
◆ 苗木の生産体制の強化

・苗木生産での企業立地
・集落活動センター等での生産を推進

◆再造林への支援と低コスト育林の
推進

◆間伐の推進

〇 山で若者が働く、全国有数の国産材産地

木材・木製品製造品出荷額等 出発点（H26）：204億円⇒4年後（H31）：220億円⇒ 6年後（H33）：232億円⇒ 10年後（H37）：256億円
原木生産量 出発点（H26）： 61万m3⇒現状（H27）：59.2万m3⇒ 4年後（H31）： 78万m3⇒ 6年後（H33）： 81万m3⇒ 10年後（H37）：90万m3

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

・成熟した森林資源を最大限に生かせる
仕組みづくりを推進する

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

・優れた人材を育成・確保する

１．林業学校の充実・強化
◆[拡充］林業学校における人材育成

・H30専攻課程の開設に向けた研修内
容の充実

◆森林組合等の県内事業体への雇用
促進

２．きめ細かな担い手確保の強化
◆［拡充］林業労働力確保支援センター

と連携した就業者の確保
・定期相談会の開催
・フォレストスクールの実施

◆移住施策との連携による担い手の確
保

◆特用林産業新規就業者の支援

３．事業体の経営基盤の強化
◆林業事業体のマネジメント能力向上
◆林業事業体における就労環境の改善

４．小規模林業の推進
◆小規模林業の活動を支援

・林地集約化による施業地の確保

・低層非住宅の木造化等により飛躍的な
需要拡大を図る
・木質バイオマスの利用拡大を促進する

１． 住宅・低層非住宅建築物における木

材利用の促進
◆［拡充］低層非住宅建築物の木造化

の促進
・事例集の作成、施主へのＰＲ
・全国への販売展開
・新たな木質建材を活用したモデル建
築物の整備

◆ 県産材を活用した木造住宅建築の

促進

２．ＣＬＴの普及
◆［拡充］ＣＬＴ建築物の普及促進と需要

拡大
・ＣＬＴ首長連合と連携したＣＬＴ利用の
促進

３．木質バイオマスの利用拡大
◆木質ペレット等の安定供給の促進
◆幅広い分野での木質バイオマスボイ

ラー導入の拡大
◆木質バイオマス発電の促進

１．製材工場の強化
◆[拡充］製材所の加工力強化

・事業戦略の策定支援
・人材育成と設備整備の両面から支援
・付加価値の高い製品づくり

◆県内企業による協業化・大型化の
検討

２．高次加工施設の整備
◆集成材工場の整備

・構造用集成材の製造
◆ＣＬＴパネル工場の整備

３．林業・木材産業クラスターの形成
◆加工施設を中心としたクラスター形成

の促進

・消費者ニーズに対応した競争力の高い
加工事業体を育成する
・CLTパネル工場をはじめとする林業・木
材産業クラスターの形成を目指す

・森の工場からの原木生産量（間伐）の
拡大
 ：10.9万m3 →  ：15.1万m3 →
 ：15.3万m3 →  ：17.0万m3

・県産製材品の出荷量の増加
 ：23.3万m3 →  ：27.4万m3→
 ：28.4万m3  →  ：28.4万m3

・木質バイオマス利用量の増加
 ：35.6万ﾄﾝ →  ：57.3万ﾄﾝ → 
 ：58.0万ﾄﾝ →  ：60.6万ﾄﾝ

・林業就業者数の増加
 ：1,602人 →  ：1,747人→
 ：1,777人 →  ：1,870人

・新規雇用者数の増加（川下・累計）
 ：32人 →  ：58人 →  ：96人

・大消費地や海外をターゲットとした、組
織的・継続的な外商活動を展開する

１．流通の統合・効率化
◆県外流通拠点を活用した取引の拡大
◆ トレーラー等による低コスト・定期輸

送の増加
◆[拡充］外商活動体制の抜本強化

２．販売先の拡大
◆県外での土佐材を使用した建築の

促進
◆[拡充］海外への販売促進

・ＣＬＴ等輸出の可能性を調査
・海外見本市等でのＰＲ活動

・県産製材品の県外出荷量の増加
 ：□16.1万m3 →  ：□20.1万m3→

★ 0.0万m3 ★ 0.1万m3
 ：□19.7万m3 →  ：□15.8万m3

★ 1.5万m3          ★ 5.4万m3

（□：一般製材品 ★：高次加工品）

１ 原木生産のさらなる拡大

戦
略
の
柱

２ 加工体制の強化 ４ 木材需要の拡大３ 流通・販売体制の確立 ５ 担い手の育成・確保

分野の目指す姿

分野を代表する
数値目標

林業分野の体系図
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１．生産性の向上による原木の増産
◆［拡充］森の工場の拡大・推進

・集約化に必要な森林情報の精度向
上（森林GISの機能拡充）

◆［拡充］効率的な生産システムの導
入を促進
・高性能林業機械等の導入・整備
・林道整備の促進に向けた協議会・
ＷＧの設置
・森林組合の生産工程の改善による
生産性の向上

◆皆伐の促進
◆原木の安定供給システムの構築

２．持続可能な森林づくり
◆ 苗木の生産体制の強化

・苗木生産での企業立地
・集落活動センター等での生産を推進

◆再造林への支援と低コスト育林の
推進

◆間伐の推進

〇 山で若者が働く、全国有数の国産材産地

木材・木製品製造品出荷額等 出発点（H26）：204億円⇒4年後（H31）：220億円⇒ 6年後（H33）：232億円⇒ 10年後（H37）：256億円
原木生産量 出発点（H26）： 61万m3⇒現状（H27）：59.2万m3⇒ 4年後（H31）： 78万m3⇒ 6年後（H33）： 81万m3⇒ 10年後（H37）：90万m3

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

・成熟した森林資源を最大限に生かせる
仕組みづくりを推進する

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

・優れた人材を育成・確保する

１．林業学校の充実・強化
◆[拡充］林業学校における人材育成

・H30専攻課程の開設に向けた研修内
容の充実

◆森林組合等の県内事業体への雇用
促進

２．きめ細かな担い手確保の強化
◆［拡充］林業労働力確保支援センター

と連携した就業者の確保
・定期相談会の開催
・フォレストスクールの実施

◆移住施策との連携による担い手の確
保

◆特用林産業新規就業者の支援

３．事業体の経営基盤の強化
◆林業事業体のマネジメント能力向上
◆林業事業体における就労環境の改善

４．小規模林業の推進
◆小規模林業の活動を支援

・林地集約化による施業地の確保

・低層非住宅の木造化等により飛躍的な
需要拡大を図る
・木質バイオマスの利用拡大を促進する

１． 住宅・低層非住宅建築物における木

材利用の促進
◆［拡充］低層非住宅建築物の木造化

の促進
・事例集の作成、施主へのＰＲ
・全国への販売展開
・新たな木質建材を活用したモデル建
築物の整備

◆ 県産材を活用した木造住宅建築の

促進

２．ＣＬＴの普及
◆［拡充］ＣＬＴ建築物の普及促進と需要

拡大
・ＣＬＴ首長連合と連携したＣＬＴ利用の
促進

３．木質バイオマスの利用拡大
◆木質ペレット等の安定供給の促進
◆幅広い分野での木質バイオマスボイ

ラー導入の拡大
◆木質バイオマス発電の促進

１．製材工場の強化
◆[拡充］製材所の加工力強化

・事業戦略の策定支援
・人材育成と設備整備の両面から支援
・付加価値の高い製品づくり

◆県内企業による協業化・大型化の
検討

２．高次加工施設の整備
◆集成材工場の整備

・構造用集成材の製造
◆ＣＬＴパネル工場の整備

３．林業・木材産業クラスターの形成
◆加工施設を中心としたクラスター形成

の促進

・消費者ニーズに対応した競争力の高い
加工事業体を育成する
・CLTパネル工場をはじめとする林業・木
材産業クラスターの形成を目指す

・森の工場からの原木生産量（間伐）の
拡大
 ：10.9万m3 →  ：15.1万m3 →
 ：15.3万m3 →  ：17.0万m3

・県産製材品の出荷量の増加
 ：23.3万m3 →  ：27.4万m3→
 ：28.4万m3  →  ：28.4万m3

・木質バイオマス利用量の増加
 ：35.6万ﾄﾝ →  ：57.3万ﾄﾝ → 
 ：58.0万ﾄﾝ →  ：60.6万ﾄﾝ

・林業就業者数の増加
 ：1,602人 →  ：1,747人→
 ：1,777人 →  ：1,870人

・新規雇用者数の増加（川下・累計）
 ：32人 →  ：58人 →  ：96人

・大消費地や海外をターゲットとした、組
織的・継続的な外商活動を展開する

１．流通の統合・効率化
◆県外流通拠点を活用した取引の拡大
◆ トレーラー等による低コスト・定期輸

送の増加
◆[拡充］外商活動体制の抜本強化

２．販売先の拡大
◆県外での土佐材を使用した建築の

促進
◆[拡充］海外への販売促進

・ＣＬＴ等輸出の可能性を調査
・海外見本市等でのＰＲ活動

・県産製材品の県外出荷量の増加
 ：□16.1万m3 →  ：□20.1万m3→

★ 0.0万m3 ★ 0.1万m3
 ：□19.7万m3 →  ：□15.8万m3

★ 1.5万m3          ★ 5.4万m3

（□：一般製材品 ★：高次加工品）

１ 原木生産のさらなる拡大

戦
略
の
柱

２ 加工体制の強化 ４ 木材需要の拡大３ 流通・販売体制の確立 ５ 担い手の育成・確保

分野の目指す姿

分野を代表する
数値目標

林業分野の体系図
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生 産

漁 村

柱① 漁業生産の構造改革

水産業分野の展開イメージ  若者が住んで稼げる元気な漁村  
漁業生産額(宝石サンゴを除く) 出発点（H25） 446億円 ⇒ 現状（H26）445億円 ⇒ 4年後（H31) 460億円 ⇒ 6年後（H33）476億円 ⇒ 10年後（H37） 490億円分野を代表する目標
水産加工出荷額 出発点（H25） 173億円 ⇒ 現状（H26）175億円 ⇒ 4年後（H31) 200億円 ⇒ 6年後（H33）203億円 ⇒ 10年後（H37） 220億円

柱② 担い手の育成・確保

（１） 効率的な沿岸漁業生産体制への転換

（２） ⽇本一の種苗生産・中間育成拠点の形成

（３） 新規漁場の開拓

（１）担い手の育成

（２）就業時における支援

柱⑤ 活⼒ある漁村づくり

柱③ 市場対応⼒のある
産地加工体制の確⽴

柱④ 流通・販売の強化

（１） 高度加工ビジネスへのステップアップ

（２） 加工関連ビジネスの展開

（１） 外商ビジネスの拡大

（２） 産地市場の機能強化

（１） 高齢者や⼥性の活躍
の場づくり

（２） 交流人⼝の拡大

○ ⿊潮牧場15基体制の維持
○ 急潮予測システムの構築
○ 大敷組合等の経営改善と法人化の促進

○ 新規漁業就業者等の設備投資への⽀援

○ 法人等の生産現場への参入の促進

○ クロマグロやカンパチの人工種苗量産体制の確⽴

○ 定置網や養殖の遊休漁場等の活用

○ 漁業就業セミナーの開催や移住促進策と連携した勧誘の促進

○ 新規就業希望者が自⽴するための⻑期研修の実施

○ 新規漁業就業者等の設備投資への⽀援（再掲）

○ ⺠間企業や漁協が⾏う漁業の担い手の育成の⽀援

○ 加工施設の衛生管理体制の高度化

○ 県内の残さい処理体制の再構築

○ 加工品や原料の製造・保管に必要な冷凍保管
ビジネスの事業化

○ 「高知家の魚 応援の店」と県内事業者とのマッチング等による
取引の拡大

○ 高鮮度出荷や「さかな屋 高知家」を活用した⾸都圏における県産
水産物のＰＲと外商活動の推進の⽀援

○ ｼｰﾌｰﾄﾞｼｮｰへの出展や商談会等への参加による販路開拓とＰＲ
活動の⽀援

○ 消費地市場とのネットワークを活かした取引の拡大
流
通

○ 鮮度向上や衛生管理等の取り組みの⽀援

○ 加工グループの商品開発や販路開拓
などの⽀援

○ にぎわいのある河川づくり

○ 高齢者等に対応した漁場づくり

加
工

○ 遊漁や体験漁業の振興

（３） 輸出の促進

○ 水産物の海外販路の開拓

○ HACCPに対応した加工施設の
⽴地促進

○ 産地市場の統合の推進

○ 試験研究機能の充実・強化

○ 研修の受け入れ体制の強化

拡

拡

拡

拡

拡

拡

拡

拡

拡

拡

拡

拡
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生 産

漁 村

柱① 漁業生産の構造改革

水産業分野の展開イメージ  若者が住んで稼げる元気な漁村  
漁業生産額(宝石サンゴを除く) 出発点（H25） 446億円 ⇒ 現状（H26）445億円 ⇒ 4年後（H31) 460億円 ⇒ 6年後（H33）476億円 ⇒ 10年後（H37） 490億円分野を代表する目標
水産加工出荷額 出発点（H25） 173億円 ⇒ 現状（H26）175億円 ⇒ 4年後（H31) 200億円 ⇒ 6年後（H33）203億円 ⇒ 10年後（H37） 220億円

柱② 担い手の育成・確保

（１） 効率的な沿岸漁業生産体制への転換

（２） ⽇本一の種苗生産・中間育成拠点の形成

（３） 新規漁場の開拓

（１）担い手の育成

（２）就業時における支援

柱⑤ 活⼒ある漁村づくり

柱③ 市場対応⼒のある
産地加工体制の確⽴

柱④ 流通・販売の強化

（１） 高度加工ビジネスへのステップアップ

（２） 加工関連ビジネスの展開

（１） 外商ビジネスの拡大

（２） 産地市場の機能強化

（１） 高齢者や⼥性の活躍
の場づくり

（２） 交流人⼝の拡大

○ ⿊潮牧場15基体制の維持
○ 急潮予測システムの構築
○ 大敷組合等の経営改善と法人化の促進

○ 新規漁業就業者等の設備投資への⽀援

○ 法人等の生産現場への参入の促進

○ クロマグロやカンパチの人工種苗量産体制の確⽴

○ 定置網や養殖の遊休漁場等の活用

○ 漁業就業セミナーの開催や移住促進策と連携した勧誘の促進

○ 新規就業希望者が自⽴するための⻑期研修の実施

○ 新規漁業就業者等の設備投資への⽀援（再掲）

○ ⺠間企業や漁協が⾏う漁業の担い手の育成の⽀援

○ 加工施設の衛生管理体制の高度化

○ 県内の残さい処理体制の再構築

○ 加工品や原料の製造・保管に必要な冷凍保管
ビジネスの事業化

○ 「高知家の魚 応援の店」と県内事業者とのマッチング等による
取引の拡大

○ 高鮮度出荷や「さかな屋 高知家」を活用した⾸都圏における県産
水産物のＰＲと外商活動の推進の⽀援

○ ｼｰﾌｰﾄﾞｼｮｰへの出展や商談会等への参加による販路開拓とＰＲ
活動の⽀援

○ 消費地市場とのネットワークを活かした取引の拡大
流
通

○ 鮮度向上や衛生管理等の取り組みの⽀援

○ 加工グループの商品開発や販路開拓
などの⽀援

○ にぎわいのある河川づくり

○ 高齢者等に対応した漁場づくり

加
工

○ 遊漁や体験漁業の振興

（３） 輸出の促進

○ 水産物の海外販路の開拓

○ HACCPに対応した加工施設の
⽴地促進

○ 産地市場の統合の推進

○ 試験研究機能の充実・強化

○ 研修の受け入れ体制の強化

拡

拡

拡

拡

拡

拡

拡

拡

拡

拡

拡

拡
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（１） 効率的な沿岸漁業生産
体制への転換

◆[拡充]漁業経営の効率化

◆大敷組合など漁業経営体の法人
化

◆[拡充]法人等の生産現場への参
入の促進

（２） 日本一の種苗生産・中
間育成拠点の形成

◆[拡充]人工種苗量産体制の確立

◆[拡充]試験研究機能の充実・強化

◆[拡充]中間育成漁場の開拓

（３） 新規漁場の開拓
◆[拡充]定置網や養殖の遊休漁場等

の活用

若者が住んで稼げる元気な漁村

漁業生産額（宝石サンゴを除く） 出発点（H25）：446億円 ⇒ 現状（H26）：445億円 ⇒ 4年後（H31)：460億円 ⇒ 6年後（H33）：476億円 ⇒ 10年後（H37）：490億円

水産加工出荷額 出発点（H25）：173億円 ⇒ 現状（H26）：175億円 ⇒ 4年後（H31)：200億円 ⇒ 6年後（H33）：203億円 ⇒ 10年後（H37）：220億円

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

生産性の高い漁業への構造改革を進
めるとともに、人工種苗量産体制の確
立などにより養殖生産ビジネスの拡大
を図る。また、新たな漁場の開拓に取り
組む。

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

（１）高齢者や女性の活躍の
場づくり

◆[拡充] 高齢者等に対応した漁場づ
くり

◆『地域加工』の支援

（２） 交流人口の拡大
◆[拡充] 遊漁や体験漁業の振興

◆にぎわいのある河川づくり

（１）高度加工ビジネスへの
ステップアップ

◆既存加工施設の高度化

◆既存加工施設の衛生管理体制の
強化

◆[拡充] HACCPに対応した加工施設
の立地促進

（２）加工関連ビジネスの展開

◆残さい加工ビジネスの再構築

◆[拡充]冷凍保管ビジネスの事業化

（３） 輸出の促進
◆養殖魚の加工と連動した海外市場

への販路開拓

（１） 担い手の育成

◆[拡充]移住促進策と連携した就業

希望者の掘り起こしや研修制度の
充実

◆ 法人等の参入による担い手育成の
新たな受け皿づくり

（２）就業時における支援

◆[拡充]就業時の設備投資、資金調
達への支援

◆ 新規就業者が参入しやすい環境
づ くり

★ 鮮魚の県内市場取扱額
・  85億円 ⇒  90億円以上⇒  92億円以上⇒  95億円以上

★ 人工種苗の供給尾数
・カンパチ  0尾 ⇒  50万尾 ⇒  120万尾 ⇒  300万尾
・クロマグロ  0尾 ⇒  1万尾 ⇒  3万尾⇒  10万尾

★ 新規就業者数
・ (H24-26平均) 37名/年 ⇒  50名/年 ⇒  50名/年 ⇒  50名/年

（１） 外商ビジネスの拡大

◆[拡充] 「応援の店」や「さかな屋高
知家」 を拠点とした外商活動の一
層の強化

◆県内産地の対応力の強化

◆消費地市場と連携した外商活動の
展開

◆販売の拡大を背景とした新たな
物流システムの構築

（２） 産地市場の機能強化

◆市場統合による拠点市場への水揚
げの集約化

◆荷捌き機能や衛生管理体制等の
強化

（３） 輸出の促進【再掲】
◆養殖魚の加工と連動した海外市場

への販路開拓

戦
略
の
柱

５ 活力ある漁村づくり

分野の目指す姿

分野を代表す
る数値目標

水産業分野の体系図

４ 流通・販売の強化
３ 市場対応力のある

産地加工体制の確立
２ 担い手の育成・確保１ 漁業生産の構造改革

就業希望者の積極的な掘り起こしを行
い新規就業者の確保に努めるとともに、
法人等と連携し次世代を担う中核的な
漁業者を計画的に育成する。

国内外の市場に対応できる産地加工
体制を確立し、生産の拡大により雇用
の場の創出を図る。

少量多品種の特性を活かした外商の
拡大や消費地市場とのネットワークの
強化を図るとともに、国外への販路を開
拓することで、本県水産物の販売力の
向上を図る。

漁村の資源を活用した活動を支援し、
地域での暮らしを支える。

★ 衛生管理の高度化に対応した
加工場の割合

 24% ⇒  100%
⇒  100% ⇒  100%

・海外HACCP対応型の加工場
 0件 ⇒  3件 ⇒  4件 ⇒  5件

★ 養殖魚の前処理加工
・出荷額  5億円 ⇒  29億円

⇒  32億円 ⇒  36億円
・雇用者  58名 ⇒  120名

⇒  125名 ⇒  130名

★ 「応援の店」
・県内参画事業者の出荷額

 1億円 ⇒  4億円
⇒  5億円 ⇒  6億円

★ 産地市場の集約化
 33市場 ⇒  28市場

⇒  23市場 ⇒  15市場

★ 水産物の輸出
 0.2億円 ⇒  3億円

⇒  4億円⇒  6億円

★ 高齢者等に対応した漁港漁場
づくり

 0か所 ⇒  5か所
⇒  7か所⇒  10か所
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（１） 効率的な沿岸漁業生産
体制への転換

◆[拡充]漁業経営の効率化

◆大敷組合など漁業経営体の法人
化

◆[拡充]法人等の生産現場への参
入の促進

（２） 日本一の種苗生産・中
間育成拠点の形成

◆[拡充]人工種苗量産体制の確立

◆[拡充]試験研究機能の充実・強化

◆[拡充]中間育成漁場の開拓

（３） 新規漁場の開拓
◆[拡充]定置網や養殖の遊休漁場等

の活用

若者が住んで稼げる元気な漁村

漁業生産額（宝石サンゴを除く） 出発点（H25）：446億円 ⇒ 現状（H26）：445億円 ⇒ 4年後（H31)：460億円 ⇒ 6年後（H33）：476億円 ⇒ 10年後（H37）：490億円

水産加工出荷額 出発点（H25）：173億円 ⇒ 現状（H26）：175億円 ⇒ 4年後（H31)：200億円 ⇒ 6年後（H33）：203億円 ⇒ 10年後（H37）：220億円

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

生産性の高い漁業への構造改革を進
めるとともに、人工種苗量産体制の確
立などにより養殖生産ビジネスの拡大
を図る。また、新たな漁場の開拓に取り
組む。

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

（１）高齢者や女性の活躍の
場づくり

◆[拡充] 高齢者等に対応した漁場づ
くり

◆『地域加工』の支援

（２） 交流人口の拡大
◆[拡充] 遊漁や体験漁業の振興

◆にぎわいのある河川づくり

（１）高度加工ビジネスへの
ステップアップ

◆既存加工施設の高度化

◆既存加工施設の衛生管理体制の
強化

◆[拡充] HACCPに対応した加工施設
の立地促進

（２）加工関連ビジネスの展開

◆残さい加工ビジネスの再構築

◆[拡充]冷凍保管ビジネスの事業化

（３） 輸出の促進
◆養殖魚の加工と連動した海外市場

への販路開拓

（１） 担い手の育成

◆[拡充]移住促進策と連携した就業

希望者の掘り起こしや研修制度の
充実

◆ 法人等の参入による担い手育成の
新たな受け皿づくり

（２）就業時における支援

◆[拡充]就業時の設備投資、資金調
達への支援

◆ 新規就業者が参入しやすい環境
づ くり

★ 鮮魚の県内市場取扱額
・  85億円 ⇒  90億円以上⇒  92億円以上⇒  95億円以上

★ 人工種苗の供給尾数
・カンパチ  0尾 ⇒  50万尾 ⇒  120万尾 ⇒  300万尾
・クロマグロ  0尾 ⇒  1万尾 ⇒  3万尾⇒  10万尾

★ 新規就業者数
・ (H24-26平均) 37名/年 ⇒  50名/年 ⇒  50名/年 ⇒  50名/年

（１） 外商ビジネスの拡大

◆[拡充] 「応援の店」や「さかな屋高
知家」 を拠点とした外商活動の一
層の強化

◆県内産地の対応力の強化

◆消費地市場と連携した外商活動の
展開

◆販売の拡大を背景とした新たな
物流システムの構築

（２） 産地市場の機能強化

◆市場統合による拠点市場への水揚
げの集約化

◆荷捌き機能や衛生管理体制等の
強化

（３） 輸出の促進【再掲】
◆養殖魚の加工と連動した海外市場

への販路開拓

戦
略
の
柱

５ 活力ある漁村づくり

分野の目指す姿

分野を代表す
る数値目標

水産業分野の体系図

４ 流通・販売の強化
３ 市場対応力のある

産地加工体制の確立
２ 担い手の育成・確保１ 漁業生産の構造改革

就業希望者の積極的な掘り起こしを行
い新規就業者の確保に努めるとともに、
法人等と連携し次世代を担う中核的な
漁業者を計画的に育成する。

国内外の市場に対応できる産地加工
体制を確立し、生産の拡大により雇用
の場の創出を図る。

少量多品種の特性を活かした外商の
拡大や消費地市場とのネットワークの
強化を図るとともに、国外への販路を開
拓することで、本県水産物の販売力の
向上を図る。

漁村の資源を活用した活動を支援し、
地域での暮らしを支える。

★ 衛生管理の高度化に対応した
加工場の割合

 24% ⇒  100%
⇒  100% ⇒  100%

・海外HACCP対応型の加工場
 0件 ⇒  3件 ⇒  4件 ⇒  5件

★ 養殖魚の前処理加工
・出荷額  5億円 ⇒  29億円

⇒  32億円 ⇒  36億円
・雇用者  58名 ⇒  120名

⇒  125名 ⇒  130名

★ 「応援の店」
・県内参画事業者の出荷額

 1億円 ⇒  4億円
⇒  5億円 ⇒  6億円

★ 産地市場の集約化
 33市場 ⇒  28市場

⇒  23市場 ⇒  15市場

★ 水産物の輸出
 0.2億円 ⇒  3億円

⇒  4億円⇒  6億円

★ 高齢者等に対応した漁港漁場
づくり

 0か所 ⇒  5か所
⇒  7か所⇒  10か所
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柱３ 外商の加速化と海外展開の促進
１ ものづくり地産地消・外商センターによる外商促進

（防災関連製品含む）

○ 東京営業本部による外商サポート
○ 企業の課題に応じたセミナー等の実施
○ ⾒本市出展や商談会の開催
○ 技術提案型商談会等の開催
○ 防災関連製品の新たな販売先の開拓

中部ライフガードTEC2016ｉｎ名古屋

「外商」のさらなる拡大

２ 県内企業の海外展開を促進
○ 海外での市場調査支援
○ 国内貿易商社とのマッチング
○ 海外展開支援のさらなる強化
○ 海外での外商活動支援
○ JICA及びJETRO等と連携したODA（政府開発援助）案件化の推進新

拡

商工業分野の展開イメージ  拡大再生産による雇用拡大と、地域の賑わいによる活気ある商工業 
分野を代表する目標 製造品出荷額等 現状（Ｈ26）5,260億円 ⇒ ４年後（Ｈ31）6,000億円以上 ⇒ ６年後(Ｈ33) 6,400億円以上 ⇒ 10年後（Ｈ37）7,000億円以上

○ 事業承継に関する周知とニーズの掘り起こし
○ 事業承継計画の策定から承継後の新たな事業展開までの

一貫支援

２ 事業承継・人材確保センターによる事業承継
の取り組みの推進

○ Ｕ・Ｉターンと県内就職の促進
１ 就職支援の推進 １ 企業⽴地の推進

○ 全庁一丸となった総合支援体制による企業⽴地の実現
○ 本県ならではの企業への支援策を生かしたコンテンツ関

連企業の⽴地促進

２ 県内企業と県外から進出している企業の
さらなる増設の促進

○ 徹底したアフターフォロー
○ ⽴地プランの提案等による投資を促すアプローチ

柱４ 企業⽴地や起業の促進

「地産」のさらなる強化

柱５ 産業人材の育成・確保

3 第⼀次産業分野等と連携した企業⽴地の
推進

○ ALL  KOCHIでのセミナー・フェア等の開催による
アプローチ企業の掘り起こし

○ 第一次産業分野等への県内外企業の参入促進
○ 加工・販売など関連産業の一体的な誘致

４ 事務系職場の集積拡大
○ パッケージ型支援策の強化
○ 多種多様な事務系職場の誘致

４ 人材の育成の推進
○ 産業界のニーズに応じた人材の育成
○ 伝統的工芸品産業等の人材育成

○ 事業者の求人ニーズの掘り起こし
○ 事業者の求人ニーズにマッチする中核人材の掘り起こし

３ 事業承継・人材確保センターによる中核人材
情報の収集とマッチングの実現

５ 起業に取り組む事業者等への支援の強化
○ 事業計画策定等に関する相談会の開催や事業化に係る

経費助成
○ コンテンツビジネス起業研究会における事業化支援や企業

間取引・事業連携の促進
○ 創業融資メニューの活用促進

１ 事業戦略策定等への支援
○ 事業戦略の策定・磨き上げへの支援
○ 事業化プランの策定から試作開発、販路開拓までの一貫支援

５ 産学官連携によるイノベーションの創出
○ 研究成果を産業利用するための支援

３ 高知版ＩｏＴの推進
○ 普及啓発セミナー等の開催
○ 研究会でのマッチング等によるプロジェクト創出
○ 専門家派遣、システム開発助成等による⾃⽴化支援

新
新
新

４ 企業の⾶躍的な成⻑の促進
○ 生産性を高める設備投資への助成

○ 商店街のにぎわい創出への支援
○ 新規創業・店舗魅⼒向上への支援

６ 地域商業の活性化
拡

○ 商工会等による経営計画の策定と事業展開への支援
２ 地域の事業者の経営⼒強化

新

７．県内企業と県外から進出している企業のさらなる増設の促進（後掲）
８．事業者の維持・発展に向けた人材の定着・確保対策の推進（後掲）

柱２ 事業者の持続的発展の支援
１ ものづくりの地産地消のさらなる推進
○ ものづくり地産地消・外商センターを中心としたマッチング支援
○ 試作開発や製品改良への支援

２ メイドイン高知の防災関連産業のさらなる振興
○ 製品の開発・磨き上げの支援

３ 紙産業の⾶躍的な成⻑の促進
○ 「紙産業の在り方検討会」の取りまとめ

に基づき、紙産業の振興をさらに強化
拡

拡

柱１ 絶え間ないものづくりへの挑戦

４ 外商強化に向けた⾷品加工の高度化
○ 工業技術センターの機能強化拡

拡

地産外商の成果を「拡大再生産」へ

３ コンテンツビジネスの販路拡大支援
○ ⾸都圏⾒本市への出展支援

６ コンテンツ産業の人材確保・人材育成支援
○ ⾸都圏高知ＩＴ・コンテンツネットワークの構築
○ 会社説明会の開催支援
○ 『アプリ開発人材育成講座』(土佐MBA)の充実・強化
○ 社外研修費への助成

新

拡

５ 事業者の維持・発展に向けた人材の定着・
確保対策の推進

○ 新規高卒者の離職防⽌
○ 従業員の定着対策
○ 職種間のミスマッチの解消

新
新
新

熱カレンダー装置

ドローン（マルチコプター）

四国U・I・Jターン
就職・転職フェアin大阪

高知県企業立地セミナーin大阪
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柱３ 外商の加速化と海外展開の促進
１ ものづくり地産地消・外商センターによる外商促進

（防災関連製品含む）

○ 東京営業本部による外商サポート
○ 企業の課題に応じたセミナー等の実施
○ ⾒本市出展や商談会の開催
○ 技術提案型商談会等の開催
○ 防災関連製品の新たな販売先の開拓

中部ライフガードTEC2016ｉｎ名古屋

「外商」のさらなる拡大

２ 県内企業の海外展開を促進
○ 海外での市場調査支援
○ 国内貿易商社とのマッチング
○ 海外展開支援のさらなる強化
○ 海外での外商活動支援
○ JICA及びJETRO等と連携したODA（政府開発援助）案件化の推進新

拡

商工業分野の展開イメージ  拡大再生産による雇用拡大と、地域の賑わいによる活気ある商工業 
分野を代表する目標 製造品出荷額等 現状（Ｈ26）5,260億円 ⇒ ４年後（Ｈ31）6,000億円以上 ⇒ ６年後(Ｈ33) 6,400億円以上 ⇒ 10年後（Ｈ37）7,000億円以上

○ 事業承継に関する周知とニーズの掘り起こし
○ 事業承継計画の策定から承継後の新たな事業展開までの

一貫支援

２ 事業承継・人材確保センターによる事業承継
の取り組みの推進

○ Ｕ・Ｉターンと県内就職の促進
１ 就職支援の推進 １ 企業⽴地の推進

○ 全庁一丸となった総合支援体制による企業⽴地の実現
○ 本県ならではの企業への支援策を生かしたコンテンツ関

連企業の⽴地促進

２ 県内企業と県外から進出している企業の
さらなる増設の促進

○ 徹底したアフターフォロー
○ ⽴地プランの提案等による投資を促すアプローチ

柱４ 企業⽴地や起業の促進

「地産」のさらなる強化

柱５ 産業人材の育成・確保

3 第⼀次産業分野等と連携した企業⽴地の
推進

○ ALL  KOCHIでのセミナー・フェア等の開催による
アプローチ企業の掘り起こし

○ 第一次産業分野等への県内外企業の参入促進
○ 加工・販売など関連産業の一体的な誘致

４ 事務系職場の集積拡大
○ パッケージ型支援策の強化
○ 多種多様な事務系職場の誘致

４ 人材の育成の推進
○ 産業界のニーズに応じた人材の育成
○ 伝統的工芸品産業等の人材育成

○ 事業者の求人ニーズの掘り起こし
○ 事業者の求人ニーズにマッチする中核人材の掘り起こし

３ 事業承継・人材確保センターによる中核人材
情報の収集とマッチングの実現

５ 起業に取り組む事業者等への支援の強化
○ 事業計画策定等に関する相談会の開催や事業化に係る

経費助成
○ コンテンツビジネス起業研究会における事業化支援や企業

間取引・事業連携の促進
○ 創業融資メニューの活用促進

１ 事業戦略策定等への支援
○ 事業戦略の策定・磨き上げへの支援
○ 事業化プランの策定から試作開発、販路開拓までの一貫支援

５ 産学官連携によるイノベーションの創出
○ 研究成果を産業利用するための支援

３ 高知版ＩｏＴの推進
○ 普及啓発セミナー等の開催
○ 研究会でのマッチング等によるプロジェクト創出
○ 専門家派遣、システム開発助成等による⾃⽴化支援

新
新
新

４ 企業の⾶躍的な成⻑の促進
○ 生産性を高める設備投資への助成

○ 商店街のにぎわい創出への支援
○ 新規創業・店舗魅⼒向上への支援

６ 地域商業の活性化
拡

○ 商工会等による経営計画の策定と事業展開への支援
２ 地域の事業者の経営⼒強化

新

７．県内企業と県外から進出している企業のさらなる増設の促進（後掲）
８．事業者の維持・発展に向けた人材の定着・確保対策の推進（後掲）

柱２ 事業者の持続的発展の支援
１ ものづくりの地産地消のさらなる推進
○ ものづくり地産地消・外商センターを中心としたマッチング支援
○ 試作開発や製品改良への支援

２ メイドイン高知の防災関連産業のさらなる振興
○ 製品の開発・磨き上げの支援

３ 紙産業の⾶躍的な成⻑の促進
○ 「紙産業の在り方検討会」の取りまとめ

に基づき、紙産業の振興をさらに強化
拡

拡

柱１ 絶え間ないものづくりへの挑戦

４ 外商強化に向けた⾷品加工の高度化
○ 工業技術センターの機能強化拡

拡

地産外商の成果を「拡大再生産」へ

３ コンテンツビジネスの販路拡大支援
○ ⾸都圏⾒本市への出展支援

６ コンテンツ産業の人材確保・人材育成支援
○ ⾸都圏高知ＩＴ・コンテンツネットワークの構築
○ 会社説明会の開催支援
○ 『アプリ開発人材育成講座』(土佐MBA)の充実・強化
○ 社外研修費への助成

新

拡

５ 事業者の維持・発展に向けた人材の定着・
確保対策の推進

○ 新規高卒者の離職防⽌
○ 従業員の定着対策
○ 職種間のミスマッチの解消

新
新
新

熱カレンダー装置

ドローン（マルチコプター）

四国U・I・Jターン
就職・転職フェアin大阪

高知県企業立地セミナーin大阪
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戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

戦
略
の
柱

●新たな事業展開や企業が必要とする
人材の円滑な確保を目指す

５ 産業人材の育成・確保

拡大再生産による雇用拡大と、地域の賑わいによる活気ある商工業

製造品出荷額等 現状（H26)：5,260億円 ⇒ ４年後（H31)：6,000億円以上 ⇒ ６年後（H33)：6,400億円以上 ⇒ 10年後（H37)：7,000億円以上

分野の目指す姿

分野を代表する
数値目標

商工業分野の体系図

・県出身県外大学生の県内就職率
：13.6%→ ：30%

●絶え間ないものづくりへの
挑戦を後押しし、世界に通じ
る製品・技術を生み出す

１ 絶え間ないものづ
くりへの挑戦

・防災関連認定製品（累計）
：85品→ ：162品

→ ：190品→ ：246品
・紙産業の製造品出荷額等

：669億円→ ：690億円
→ ：730億円→ ：800億円

１．ものづくりの地産地消の
さらなる推進
◆ものづくり地産地消・外商

センターを中心としたマッチ
ングによる支援

◆試作開発や製品改良への
支援

２．メイドイン高知の防災関連
産業のさらなる振興
◆[拡充] さらなる防災関連認

定製品の開発を進め、数多
くの製品を生み出す支援

３．紙産業の飛躍的な成長の
促進
◆[拡充] 「紙産業の在り方検

討会」の取りまとめに基づ
き、紙産業の振興をさらに
強化

４．外商強化に向けた食品加工
の高度化

◆[拡充] 工業技術センターの
機能強化

●本県の強みを活かした第一次産業分野等
と連携した幅広い視点からの産業クラター
化を目指す

●全国的なニアショア（地方拠点開設）志向を
活かしたオールインワンのきめ細やかなサ
ポートを武器に、事務系職場の集積を目指す

●起業等の取り組みへの支援を強化する

４ 企業立地や起業の促進

・企業立地による製造品出荷額等
：252億円→ ：612億円

→ ：806億円→ ：900億円
・企業立地による雇用創出数 (H28からの増加人数）

：800人→ ：1,100人→ ：1,900人
（うち事務系職場 ：350人→ ：500人→ ：900人)

・新規雇用者数（コンテンツ分野）（H27からの累計）
：71人  ：161人  ：260人  ：566人

・コンテンツ企業立地件数（H25からの累計）
：6件  ：18件  ：24件  ：36件

１．企業立地の推進
◆[拡充] 全庁一丸となった総合支援体制に

よる企業立地の実現
◆本県ならではの企業への支援策を生かした

コンテンツ関連企業の立地促進

２．県内企業と県外から進出している企業のさら
なる増設の促進
◆徹底したアフターフォロー
◆立地プランの提案等による投資を促すアプ

ローチ

３．第一次産業分野等と連携した企業立地の
推進
◆ALL  KOCHIでのセミナー・フェア等の開催に

よるアプローチ企業の掘り起こし
◆第一次産業分野等への県内外企業の参入

促進
◆加工・販売など関連産業の一体的な誘致

４．事務系職場の集積拡大
◆集積に向けたパッケージ型支援策の強化

・県内各地域への立地促進

・企業のニーズに合わせた人材育成訓練の
実施

◆多種多様な事務系職場の誘致
◆立地企業を核とした新たな企業の誘致

５．起業に取り組む事業者等への支援の強化
◆事業計画策定等に関する相談会の開催や

事業化に係る経費助成
◆コンテンツビジネス起業研究会における事業

化支援や企業間取引・事業連携の促進
◆創業融資メニューの活用促進

１．就職支援の推進
◆Ｕ・Ｉターンと県内就職の促進

・Ｕ・Ｉターンの促進
・若年者や女性の就業支援

２．事業承継・人材確保センターによる事業承継の
取り組みの推進
◆事業者の事業承継に関する周知とニーズの掘り

起こし
◆事業承継計画の策定から承継後の新たな事業展開

までの一貫支援

３．事業承継・人材確保センターによる中核人材
情報の収集とマッチングの実現
◆事業者の求人ニーズの掘り起こし
◆県内外からの事業者の求人ニーズにマッチする

中核人材の掘り起こし

４．人材の育成の推進
◆産業界のニーズに応じた人材の育成
◆伝統的工芸品産業等の人材育成

５．事業者の維持・発展に向けた人材の定着・確保対策
の推進

◆[新規] 新規高卒者の離職防止

◆[新規] 従業員の定着対策
◆[新規] 職種間のミスマッチの解消

６．コンテンツ産業の人材確保・人材育成支援
◆[新規] 首都圏高知ＩＴ・コンテンツネットワークの構築
◆会社説明会の開催支援
◆[拡充] 『アプリ開発人材育成講座』(土佐ＭＢＡ)の

充実・強化
◆社外研修費への助成

●国内にとどまらず、海外展
開を促進し、外商をさらに
加速する

３ 外商の加速化と
海外展開の促進

・ものづくり地産地消・外商センター
の外商支援による成約額

：27.1億円→ ：73億円
→ ：100億円→ ：183億円

・防災関連認定製品の売上高
：15.4億円→ ：50億円

→ ：70億円→ ：120億円

１．ものづくり地産地消・外商セ
ンターによる外商促進（防災
関連製品含む）
◆東京営業本部による外商サ

ポート
◆企業の課題に応じたセミナー

等の実施
◆見本市出展や商談会の開催
◆技術提案型商談会等の開催
◆[拡充] 防災関連製品の新た

な販売先の開拓

２．県内企業の海外展開を促進
◆海外での市場調査支援
◆国内貿易商社とのマッチング
◆海外バイヤーの招聘等海外

展開支援のさらなる強化
◆海外での外商活動支援（セミ

ナー、経済ミッション、個別支
援、見本市出展）

◆[新規] JICA及びJETRO等と
連携したODA(政府開発援助)
案件化の推進

３．コンテンツビジネスの販路
拡大支援
◆首都圏見本市への出展支援

地産外商の成果を「拡大再生産」へ

２ 事業者の持続的発展の支援

●高知版ＩｏＴの推進により、一人当たりの生産性向上や
地域の課題解決を図る

●商工会等の伴走型支援により地域の事業者の経営計画
の策定や事業展開をサポートし、経営力の強化を図る

●暮らしを支え、人々が交流する商店街の活性化を図る

１．事業戦略策定等への支援
◆事業戦略支援会議による事業戦略の策定・磨き上げへの

支援
◆事業化プランの策定から試作開発、販路開拓までの

一貫支援

２．地域の事業者の経営力強化
◆［新規］ 商工会等による経営計画の策定と事業展開への

支援

３．高知版ＩｏＴの推進
◆[新規] 普及啓発セミナー等の開催
◆[新規] 研究会でのマッチング等によるプロジェクト創出
◆[新規] 専門家派遣、システム開発助成等による自立化

支援

４．企業の飛躍的な成長の促進
◆生産性を高める設備投資への助成

５．産学官連携によるイノベーションの創出
◆県内での研究成果を生かし、産業利用を推進するための

支援

６．地域商業の活性化
◆［拡充］商店街のにぎわい創出への支援
◆新規創業・店舗魅力向上への支援

７．県内企業と県外から進出している企業のさらなる増設の
促進（後掲）

８．事業者の維持・発展に向けた人材の定着・確保対策の推進
（後掲）

・事業戦略を持つ企業数
　 ：200社(H28～H31累計）

・経営計画の策定支援件数 
：209件→  ：600件

・ＩｏＴプロジェクト関係
①創出件数： ：20件(H28～H31累計）
②自立件数： ：7件(H28～H31累計）

・空き店舗への出店
：59件(H21～H26累計）
→ ：100件(H28～H31累計）

・チャレンジショップ開設
 ：4箇所→  ：14箇所

・設備投資助成関係
①県内企業の生産能力増加額

 ：11.2億円→ ：150億円
→ ：195億円→ ：285億円

②雇用創出数
(H28からの増加人数）

：120人→ ：184人→ ：312人

「地産」のさらなる強化 「外商」のさらなる拡大
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●新たな事業展開や企業が必要とする
人材の円滑な確保を目指す

５ 産業人材の育成・確保

拡大再生産による雇用拡大と、地域の賑わいによる活気ある商工業

製造品出荷額等 現状（H26)：5,260億円 ⇒ ４年後（H31)：6,000億円以上 ⇒ ６年後（H33)：6,400億円以上 ⇒ 10年後（H37)：7,000億円以上

分野の目指す姿

分野を代表する
数値目標

商工業分野の体系図

・県出身県外大学生の県内就職率
：13.6%→ ：30%

●絶え間ないものづくりへの
挑戦を後押しし、世界に通じ
る製品・技術を生み出す

１ 絶え間ないものづ
くりへの挑戦

・防災関連認定製品（累計）
：85品→ ：162品

→ ：190品→ ：246品
・紙産業の製造品出荷額等

：669億円→ ：690億円
→ ：730億円→ ：800億円

１．ものづくりの地産地消の
さらなる推進
◆ものづくり地産地消・外商

センターを中心としたマッチ
ングによる支援

◆試作開発や製品改良への
支援

２．メイドイン高知の防災関連
産業のさらなる振興
◆[拡充] さらなる防災関連認

定製品の開発を進め、数多
くの製品を生み出す支援

３．紙産業の飛躍的な成長の
促進
◆[拡充] 「紙産業の在り方検

討会」の取りまとめに基づ
き、紙産業の振興をさらに
強化

４．外商強化に向けた食品加工
の高度化

◆[拡充] 工業技術センターの
機能強化

●本県の強みを活かした第一次産業分野等
と連携した幅広い視点からの産業クラター
化を目指す

●全国的なニアショア（地方拠点開設）志向を
活かしたオールインワンのきめ細やかなサ
ポートを武器に、事務系職場の集積を目指す

●起業等の取り組みへの支援を強化する

４ 企業立地や起業の促進

・企業立地による製造品出荷額等
：252億円→ ：612億円

→ ：806億円→ ：900億円
・企業立地による雇用創出数 (H28からの増加人数）

：800人→ ：1,100人→ ：1,900人
（うち事務系職場 ：350人→ ：500人→ ：900人)

・新規雇用者数（コンテンツ分野）（H27からの累計）
：71人  ：161人  ：260人  ：566人

・コンテンツ企業立地件数（H25からの累計）
：6件  ：18件  ：24件  ：36件

１．企業立地の推進
◆[拡充] 全庁一丸となった総合支援体制に

よる企業立地の実現
◆本県ならではの企業への支援策を生かした

コンテンツ関連企業の立地促進

２．県内企業と県外から進出している企業のさら
なる増設の促進
◆徹底したアフターフォロー
◆立地プランの提案等による投資を促すアプ

ローチ

３．第一次産業分野等と連携した企業立地の
推進
◆ALL  KOCHIでのセミナー・フェア等の開催に

よるアプローチ企業の掘り起こし
◆第一次産業分野等への県内外企業の参入

促進
◆加工・販売など関連産業の一体的な誘致

４．事務系職場の集積拡大
◆集積に向けたパッケージ型支援策の強化

・県内各地域への立地促進

・企業のニーズに合わせた人材育成訓練の
実施

◆多種多様な事務系職場の誘致
◆立地企業を核とした新たな企業の誘致

５．起業に取り組む事業者等への支援の強化
◆事業計画策定等に関する相談会の開催や

事業化に係る経費助成
◆コンテンツビジネス起業研究会における事業

化支援や企業間取引・事業連携の促進
◆創業融資メニューの活用促進

１．就職支援の推進
◆Ｕ・Ｉターンと県内就職の促進

・Ｕ・Ｉターンの促進
・若年者や女性の就業支援

２．事業承継・人材確保センターによる事業承継の
取り組みの推進
◆事業者の事業承継に関する周知とニーズの掘り

起こし
◆事業承継計画の策定から承継後の新たな事業展開

までの一貫支援

３．事業承継・人材確保センターによる中核人材
情報の収集とマッチングの実現
◆事業者の求人ニーズの掘り起こし
◆県内外からの事業者の求人ニーズにマッチする

中核人材の掘り起こし

４．人材の育成の推進
◆産業界のニーズに応じた人材の育成
◆伝統的工芸品産業等の人材育成

５．事業者の維持・発展に向けた人材の定着・確保対策
の推進

◆[新規] 新規高卒者の離職防止

◆[新規] 従業員の定着対策
◆[新規] 職種間のミスマッチの解消

６．コンテンツ産業の人材確保・人材育成支援
◆[新規] 首都圏高知ＩＴ・コンテンツネットワークの構築
◆会社説明会の開催支援
◆[拡充] 『アプリ開発人材育成講座』(土佐ＭＢＡ)の

充実・強化
◆社外研修費への助成

●国内にとどまらず、海外展
開を促進し、外商をさらに
加速する

３ 外商の加速化と
海外展開の促進

・ものづくり地産地消・外商センター
の外商支援による成約額

：27.1億円→ ：73億円
→ ：100億円→ ：183億円

・防災関連認定製品の売上高
：15.4億円→ ：50億円

→ ：70億円→ ：120億円

１．ものづくり地産地消・外商セ
ンターによる外商促進（防災
関連製品含む）
◆東京営業本部による外商サ

ポート
◆企業の課題に応じたセミナー

等の実施
◆見本市出展や商談会の開催
◆技術提案型商談会等の開催
◆[拡充] 防災関連製品の新た

な販売先の開拓

２．県内企業の海外展開を促進
◆海外での市場調査支援
◆国内貿易商社とのマッチング
◆海外バイヤーの招聘等海外

展開支援のさらなる強化
◆海外での外商活動支援（セミ

ナー、経済ミッション、個別支
援、見本市出展）

◆[新規] JICA及びJETRO等と
連携したODA(政府開発援助)
案件化の推進

３．コンテンツビジネスの販路
拡大支援
◆首都圏見本市への出展支援

地産外商の成果を「拡大再生産」へ

２ 事業者の持続的発展の支援

●高知版ＩｏＴの推進により、一人当たりの生産性向上や
地域の課題解決を図る

●商工会等の伴走型支援により地域の事業者の経営計画
の策定や事業展開をサポートし、経営力の強化を図る

●暮らしを支え、人々が交流する商店街の活性化を図る

１．事業戦略策定等への支援
◆事業戦略支援会議による事業戦略の策定・磨き上げへの

支援
◆事業化プランの策定から試作開発、販路開拓までの

一貫支援

２．地域の事業者の経営力強化
◆［新規］ 商工会等による経営計画の策定と事業展開への

支援

３．高知版ＩｏＴの推進
◆[新規] 普及啓発セミナー等の開催
◆[新規] 研究会でのマッチング等によるプロジェクト創出
◆[新規] 専門家派遣、システム開発助成等による自立化

支援

４．企業の飛躍的な成長の促進
◆生産性を高める設備投資への助成

５．産学官連携によるイノベーションの創出
◆県内での研究成果を生かし、産業利用を推進するための

支援

６．地域商業の活性化
◆［拡充］商店街のにぎわい創出への支援
◆新規創業・店舗魅力向上への支援

７．県内企業と県外から進出している企業のさらなる増設の
促進（後掲）

８．事業者の維持・発展に向けた人材の定着・確保対策の推進
（後掲）

・事業戦略を持つ企業数
　 ：200社(H28～H31累計）

・経営計画の策定支援件数 
：209件→  ：600件

・ＩｏＴプロジェクト関係
①創出件数： ：20件(H28～H31累計）
②自立件数： ：7件(H28～H31累計）

・空き店舗への出店
：59件(H21～H26累計）
→ ：100件(H28～H31累計）

・チャレンジショップ開設
 ：4箇所→  ：14箇所

・設備投資助成関係
①県内企業の生産能力増加額

 ：11.2億円→ ：150億円
→ ：195億円→ ：285億円

②雇用創出数
(H28からの増加人数）

：120人→ ：184人→ ：312人

「地産」のさらなる強化 「外商」のさらなる拡大
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●外国⼈向け旅⾏商品の販売促進
・対象市場のニーズに合った旅⾏商品の
販売促進

●歴史と⾷を⼀体的に連動させた戦略的な観光地づくり
・「志国高知 幕末維新博」の開催を通じた
歴史資源の磨き上げ(リアル化)と観光クラスターの形成

・土佐の観光創生塾を活用した地域の事業者連携(地域観光クラスター化)の
促進支援と地域地域の売れる観光商品づくりを支援

・地方創生の核となる観光拠点の再活性化と地域地域の⾷・自然が
⼀体となった観光クラスターの形成による観光地域づくり

●本県の豊かな自然を生かしたアウトドア拠点の整備(4か所)

●官⺠の⼀層の連携による広域観光組織の体制及び機能の強化
・広域観光組織の機能強化
・地域コーディネーターの配置強化(3か所)

●自然環境を生かしたスポーツツーリズムの推進
・サイクリングコースのPR及び環境整備の促進 ・スポーツイベント開催促進

【観光商品をつくる】観光資源の発掘・磨き上げ

【もてなす】受け入れ・リピーターの獲得

●国内外からの観光客の満⾜度をさらに⾼めるための受入環境整備
・外国人観光案内所の設置(県内広域7ヶ所)
・飲食店の多言語メニュー作成支援と普及促進
・津波避難誘導案内板等の設置
・多言語通訳コールセンターの開設 ・ モバイルWi-Fiルーターの貸出
・外国⼈向け県内Free Wi-Fiの統⼀化

【売る】PR・プロモーション

●効果的な広報・セールス活動の展開
・「志国高知 幕末維新博」の開催
・国内外のマスメディアを活用した情報発信の強化
・観光ｻﾎﾟｰﾄｱﾌﾟﾘを活用した地域の観光資源の情報発信

●自然環境を生かしたスポーツツーリズムの推進
・アマ合宿・大会誘致、ラグビーワールドカップ2019事前チー
ムキャンプ誘致

●コンベンション等（MICE）の誘致活動の強化
・中⼩規模の大会・学会・報奨旅⾏の誘致

観光分野の展開イメージ  世界に通用する「本物と出会える⾼知観光」の実現 
分野を代表する目標

】県外観光客入込数 出発点(H27) 408万人 ⇒ 現状(H28) 424万人 ⇒ 4年後(H31) 435万人以上 ⇒ 6年後(H33) 450万人以上 ⇒ 10年後(H37) 470万人以上
観光総消費額 出発点(H26) 1075億円 ⇒ 現状(H27) 1089億円 ⇒ 4年後(H31) 1230億円以上 ⇒ 6年後(H33) 1300億円以上 ⇒ 10年後(H37) 1410億円以上

全体を下支え

戦略の柱１ 戦略的な観光地づくり

戦略の柱２ 効果的なセールス＆プロモーション戦略の柱３ OMOTENASHI(おもてなし)の推進

●観光産業を⽀える事業体の強化や⼈材の育成と商品造成⼒の向上
・土佐の観光創生塾を活用した地域の事業者連携(地域観光クラスター化)の促進支援 ・広域観光組織の機能強化
・土佐の観光創生塾のバージョンアップ（モニターツアーとセールス活動の実施） ・外国人観光客におもてなしできる人材及びガイド団体の育成支援

戦略の柱５
事業体の強化と観光人材の育成

「体験」を目的とした観光

「歴史」を目的とした観光「食」を目的とした観光

観光クラスターのイメージ図

「志国⾼知 幕末維新博」の会場

戦略の柱４ 国際観光の推進

国内外メディアを活用したプロモーション

◆首都圏メディア等とのタイアップ
◆VISIT KOCHI JAPANサイトの充実
◆旅⾏情報サイトとの連携 等

連携

梼原千百年物語り

宿毛歴史館

⻘⼭⽂庫

ジョン万次郎
資料館

安芸市⽴
歴史⺠俗資料館

県⽴歴史⺠俗資料館

中岡慎太郎館

龍⾺の⽣まれたまち記念館

高知城歴史博物館高知城
県⽴⽂学館

坂本龍⾺記念館
⾃由⺠権記念館

四万⼗市⽴郷⼟資料館

県⽴美術館

こうち旅広場

室⼾世界ジオパーク
センター

絵⾦蔵

いの町紙の博物館

安⽥まちなみ交流館・和 赤字はメイン会場
緑字はサブ会場
⿊字は地域会場

・龍⾺パスポート

・ クルーズ客船寄港時の
受入環境の整備

・おもてなしタクシー・おもてなしトイレ

吉村⻁太郎邸

物産⾷

自然
その他の
観光施設

体験

核となる
歴史施設

宿 泊
施設等

周辺資源周辺資源

周辺資源周辺資源

・観光サポートアプリ

戦略の柱４ 国際観光の推進

「自然」を目的とした観光

創造広場
アクトランド

岡御殿

拡

拡

拡

拡

●効果的な広報・セールス活動の展開
・クロスメディアによる情報発信と国内外の
マスメディアと連携した露出の強化

●国際線直⾏便を持つ他県及び⾸都圏と
連携した広域国際観光
・広域周遊観光の推進
・海外旅⾏博でのプロモーション

●東京オリンピック・パラリンピックに向けた
「よさこい」の戦略的展開
・全国ネットワークによる事業展開
・海外向けプロモーションの展開

拡

拡

外国⼈旅⾏者向け
旅⾏商品の販売促進

各市場毎のニーズに合う、広域での「周遊
ルート」を組み込んだ「旅⾏商品」の販売
促進
◆海外現地旅⾏会社とタイアップして市場別
のモデルルートを用いた本県旅⾏商品を造
成・販売

○対象市場 台湾・香港・シンガポール（H28)
タイにも拡大（Ｈ29）

拡

拡

戦略の柱４ 国際観光の推進

拡
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●外国⼈向け旅⾏商品の販売促進
・対象市場のニーズに合った旅⾏商品の
販売促進

●歴史と⾷を⼀体的に連動させた戦略的な観光地づくり
・「志国高知 幕末維新博」の開催を通じた
歴史資源の磨き上げ(リアル化)と観光クラスターの形成

・土佐の観光創生塾を活用した地域の事業者連携(地域観光クラスター化)の
促進支援と地域地域の売れる観光商品づくりを支援

・地方創生の核となる観光拠点の再活性化と地域地域の⾷・自然が
⼀体となった観光クラスターの形成による観光地域づくり

●本県の豊かな自然を生かしたアウトドア拠点の整備(4か所)

●官⺠の⼀層の連携による広域観光組織の体制及び機能の強化
・広域観光組織の機能強化
・地域コーディネーターの配置強化(3か所)

●自然環境を生かしたスポーツツーリズムの推進
・サイクリングコースのPR及び環境整備の促進 ・スポーツイベント開催促進

【観光商品をつくる】観光資源の発掘・磨き上げ

【もてなす】受け入れ・リピーターの獲得

●国内外からの観光客の満⾜度をさらに⾼めるための受入環境整備
・外国人観光案内所の設置(県内広域7ヶ所)
・飲食店の多言語メニュー作成支援と普及促進
・津波避難誘導案内板等の設置
・多言語通訳コールセンターの開設 ・ モバイルWi-Fiルーターの貸出
・外国⼈向け県内Free Wi-Fiの統⼀化

【売る】PR・プロモーション

●効果的な広報・セールス活動の展開
・「志国高知 幕末維新博」の開催
・国内外のマスメディアを活用した情報発信の強化
・観光ｻﾎﾟｰﾄｱﾌﾟﾘを活用した地域の観光資源の情報発信

●自然環境を生かしたスポーツツーリズムの推進
・アマ合宿・大会誘致、ラグビーワールドカップ2019事前チー
ムキャンプ誘致

●コンベンション等（MICE）の誘致活動の強化
・中⼩規模の大会・学会・報奨旅⾏の誘致

観光分野の展開イメージ  世界に通用する「本物と出会える⾼知観光」の実現 
分野を代表する目標

】県外観光客入込数 出発点(H27) 408万人 ⇒ 現状(H28) 424万人 ⇒ 4年後(H31) 435万人以上 ⇒ 6年後(H33) 450万人以上 ⇒ 10年後(H37) 470万人以上
観光総消費額 出発点(H26) 1075億円 ⇒ 現状(H27) 1089億円 ⇒ 4年後(H31) 1230億円以上 ⇒ 6年後(H33) 1300億円以上 ⇒ 10年後(H37) 1410億円以上

全体を下支え

戦略の柱１ 戦略的な観光地づくり

戦略の柱２ 効果的なセールス＆プロモーション戦略の柱３ OMOTENASHI(おもてなし)の推進

●観光産業を⽀える事業体の強化や⼈材の育成と商品造成⼒の向上
・土佐の観光創生塾を活用した地域の事業者連携(地域観光クラスター化)の促進支援 ・広域観光組織の機能強化
・土佐の観光創生塾のバージョンアップ（モニターツアーとセールス活動の実施） ・外国人観光客におもてなしできる人材及びガイド団体の育成支援

戦略の柱５
事業体の強化と観光人材の育成

「体験」を目的とした観光

「歴史」を目的とした観光「食」を目的とした観光

観光クラスターのイメージ図

「志国⾼知 幕末維新博」の会場

戦略の柱４ 国際観光の推進

国内外メディアを活用したプロモーション

◆首都圏メディア等とのタイアップ
◆VISIT KOCHI JAPANサイトの充実
◆旅⾏情報サイトとの連携 等

連携

梼原千百年物語り

宿毛歴史館

⻘⼭⽂庫

ジョン万次郎
資料館

安芸市⽴
歴史⺠俗資料館

県⽴歴史⺠俗資料館

中岡慎太郎館

龍⾺の⽣まれたまち記念館

高知城歴史博物館高知城
県⽴⽂学館

坂本龍⾺記念館
⾃由⺠権記念館

四万⼗市⽴郷⼟資料館

県⽴美術館

こうち旅広場

室⼾世界ジオパーク
センター

絵⾦蔵

いの町紙の博物館

安⽥まちなみ交流館・和 赤字はメイン会場
緑字はサブ会場
⿊字は地域会場

・龍⾺パスポート

・ クルーズ客船寄港時の
受入環境の整備

・おもてなしタクシー・おもてなしトイレ

吉村⻁太郎邸

物産⾷

自然
その他の
観光施設

体験

核となる
歴史施設

宿 泊
施設等

周辺資源周辺資源

周辺資源周辺資源

・観光サポートアプリ

戦略の柱４ 国際観光の推進

「自然」を目的とした観光

創造広場
アクトランド

岡御殿

拡

拡

拡

拡

●効果的な広報・セールス活動の展開
・クロスメディアによる情報発信と国内外の
マスメディアと連携した露出の強化

●国際線直⾏便を持つ他県及び⾸都圏と
連携した広域国際観光
・広域周遊観光の推進
・海外旅⾏博でのプロモーション

●東京オリンピック・パラリンピックに向けた
「よさこい」の戦略的展開
・全国ネットワークによる事業展開
・海外向けプロモーションの展開

拡

拡

外国⼈旅⾏者向け
旅⾏商品の販売促進

各市場毎のニーズに合う、広域での「周遊
ルート」を組み込んだ「旅⾏商品」の販売
促進
◆海外現地旅⾏会社とタイアップして市場別
のモデルルートを用いた本県旅⾏商品を造
成・販売

○対象市場 台湾・香港・シンガポール（H28)
タイにも拡大（Ｈ29）

拡

拡

戦略の柱４ 国際観光の推進

拡
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１ 歴史と食を一体的に連動させた戦略的な観光
地づくり

◆ 歴史観光資源の磨き上げ（リアル化）と官民
協働による観光クラスターの整備

◆ 土佐の観光創生塾を活用した地域の事業
者連携（地域観光クラスター化）の促進支援
と売れる観光商品づくり（産業観光を含む）

◆ 核となる観光地づくりの推進

◆ ［拡充］地方創生の核となる観光拠点の再
活性化と地域地域の食・自然が一体となっ
た観光クラスターの形成による観光地域づく
り

２ 本県の豊かな自然を生かしたアウトドア拠点の
整備
◆ アウトドア拠点の整備

３ 官民の一層の連携による広域観光組織の体制
及び機能の強化
◆ 広域観光組織の機能強化
◆ 地域コーディネーターの配置強化

４ 自然環境を生かしたスポーツツーリズムの推
進
◆ ［拡充］サイクリングツーリズムの取組強化

（県推奨サイクリングコースのＰＲとサイクリ
ング環境整備の促進）

◆ 自然を生かしたスポーツイベントの
開催促進

世界に通用する「本物と出会える高知観光」の実現

【県外観光客入込数】 出発点(H27) 408万人 ⇒ 現状(H28) 424万人 ⇒ 4年後(H31) 435万人以上 ⇒ 6年後(H33) 450万人以上 ⇒ 10年後(H37) 470万人以上
【観光総消費額】 出発点(H26) 1075億円 ⇒ 現状(H27) 1089億円 ⇒ 4年後(H31) 1230億円以上 ⇒ 6年後(H33) 1300億円以上 ⇒ 10年後(H37) 1410億円以上

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

歴史、食、自然を一体的に連動させた
戦略的な観光地づくりの推進

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

観光産業を支える人材の育成と事業
体の強化

１ 観光産業を支える事業体の強化や人材の育
成と商品造成力の向上

◆ 土佐の観光創生塾を活用した地域の事業
者連携（地域観光クラスター化）の促進支
援【再掲】

◆ 土佐の観光創生塾を通じた人材育成
◆ 広域観光組織の機能強化【再掲】
◆ 地域コーディネーターの配置強化

【再掲】
◆ 外国人観光客へのおもてなしができる観

光人材及び観光ボランティアガイド団体の
育成支援

外国人観光客にも対応した受入基盤
の抜本的整備

１ 国内外からの観光客の満足度をさらに高める
ための受入環境整備 （クルーズ船の受入対
応を含む）

◆ 龍馬パスポートの継続と拡充
◆ きめ細かな観光情報の提供（県内広域7カ

所（ブロック）全てに外国人観光案内所の
設置）

◆ 観光基盤の整備（受入態勢の充実）

・飲食店の多言語メニュー作成支援及び普
及促進

・クルーズ客船寄港時の乗船客等へ
の受入態勢の充実

・津波避難誘導案内板等の設置
・多言語通訳コールセンターの開設
・モバイルWi-Fiルーターの貸出

◆ おもてなしトイレ、おもてなしタクシー

の拡大
◆ 観光サポートアプリを活用した地

域の観光資源の情報発信【再掲】
◆ ［拡充］外国人向け県内Ｆree Wi-Fiの

統一化

１ 効果的な広報・セールス活動の展開

◆ ［拡充］「志国高知幕末維新博」の開催
◆ 国内外のマスメディアを活用した情

報発信の強化
◆ 観光サポートアプリを活用した地

域の観光資源の情報発信

２ 自然環境を生かしたスポーツツーリズムの推
進【再掲】

◆ 施設整備に合わせたアマチュアスポーツ
合宿・大会の誘致の強化

◆ ［拡充］ラグビーワールドカップ2019の事前
チームキャンプ等の誘致

３ コンベンション等（MICE）の誘致活動の強化

◆ 中小規模をターゲットにした大会・
学会・報奨旅行の誘致

◆ 大会開催等に係る主催団体の準
備・運営のサポート

「志国高知 幕末維新博」の開催を通
じたプロモーションとセールス活動
の強化

・全国から誘客できる観光拠点の整備
 :2か所→ :10か所→ :14か所→ :17か所
※県⽴施設含む

・広域観光組織の体制強化（法人化）
 :3か所→ :5か所→ :6か所→ :6か所

・温暖な気候や自然環境といった高知県の強みを
⽣かし、年間通じたスポーツツーリズムの強化
 :6万人→   7万人→ :11万人→ :13

万人→ :15万人

・MICEの受入強化
 :2万人※(3.2万人)→ :4.0万人→ :5.0
万人→  :5.0万人
※3.2万人からスポーツ関連を除いたもの

・観光客満⾜度調査における「⼤変良い」、「良
い」の回答の割合の増加

「宿泊先」「観光施設」  : 77％→ 
 :78％→ :79％→ :80％

「⾷事処・料理店」  :79％→  : 80％
→ :80％→  :80％

・「おもてなしトイレ」における満⾜度（ 「⼤変良
い」、「良い」）の割合
 :80％→ :80％→ :80％

・「おもてなしタクシー」における満⾜度（ 「⼤変良
い」、「良い」）の割合
 :80％→ :80％→ :80％

外国人観光客のニーズに対応した商品
づくりと高知県の認知度を⾶躍的に向
上するプロモーションの展開

１ 効果的な広報・セールス活動の展開【再掲】

◆ ［拡充］クロスメディアによる情報発信と国
内外のマスメディアと連携した露出の強化

◆ 海外旅行博でのプロモーション

２ 外国人向け旅行商品の販売促進

◆ ［拡充］対象市場のニーズに合った旅行商
品の販売促進

３ 国際線直⾏便を持つ他県及び⾸都圏と連携し
た広域国際観光

◆ ［拡充］広域周遊観光の推進

◆ 海外旅行博でのプロモーション

４ 2020年東京オリンピック・パラリンピックに向
けた「よさこい」の戦略的な展開

◆ ［拡充］ 「よさこい」の全国ネットワークに

よる事業展開
◆ ［拡充］海外(世界)に向けたプロモーション

の展開

・観光庁「宿泊旅⾏統計調査」外国人延べ宿泊者
数
 :38,590人泊（3万人泊）→ :14.8万人泊
→ :22万人泊→ :30万人泊

※( )内は、観光庁公表数値のうち従業員数10人以上の
宿泊施設での宿泊人泊数。
H28年度からは、観光庁公表数値のうち全国で⼀般的に

使用されている従業員数10人以上の宿泊施設と従業員数
10人未満の宿泊施設の宿泊人泊数を合わせた数値を使用。

１ 戦略的な観光地づくり
戦
略
の
柱

２ 効果的なセールス＆プロ
モーション

３ OMOTENASHI（おもてな
し）の推進 ４ 国際観光の推進 ５ 事業体の強化と観光人材の

育成

分野の目指す姿

分野を代表する
数値目標

観光分野の体系図

・広域観光組織の体制強化（法人化）
 :3か所→  :5か所→ :6か所→ :6か所

※入込数には、ＭＩＣＥ、スポーツを含める。

「志国高知 幕末維新博」の開催を通じた地域の歴史資源の磨き上げと観光クラスターの整備
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１ 歴史と食を一体的に連動させた戦略的な観光
地づくり

◆ 歴史観光資源の磨き上げ（リアル化）と官民
協働による観光クラスターの整備

◆ 土佐の観光創生塾を活用した地域の事業
者連携（地域観光クラスター化）の促進支援
と売れる観光商品づくり（産業観光を含む）

◆ 核となる観光地づくりの推進

◆ ［拡充］地方創生の核となる観光拠点の再
活性化と地域地域の食・自然が一体となっ
た観光クラスターの形成による観光地域づく
り

２ 本県の豊かな自然を生かしたアウトドア拠点の
整備
◆ アウトドア拠点の整備

３ 官民の一層の連携による広域観光組織の体制
及び機能の強化
◆ 広域観光組織の機能強化
◆ 地域コーディネーターの配置強化

４ 自然環境を生かしたスポーツツーリズムの推
進
◆ ［拡充］サイクリングツーリズムの取組強化

（県推奨サイクリングコースのＰＲとサイクリ
ング環境整備の促進）

◆ 自然を生かしたスポーツイベントの
開催促進

世界に通用する「本物と出会える高知観光」の実現

【県外観光客入込数】 出発点(H27) 408万人 ⇒ 現状(H28) 424万人 ⇒ 4年後(H31) 435万人以上 ⇒ 6年後(H33) 450万人以上 ⇒ 10年後(H37) 470万人以上
【観光総消費額】 出発点(H26) 1075億円 ⇒ 現状(H27) 1089億円 ⇒ 4年後(H31) 1230億円以上 ⇒ 6年後(H33) 1300億円以上 ⇒ 10年後(H37) 1410億円以上

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

歴史、食、自然を一体的に連動させた
戦略的な観光地づくりの推進

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

観光産業を支える人材の育成と事業
体の強化

１ 観光産業を支える事業体の強化や人材の育
成と商品造成力の向上

◆ 土佐の観光創生塾を活用した地域の事業
者連携（地域観光クラスター化）の促進支
援【再掲】

◆ 土佐の観光創生塾を通じた人材育成
◆ 広域観光組織の機能強化【再掲】
◆ 地域コーディネーターの配置強化

【再掲】
◆ 外国人観光客へのおもてなしができる観

光人材及び観光ボランティアガイド団体の
育成支援

外国人観光客にも対応した受入基盤
の抜本的整備

１ 国内外からの観光客の満足度をさらに高める
ための受入環境整備 （クルーズ船の受入対
応を含む）

◆ 龍馬パスポートの継続と拡充
◆ きめ細かな観光情報の提供（県内広域7カ

所（ブロック）全てに外国人観光案内所の
設置）

◆ 観光基盤の整備（受入態勢の充実）

・飲食店の多言語メニュー作成支援及び普
及促進

・クルーズ客船寄港時の乗船客等へ
の受入態勢の充実

・津波避難誘導案内板等の設置
・多言語通訳コールセンターの開設
・モバイルWi-Fiルーターの貸出

◆ おもてなしトイレ、おもてなしタクシー

の拡大
◆ 観光サポートアプリを活用した地

域の観光資源の情報発信【再掲】
◆ ［拡充］外国人向け県内Ｆree Wi-Fiの

統一化

１ 効果的な広報・セールス活動の展開

◆ ［拡充］「志国高知幕末維新博」の開催
◆ 国内外のマスメディアを活用した情

報発信の強化
◆ 観光サポートアプリを活用した地

域の観光資源の情報発信

２ 自然環境を生かしたスポーツツーリズムの推
進【再掲】

◆ 施設整備に合わせたアマチュアスポーツ
合宿・大会の誘致の強化

◆ ［拡充］ラグビーワールドカップ2019の事前
チームキャンプ等の誘致

３ コンベンション等（MICE）の誘致活動の強化

◆ 中小規模をターゲットにした大会・
学会・報奨旅行の誘致

◆ 大会開催等に係る主催団体の準
備・運営のサポート

「志国高知 幕末維新博」の開催を通
じたプロモーションとセールス活動
の強化

・全国から誘客できる観光拠点の整備
 :2か所→ :10か所→ :14か所→ :17か所
※県⽴施設含む

・広域観光組織の体制強化（法人化）
 :3か所→ :5か所→ :6か所→ :6か所

・温暖な気候や自然環境といった高知県の強みを
⽣かし、年間通じたスポーツツーリズムの強化
 :6万人→   7万人→ :11万人→ :13

万人→ :15万人

・MICEの受入強化
 :2万人※(3.2万人)→ :4.0万人→ :5.0
万人→  :5.0万人
※3.2万人からスポーツ関連を除いたもの

・観光客満⾜度調査における「⼤変良い」、「良
い」の回答の割合の増加

「宿泊先」「観光施設」  : 77％→ 
 :78％→ :79％→ :80％

「⾷事処・料理店」  :79％→  : 80％
→ :80％→  :80％

・「おもてなしトイレ」における満⾜度（ 「⼤変良
い」、「良い」）の割合
 :80％→ :80％→ :80％

・「おもてなしタクシー」における満⾜度（ 「⼤変良
い」、「良い」）の割合
 :80％→ :80％→ :80％

外国人観光客のニーズに対応した商品
づくりと高知県の認知度を⾶躍的に向
上するプロモーションの展開

１ 効果的な広報・セールス活動の展開【再掲】

◆ ［拡充］クロスメディアによる情報発信と国
内外のマスメディアと連携した露出の強化

◆ 海外旅行博でのプロモーション

２ 外国人向け旅行商品の販売促進

◆ ［拡充］対象市場のニーズに合った旅行商
品の販売促進

３ 国際線直⾏便を持つ他県及び⾸都圏と連携し
た広域国際観光

◆ ［拡充］広域周遊観光の推進

◆ 海外旅行博でのプロモーション

４ 2020年東京オリンピック・パラリンピックに向
けた「よさこい」の戦略的な展開

◆ ［拡充］ 「よさこい」の全国ネットワークに

よる事業展開
◆ ［拡充］海外(世界)に向けたプロモーション

の展開

・観光庁「宿泊旅⾏統計調査」外国人延べ宿泊者
数
 :38,590人泊（3万人泊）→ :14.8万人泊
→ :22万人泊→ :30万人泊

※( )内は、観光庁公表数値のうち従業員数10人以上の
宿泊施設での宿泊人泊数。
H28年度からは、観光庁公表数値のうち全国で⼀般的に

使用されている従業員数10人以上の宿泊施設と従業員数
10人未満の宿泊施設の宿泊人泊数を合わせた数値を使用。

１ 戦略的な観光地づくり
戦
略
の
柱

２ 効果的なセールス＆プロ
モーション

３ OMOTENASHI（おもてな
し）の推進 ４ 国際観光の推進 ５ 事業体の強化と観光人材の

育成

分野の目指す姿

分野を代表する
数値目標

観光分野の体系図

・広域観光組織の体制強化（法人化）
 :3か所→  :5か所→ :6か所→ :6か所

※入込数には、ＭＩＣＥ、スポーツを含める。

「志国高知 幕末維新博」の開催を通じた地域の歴史資源の磨き上げと観光クラスターの整備
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HACCPに対応した加工施設の⽴地促進
冷凍保管ビジネスの事業化

連携テーマ《地産地消・地産外商戦略（⾷品分野）》の展開イメージ  素材を生かした加工⽴県、県産品が全国ブランドに 

⾷料品製造業出荷額等 出発点(Ｈ26)892億円⇒現状(Ｈ26)892億円⇒４年後(Ｈ31)1,000億円＋α⇒６年後(Ｈ33)1,035億円＋α⇒10年後(Ｈ37)1,085億円＋α分野を代表する目標

◯地産外商公社の全国展開の推進
・大手卸売業者や高質系量販店等のネットワークを生
かしたさらなる外商機会の拡大と業務筋への外商活
動の強化

地産外商公社を核とした外商機会の拡大

柱２ 外商支援の全国展開でより大きな商流へ

◯ 「応援の店」や「さかな屋高知家」を拠点とした外商活
動の⼀層の強化

水産物の外商強化

柱３ 輸出戦略に基づく輸出振興の本格化

拡

地域の産業クラスターの形成に向けた支援

外商の強化地産の強化

○農産物加工の裾野の拡大とステップアップ
直販所⽀援の強化

農産物加工の推進

拡

水産物加工の推進

柱４ 拡大再生産に向けた企業の成⻑を後押し柱５ 地域に根差した産業クラスターの形成

第一次産業を核として、地域地域に関連する産業群を生み出し、
持続的な雇用と、より大きな経済波及効果を創出

拡大再生産

柱１ 定番化に向けた商品づくり

種苗
供給 一次

加工

二次
加工

直販

レストラン
物流
拠点

観光・
体験

研究・
開発

研修・
育成

※目標は「食料品製造業」と「飲料・たばこ・飼料製造業」の出荷額等の合算

食品加工の総合支援

１ 試作品開発費、アドバイザー経費、展示会出展経費等

３ 地域商社の自主的な県内外での商談会開催経費等

○高知家プロモーションの地域地域でのさらなる活用を実
現する高知家ブランディングの強化

県産品の認知度維持・向上と販売促進につなげる展開

○商品⼒アップへの⽀援
・⼩売用・業務用商品相談会
・高知県産品商談会

○テストマーケティングを通じた商品の磨き上げ
・アンテナショップ「まるごと高知」

○商品開発・改良に向けた意欲の醸成
・高知家のうまいもの大賞の開催

市場が求める商品づくり
○大手⼩売業者や業務筋に対応できる生産
管理高度化への⽀援
・ワンストップ相談窓口の設置
・HACCP研修の実施
・HACCPアドバイザー、生産管理コーディネー
ターの派遣

⾷品加工のさらなる生産管理高度化支援

○食品事業者を核として、「食」をテーマとした
産学官のプラットホームを構築

⾷のプラットホームづくり

◯有望(安定)市場での展開
・商流を生かした効果的なﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの展開

◯新興(ﾁｬﾚﾝｼﾞ)市場での展開
・商流の確保、輸入規制、衛生管理基準等への
対応サポート

◯ユズの輸出拡大(商社と目標・戦略を共有した取
組強化等)

○⼟佐酒の輸出拡大(情報発信の強化、マッチング
機会の拡大）

○養殖魚の加工と連動した海外市場への販路開拓

○定番化に向けた新たな品目の掘り起こし

品目別の輸出拡大

国・地域別の輸出拡大
拡

拡

拡

拡

○加工用ニーズへの対応
農産物の外商強化

２ HACCPの導入、定着等に資する関連機器整備費等

好循環を生み出し拡大再生産へ

新

拡

１ 新商品開発・改良への支援

２ 生産管理高度化支援拡

食品ビジネスまるごと応援事業

３ 地域外商力の向上支援新

食品産業総合支援事業費補助⾦

サポートチームによる支援

新

事業者の現状や課題を整理・分析

支援スキーム及びサポートチームメンバー決定

サポートチームを編成、事業化プランの策定・実⾏を⼀貫
支援

食品ビジネスまるごと応援事業の積極活用に向けた
食品事業者へのアクティブな働きかけ

Ⅰ マーケットイン情報
地産外商公社の活動、展示商談会出展
審査会、小売・業務用商品相談会等で
得たバイヤー、専門家アドバイス

Ⅱ 工業技術センター
（食品加工高度化支援拠点）

〇技術支援機能の強化
〇既支援事業者への支援継続と新たに
技術支援を⾏う事業者の掘り起こし

Ⅲ 食のプラットホーム
〇事業者ニーズの継続的な把握
〇セミナー、学習会の開催
〇ネットワークづくり（交流会）

Ⅳ 関係機関・団体
産業振興推進地域本部、産業振興セン
ター、市町村、商工会等

拡

新

アドバイスを基に
働きかけ

相談会の活用
展示会への出展

技術支援事業者
への働きかけ

食品加工機器
の利用

ニーズを基に
働きかけ

プラットホーム参加
ネットワークの活用

各機関等の取組を
通じた働きかけ

相 談

食

品

事

業

者

技術的支援

活

用

拡
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HACCPに対応した加工施設の⽴地促進
冷凍保管ビジネスの事業化

連携テーマ《地産地消・地産外商戦略（⾷品分野）》の展開イメージ  素材を生かした加工⽴県、県産品が全国ブランドに 

⾷料品製造業出荷額等 出発点(Ｈ26)892億円⇒現状(Ｈ26)892億円⇒４年後(Ｈ31)1,000億円＋α⇒６年後(Ｈ33)1,035億円＋α⇒10年後(Ｈ37)1,085億円＋α分野を代表する目標

◯地産外商公社の全国展開の推進
・大手卸売業者や高質系量販店等のネットワークを生
かしたさらなる外商機会の拡大と業務筋への外商活
動の強化

地産外商公社を核とした外商機会の拡大

柱２ 外商支援の全国展開でより大きな商流へ

◯ 「応援の店」や「さかな屋高知家」を拠点とした外商活
動の⼀層の強化

水産物の外商強化

柱３ 輸出戦略に基づく輸出振興の本格化

拡

地域の産業クラスターの形成に向けた支援

外商の強化地産の強化

○農産物加工の裾野の拡大とステップアップ
直販所⽀援の強化

農産物加工の推進

拡

水産物加工の推進

柱４ 拡大再生産に向けた企業の成⻑を後押し柱５ 地域に根差した産業クラスターの形成

第一次産業を核として、地域地域に関連する産業群を生み出し、
持続的な雇用と、より大きな経済波及効果を創出

拡大再生産

柱１ 定番化に向けた商品づくり

種苗
供給 一次

加工

二次
加工

直販

レストラン
物流
拠点

観光・
体験

研究・
開発

研修・
育成

※目標は「食料品製造業」と「飲料・たばこ・飼料製造業」の出荷額等の合算

食品加工の総合支援

１ 試作品開発費、アドバイザー経費、展示会出展経費等

３ 地域商社の自主的な県内外での商談会開催経費等

○高知家プロモーションの地域地域でのさらなる活用を実
現する高知家ブランディングの強化

県産品の認知度維持・向上と販売促進につなげる展開

○商品⼒アップへの⽀援
・⼩売用・業務用商品相談会
・高知県産品商談会

○テストマーケティングを通じた商品の磨き上げ
・アンテナショップ「まるごと高知」

○商品開発・改良に向けた意欲の醸成
・高知家のうまいもの大賞の開催

市場が求める商品づくり
○大手⼩売業者や業務筋に対応できる生産
管理高度化への⽀援
・ワンストップ相談窓口の設置
・HACCP研修の実施
・HACCPアドバイザー、生産管理コーディネー
ターの派遣

⾷品加工のさらなる生産管理高度化支援

○食品事業者を核として、「食」をテーマとした
産学官のプラットホームを構築

⾷のプラットホームづくり

◯有望(安定)市場での展開
・商流を生かした効果的なﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの展開

◯新興(ﾁｬﾚﾝｼﾞ)市場での展開
・商流の確保、輸入規制、衛生管理基準等への
対応サポート

◯ユズの輸出拡大(商社と目標・戦略を共有した取
組強化等)

○⼟佐酒の輸出拡大(情報発信の強化、マッチング
機会の拡大）

○養殖魚の加工と連動した海外市場への販路開拓

○定番化に向けた新たな品目の掘り起こし

品目別の輸出拡大

国・地域別の輸出拡大
拡

拡

拡

拡

○加工用ニーズへの対応
農産物の外商強化

２ HACCPの導入、定着等に資する関連機器整備費等

好循環を生み出し拡大再生産へ

新

拡

１ 新商品開発・改良への支援

２ 生産管理高度化支援拡

食品ビジネスまるごと応援事業

３ 地域外商力の向上支援新

食品産業総合支援事業費補助⾦

サポートチームによる支援

新

事業者の現状や課題を整理・分析

支援スキーム及びサポートチームメンバー決定

サポートチームを編成、事業化プランの策定・実⾏を⼀貫
支援

食品ビジネスまるごと応援事業の積極活用に向けた
食品事業者へのアクティブな働きかけ

Ⅰ マーケットイン情報
地産外商公社の活動、展示商談会出展
審査会、小売・業務用商品相談会等で
得たバイヤー、専門家アドバイス

Ⅱ 工業技術センター
（食品加工高度化支援拠点）

〇技術支援機能の強化
〇既支援事業者への支援継続と新たに
技術支援を⾏う事業者の掘り起こし

Ⅲ 食のプラットホーム
〇事業者ニーズの継続的な把握
〇セミナー、学習会の開催
〇ネットワークづくり（交流会）

Ⅳ 関係機関・団体
産業振興推進地域本部、産業振興セン
ター、市町村、商工会等

拡

新

アドバイスを基に
働きかけ

相談会の活用
展示会への出展

技術支援事業者
への働きかけ

食品加工機器
の利用

ニーズを基に
働きかけ

プラットホーム参加
ネットワークの活用

各機関等の取組を
通じた働きかけ

相 談

食

品

事

業

者

技術的支援

活

用

拡
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戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

市場が求める商品づくりに向けて、市場関
係者の協力を得ながら各企業を個別に支
援するとともに、生産管理高度化の支援な
ど、定番化に向けた商品づくりを強化する

・生産管理高度化（県内計170社の外商企業群）
[県版HACCP（第2ｽﾃｰｼﾞ）認証取得企業] （H28～
H29累計）
 ：－→ ：100社→ ：170社

・水産加工の出荷額等
 ：173億円→  ：200億円→ ：203億円→ ：220
億円

戦
略
の
柱

１ 定番化に向けた商品づくり

「素材を生かした加工立県」・「県産品が全国ブランドに」

食料品製造業出荷額等
出発点（Ｈ２６）：８９２億円⇒現状（Ｈ２６）：８９２億円⇒４年後（Ｈ３１）：１，０００億円＋α⇒６年後（Ｈ３３）：１，０３５億円＋α⇒１０年後（Ｈ３７）：１，０８５億円＋α

※上記目標は「食料品製造業」と「飲料・たばこ・飼料製造業」の出荷額等の合算

分野の目指す姿

分野を代表する
数値目標

連携テーマ《地産地消・地産外商戦略の展開（食品分野）》の体系図

地産外商公社の全国展開を進めるととも
に、外商に挑戦する事業者のﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝ
ｽを広げ、より大きな商流につなげていく

・地産外商公社の活動による成約
 ：16.1億円→  ：36億円

・海洋深層水関連の県内製造品売上高(食品関連)
 ：95億円→  ：108億円→ ：114億円→ ：
122億円

２ 外商支援の全国展開でより大きな商流へ

ﾕｽﾞ及び土佐酒の輸出拡大や、定番化に向
けて新たに力を入れる品目の掘り起こし等
により、国別・品目別の輸出戦略を本格的
に展開する

1.国・地域別の輸出拡大
◆ ［拡充］有望（安定）市場での展開

◆ ［拡充］新興（ﾁｬﾚﾝｼﾞ）市場での展開

2.品目別の輸出拡大
◆ﾕｽﾞの輸出拡大

◆ﾕｽﾞの生産振興 （再掲）

◆土佐酒の輸出拡大

◆ ［拡充］酒米の生産振興（再掲）

◆養殖魚の加工と連動した海外市場への販路開拓
（再掲）

◆定番化に向けた新たな品目の掘り起こし

3.企業のｻﾎﾟｰﾄ強化
◆貿易に取り組む企業の掘り起こしと各ｽﾃｰｼﾞに応じ

た支援

・食料品の輸出額
 ：3.38億円  ：9億円  ：12億円  ：17億円

・貿易に取り組む企業
 ：49社  ：100社

事業者が外商活動に取り組む中で明らかになった課題を解
決し、企業の総合力を高める支援体制を強化するとともに、
拡大再生産に向けた設備投資等を支援する

・規模の大きな事業者への支援による拡大再生産に伴う売上増（食品関
連工場の新増設等）
 ：－  ：43億円  ：52億円   ：72億円

・外商活動参画事業者への支援による拡大再生産に伴う売上増
 ：－  ：20億円  ：29億円   ：44億円

・水産加工の出荷額等（再掲）
 ：173億円→  ：200億円→ ：203億円→ ：220億円

４ 拡大再生産に向けた企業の成長を後押し３ 輸出戦略に基づく輸出振興の本格化

本県産業をもう一段力強く成長させていくため、地域に
根差した産業を核としたｸﾗｽﾀｰを地域地域で生み出し、
持続的な雇用と大きな経済波及効果を創出する

1. 地域の産業ｸﾗｽﾀｰの形成に向けた支援
◆川上から川下までの情報を効率的に集約してｸﾗｽﾀｰ化を誘導

◆地域ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの実行支援（再掲）

2. 企業立地の推進
◆ ［拡充］全庁が一丸となった総合支援体制による企業立地の実

現（再掲）

食品産業クラスターの形成による出荷額等
 ：－  ：10億円→ ：15億円→  ：15億円以上

５ 地域に根差した産業クラスターの形成
戦
略
の
柱

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

取
組
方
針
・
主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

地産の強化 外商の強化 拡大再生産

1.地産外商公社を核とした外商機会の拡大
◆ 地産外商公社の全国展開の推進

2.「まるごと高知」の情報発信力の強化
◆店舗プロモーションの展開

3.県産品の認知度維持・向上と販売促進につなげ
る展開

◆高知家プロモーションの地域地域でのさらなる活
用を実現する高知家ブランディングの強化

4.農産物の外商強化
◆ ［拡充］加工用ﾆｰｽﾞへの対応（再掲）

5.水産物の外商強化
◆［拡充］ 「応援の店」や「さかな屋高知家」を拠点
とした外商活動の一層の強化 （再掲）

6.海洋深層水関連商品の外商強化
◆海洋深層水関連商品のさらなる商品開発や販路

開拓の支援とブランド力の強化（再掲）

7.関西地区における県産品販売拡大の支援及び効
果的な観光ＰＲ、ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの展開

◆関西地区における高知ﾌｪｱ等の外商活動機会の
確保

8.中部地区における県産品販売拡大の支援及び効
果的な観光ＰＲ、ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの展開

◆中部地区における高知ﾌｪｱ等の外商活動機会の
機会

1.食品加工高度化支援拠点の整備
◆ ［拡充］工業技術センターの機能強化（再掲）
◆ [新規]食品事業者を核として、「食」をテーマとした産学官のプラットホー

ムを構築（再掲）

◆ ［拡充］食品ﾋﾞｼﾞﾈｽまるごと応援事業の強化

2.高度加工ﾋﾞｼﾞﾈｽへのｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ
◆既存加工施設の衛生管理体制の強化（再掲）
◆ ［拡充］ HACCPに対応した加工施設の立地促進（再掲）

3.企業の設備投資支援の強化
◆立地ﾌﾟﾗﾝの提案等による投資を促すｱﾌﾟﾛｰﾁ（再掲）
◆生産性を高める設備投資への助成（再掲）

1.食品加工のさらなる生産管理高度化支援
◆ ［拡充］大手小売業者や業務筋に対応できる生産

管理高度化への支援

2.農産物加工の推進
◆農産物加工の裾野の拡大とｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ（再掲）

◆ ［拡充］直販所支援の強化（再掲）

3.水産物加工の推進
◆ ［拡充］HACCPに対応した加工施設の立地促進

（再掲）

◆ ［拡充］冷凍保管ﾋﾞｼﾞﾈｽの事業化（再掲）

4.市場が求める商品づくり
◆商品力アップへの支援

◆テストマーケティングを通じた商品の磨き上げ

◆商品開発・改良に向けた意欲の醸成

5.食のプラットホームづくり

◆ [新規]食品事業者を核として、「食」をテーマとした
産学官のプラットホームを構築

6.地場産物の利用推進
◆地域ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの実行支援

◆小さなﾋﾞｼﾞﾈｽの発掘・育成
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具
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市場が求める商品づくりに向けて、市場関
係者の協力を得ながら各企業を個別に支
援するとともに、生産管理高度化の支援な
ど、定番化に向けた商品づくりを強化する

・生産管理高度化（県内計170社の外商企業群）
[県版HACCP（第2ｽﾃｰｼﾞ）認証取得企業] （H28～
H29累計）
 ：－→ ：100社→ ：170社

・水産加工の出荷額等
 ：173億円→  ：200億円→ ：203億円→ ：220
億円

戦
略
の
柱

１ 定番化に向けた商品づくり

「素材を生かした加工立県」・「県産品が全国ブランドに」

食料品製造業出荷額等
出発点（Ｈ２６）：８９２億円⇒現状（Ｈ２６）：８９２億円⇒４年後（Ｈ３１）：１，０００億円＋α⇒６年後（Ｈ３３）：１，０３５億円＋α⇒１０年後（Ｈ３７）：１，０８５億円＋α

※上記目標は「食料品製造業」と「飲料・たばこ・飼料製造業」の出荷額等の合算

分野の目指す姿

分野を代表する
数値目標

連携テーマ《地産地消・地産外商戦略の展開（食品分野）》の体系図

地産外商公社の全国展開を進めるととも
に、外商に挑戦する事業者のﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝ
ｽを広げ、より大きな商流につなげていく

・地産外商公社の活動による成約
 ：16.1億円→  ：36億円

・海洋深層水関連の県内製造品売上高(食品関連)
 ：95億円→  ：108億円→ ：114億円→ ：
122億円

２ 外商支援の全国展開でより大きな商流へ

ﾕｽﾞ及び土佐酒の輸出拡大や、定番化に向
けて新たに力を入れる品目の掘り起こし等
により、国別・品目別の輸出戦略を本格的
に展開する

1.国・地域別の輸出拡大
◆ ［拡充］有望（安定）市場での展開

◆ ［拡充］新興（ﾁｬﾚﾝｼﾞ）市場での展開

2.品目別の輸出拡大
◆ﾕｽﾞの輸出拡大

◆ﾕｽﾞの生産振興 （再掲）

◆土佐酒の輸出拡大

◆ ［拡充］酒米の生産振興（再掲）

◆養殖魚の加工と連動した海外市場への販路開拓
（再掲）

◆定番化に向けた新たな品目の掘り起こし

3.企業のｻﾎﾟｰﾄ強化
◆貿易に取り組む企業の掘り起こしと各ｽﾃｰｼﾞに応じ

た支援

・食料品の輸出額
 ：3.38億円  ：9億円  ：12億円  ：17億円

・貿易に取り組む企業
 ：49社  ：100社

事業者が外商活動に取り組む中で明らかになった課題を解
決し、企業の総合力を高める支援体制を強化するとともに、
拡大再生産に向けた設備投資等を支援する

・規模の大きな事業者への支援による拡大再生産に伴う売上増（食品関
連工場の新増設等）
 ：－  ：43億円  ：52億円   ：72億円

・外商活動参画事業者への支援による拡大再生産に伴う売上増
 ：－  ：20億円  ：29億円   ：44億円

・水産加工の出荷額等（再掲）
 ：173億円→  ：200億円→ ：203億円→ ：220億円

４ 拡大再生産に向けた企業の成長を後押し３ 輸出戦略に基づく輸出振興の本格化

本県産業をもう一段力強く成長させていくため、地域に
根差した産業を核としたｸﾗｽﾀｰを地域地域で生み出し、
持続的な雇用と大きな経済波及効果を創出する

1. 地域の産業ｸﾗｽﾀｰの形成に向けた支援
◆川上から川下までの情報を効率的に集約してｸﾗｽﾀｰ化を誘導

◆地域ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの実行支援（再掲）

2. 企業立地の推進
◆ ［拡充］全庁が一丸となった総合支援体制による企業立地の実

現（再掲）

食品産業クラスターの形成による出荷額等
 ：－  ：10億円→ ：15億円→  ：15億円以上

５ 地域に根差した産業クラスターの形成
戦
略
の
柱

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

取
組
方
針
・
主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

地産の強化 外商の強化 拡大再生産

1.地産外商公社を核とした外商機会の拡大
◆ 地産外商公社の全国展開の推進

2.「まるごと高知」の情報発信力の強化
◆店舗プロモーションの展開

3.県産品の認知度維持・向上と販売促進につなげ
る展開

◆高知家プロモーションの地域地域でのさらなる活
用を実現する高知家ブランディングの強化

4.農産物の外商強化
◆ ［拡充］加工用ﾆｰｽﾞへの対応（再掲）

5.水産物の外商強化
◆［拡充］ 「応援の店」や「さかな屋高知家」を拠点
とした外商活動の一層の強化 （再掲）

6.海洋深層水関連商品の外商強化
◆海洋深層水関連商品のさらなる商品開発や販路

開拓の支援とブランド力の強化（再掲）

7.関西地区における県産品販売拡大の支援及び効
果的な観光ＰＲ、ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの展開

◆関西地区における高知ﾌｪｱ等の外商活動機会の
確保

8.中部地区における県産品販売拡大の支援及び効
果的な観光ＰＲ、ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの展開

◆中部地区における高知ﾌｪｱ等の外商活動機会の
機会

1.食品加工高度化支援拠点の整備
◆ ［拡充］工業技術センターの機能強化（再掲）
◆ [新規]食品事業者を核として、「食」をテーマとした産学官のプラットホー

ムを構築（再掲）

◆ ［拡充］食品ﾋﾞｼﾞﾈｽまるごと応援事業の強化

2.高度加工ﾋﾞｼﾞﾈｽへのｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ
◆既存加工施設の衛生管理体制の強化（再掲）
◆ ［拡充］ HACCPに対応した加工施設の立地促進（再掲）

3.企業の設備投資支援の強化
◆立地ﾌﾟﾗﾝの提案等による投資を促すｱﾌﾟﾛｰﾁ（再掲）
◆生産性を高める設備投資への助成（再掲）

1.食品加工のさらなる生産管理高度化支援
◆ ［拡充］大手小売業者や業務筋に対応できる生産

管理高度化への支援

2.農産物加工の推進
◆農産物加工の裾野の拡大とｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ（再掲）

◆ ［拡充］直販所支援の強化（再掲）

3.水産物加工の推進
◆ ［拡充］HACCPに対応した加工施設の立地促進

（再掲）

◆ ［拡充］冷凍保管ﾋﾞｼﾞﾈｽの事業化（再掲）

4.市場が求める商品づくり
◆商品力アップへの支援

◆テストマーケティングを通じた商品の磨き上げ

◆商品開発・改良に向けた意欲の醸成

5.食のプラットホームづくり

◆ [新規]食品事業者を核として、「食」をテーマとした
産学官のプラットホームを構築

6.地場産物の利用推進
◆地域ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの実行支援

◆小さなﾋﾞｼﾞﾈｽの発掘・育成

471



472



473



474



475



476



477



478



479



480



481



482



483



484



485



486



487



488



489



490



491



492



493



494



495



496



497



498



499



500



501



502



503



504



505



506



507



508



509



510



511



512



513



514



515



516



517



518



519



520



521



522



523



524



525



526



527



528



529



530



531



532



533



534



535



「高知家」プロモーション

移住・交流コンシェルジュ

「高知家で暮らす。」HPで「仕事」「住む
場所」「先輩移住者の声」の情報提供

連携テーマ《移住促進による地域と経済の活性化》の展開イメージ  移住者と一緒に創る元気な地域 
分野を代表する目標 県外からの移住者 出発点（H26） 403組⇒現状（H27）:518組⇒4年後（H31）:1,000組

基本となる取り組みに加え、”移住者倍増”を目指して、
以下の“３つの視点”により戦略を強化

移住に至るまでを５段階に分け、取り組みを展開 
基本となる取り組み＜平成２５年度 ＞

県と協定を締結した⺠間
人材ビジネス事業者と連
携

人財誘致の取り組み
を開始(Ｈ26～)

各産業分野

・就農コンシェルジュ
・農業担い手育成センター
・農地中間管理機構

農業 林業
・林業学校
・⼩規模林業推進協議会
・林業労働⼒確保センター

・漁業就業アドバイザー

・事業承継・人材確保
ｾﾝﾀｰ ・地域おこし協⼒隊

中山間地域

水産業

商工業

●各産業分野の中核人材や担い手確保対策、
起業支援策と連携強化

・福祉人材センター

福祉

ALL高知家で連携

「移住・交流情報ガーデン」
「全国移住ナビ」の開設

（Ｈ27 ）【国】

最大限活用 ○ ターゲット別の戦略的アプローチ策の展開

５段階のプロセスをベースにＰＤＣAにより毎年進化 

成 果 Ｈ３１目標

⺠間の移住⽀援団体のネッ
トワーク形成
（高知家移住促進プロジェクト
（ＫＩＰ）の設⽴）

ＫＩＰの設立（Ｈ26）

26市町村37人（Ｈ27）
⇒29市町村45人

（H29.1）

17市町村101人
（Ｈ29.1）

市町村専門相談員

地域移住サポーター

H27～

第３期計画における強化策＜平成２８年度 ＞

・東京相談窓口の開設

・大阪出張相談の開始（Ｈ26 ）

まるごと高知（Ｈ26 ）
ふるさと回帰⽀援センター（Ｈ27 ）

県の相談窓口を拡大

移住・交流コンシェルジュ H25 6名⇒H26:9名
⇒H27 :10名

H27～H27～

■ 高知家プロモーションと徹底的に連携した移住ＰＲ ■ 「高知家で暮らす。」ポータルサイトの魅⼒向上
■ 発信素材の継続的な発掘と発信方法の磨き上げ

アクティブに働きかける 2

リーチ（届く範囲）を広げる 

ゲートウェイ（受け皿）を広げる 

○ 情報発信の大幅拡大とアプローチの強化
１

■ ⼦育て世代やアウトドア関⼼層等、ターゲット毎に訴求⼒のある媒体での広告等の展開
■ Uターンを促進するための県内向け広報の強化及び人材ビジネス会社登録者への情報発信拡

移住に関して、
地域や仕事など
のご希望をお聞
かせください 

市町村による空き家の
中間保有の促進等
（Ｈ26 ）

移住者向け住宅確保

○ 新規相談者の獲得対策の強化
■ 「高知家で暮らし隊」会員制度の魅⼒向上と登録ページへの誘導の強化 (WEB広告、

スマホ版登録ページの開設、市町村限定特典の追加）
■ 県内での就業体験機会の提供と支援（ふるさとワーキングホリデー、企業訪問・短期

インターンシップの支援）
■ ターゲットや移住検討熟度に応じた移住体験ツアー等の実施（暮らし体感ツアー、市町村ツアー等）

拡

拡

○ 各分野の担い手確保策との連携による人財誘致の促進
■ 様々な人材ニーズの顕在化・集約化による都市部人材とのマッチング強化
■ 県内企業・市町村・各産業分野等が参加した「高知暮らしフェア」の開催
■ 求人ニーズのある事業体を巡るツアー等の実施
■ 「産地提案型」による農業の担い手確保
■ 漁村の地域の特色を生かしたライフスタイルのパッケージ化による提案
■ 都市部で高知の林業を学ぶ「フォレストスクール」の開催
拡

○ 都市部の人材・起業家の誘致
新

■ 都市部での起業希望者向けの研修の実施
■ 起業研修参加者を対象に「こうち起業サロン」等の取り組みと連携し、起業までのサポートの実施

3

■ 高知市を中⼼とした二段階移住の取り組みの展開
■ 空き家調査から、耐震を含む改修までを一連で支援し、「安全な住まい」の確保を強化
■ 「高知家生涯活躍のまち」（高知版ＣＣＲC）の取り組みの推進

拡

○ 移住のハードルを下げる仕掛けづくりと住宅の確保策の強化
新
拡

○ 移住後の定住に向けたフォロー体制の深化
■ 「ALL高知家」による地域の移住者の受入気運の醸成

新

拡

拡

拡
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「高知家」プロモーション

移住・交流コンシェルジュ

「高知家で暮らす。」HPで「仕事」「住む
場所」「先輩移住者の声」の情報提供

連携テーマ《移住促進による地域と経済の活性化》の展開イメージ  移住者と一緒に創る元気な地域 
分野を代表する目標 県外からの移住者 出発点（H26） 403組⇒現状（H27）:518組⇒4年後（H31）:1,000組

基本となる取り組みに加え、”移住者倍増”を目指して、
以下の“３つの視点”により戦略を強化

移住に至るまでを５段階に分け、取り組みを展開 
基本となる取り組み＜平成２５年度 ＞

県と協定を締結した⺠間
人材ビジネス事業者と連
携

人財誘致の取り組み
を開始(Ｈ26～)

各産業分野

・就農コンシェルジュ
・農業担い手育成センター
・農地中間管理機構

農業 林業
・林業学校
・⼩規模林業推進協議会
・林業労働⼒確保センター

・漁業就業アドバイザー

・事業承継・人材確保
ｾﾝﾀｰ ・地域おこし協⼒隊

中山間地域

水産業

商工業

●各産業分野の中核人材や担い手確保対策、
起業支援策と連携強化

・福祉人材センター

福祉

ALL高知家で連携

「移住・交流情報ガーデン」
「全国移住ナビ」の開設

（Ｈ27 ）【国】

最大限活用 ○ ターゲット別の戦略的アプローチ策の展開

５段階のプロセスをベースにＰＤＣAにより毎年進化 

成 果 Ｈ３１目標

⺠間の移住⽀援団体のネッ
トワーク形成
（高知家移住促進プロジェクト
（ＫＩＰ）の設⽴）

ＫＩＰの設立（Ｈ26）

26市町村37人（Ｈ27）
⇒29市町村45人

（H29.1）

17市町村101人
（Ｈ29.1）

市町村専門相談員

地域移住サポーター

H27～

第３期計画における強化策＜平成２８年度 ＞

・東京相談窓口の開設

・大阪出張相談の開始（Ｈ26 ）

まるごと高知（Ｈ26 ）
ふるさと回帰⽀援センター（Ｈ27 ）

県の相談窓口を拡大

移住・交流コンシェルジュ H25 6名⇒H26:9名
⇒H27 :10名

H27～H27～

■ 高知家プロモーションと徹底的に連携した移住ＰＲ ■ 「高知家で暮らす。」ポータルサイトの魅⼒向上
■ 発信素材の継続的な発掘と発信方法の磨き上げ

アクティブに働きかける 2

リーチ（届く範囲）を広げる 

ゲートウェイ（受け皿）を広げる 

○ 情報発信の大幅拡大とアプローチの強化
１

■ ⼦育て世代やアウトドア関⼼層等、ターゲット毎に訴求⼒のある媒体での広告等の展開
■ Uターンを促進するための県内向け広報の強化及び人材ビジネス会社登録者への情報発信拡

移住に関して、
地域や仕事など
のご希望をお聞
かせください 

市町村による空き家の
中間保有の促進等
（Ｈ26 ）

移住者向け住宅確保

○ 新規相談者の獲得対策の強化
■ 「高知家で暮らし隊」会員制度の魅⼒向上と登録ページへの誘導の強化 (WEB広告、

スマホ版登録ページの開設、市町村限定特典の追加）
■ 県内での就業体験機会の提供と支援（ふるさとワーキングホリデー、企業訪問・短期

インターンシップの支援）
■ ターゲットや移住検討熟度に応じた移住体験ツアー等の実施（暮らし体感ツアー、市町村ツアー等）

拡

拡

○ 各分野の担い手確保策との連携による人財誘致の促進
■ 様々な人材ニーズの顕在化・集約化による都市部人材とのマッチング強化
■ 県内企業・市町村・各産業分野等が参加した「高知暮らしフェア」の開催
■ 求人ニーズのある事業体を巡るツアー等の実施
■ 「産地提案型」による農業の担い手確保
■ 漁村の地域の特色を生かしたライフスタイルのパッケージ化による提案
■ 都市部で高知の林業を学ぶ「フォレストスクール」の開催
拡

○ 都市部の人材・起業家の誘致
新

■ 都市部での起業希望者向けの研修の実施
■ 起業研修参加者を対象に「こうち起業サロン」等の取り組みと連携し、起業までのサポートの実施

3

■ 高知市を中⼼とした二段階移住の取り組みの展開
■ 空き家調査から、耐震を含む改修までを一連で支援し、「安全な住まい」の確保を強化
■ 「高知家生涯活躍のまち」（高知版ＣＣＲC）の取り組みの推進

拡

○ 移住のハードルを下げる仕掛けづくりと住宅の確保策の強化
新
拡

○ 移住後の定住に向けたフォロー体制の深化
■ 「ALL高知家」による地域の移住者の受入気運の醸成

新

拡

拡

拡
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１ （マス・ターゲットへの）情報発信の大幅
拡大

◆高知家プロモーションと徹底的に連動し
た移住PRと「ALL高知家」 による情報拡散

２ （潜在層への）情報発信の大幅拡大

◆潜在層の取り込みの強化

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

（１－１）広く高知の良さを知ってもらい、魅
力を感じてもらい、好印象を持ってもらうた
めの多様な情報発信

（１－２）潜在的な移住関心層等に、移住や
地方で活躍することについて魅力を感じても
らい、移住についての関心を更に高めるよう
な情報発信

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

高知家の認知度
 ：28％（3月実績）   ：35％

総務省の移住・交流情報ガーデンの地方へ
の年間移住あっせん件数

 ：約7,600件   ：11,000件
※国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

におけるＫＰＩ

１－１ 高知を知って、好きになってもら
う

１－２ 潜在層の移住についての関心
を高める

戦
略
の
柱

移住者と一緒に創る元気な地域

県外からの移住者 出発点（H26)：403組 現状（H27）：518組 4年後（H31）：1,000組

分野の目指す姿

分野を代表する
数値目標

連携テーマ《移住促進による地域と経済の活性化》の体系図

（２－１）高知ファンに、移住と言えば高知県
というイメージを持ってもらえるような独自性
の高い情報の発信

（２－２）顕在化された移住関心層等に、移
住と言えば高知県と意識をしてもらえるよう
な情報発信

移住ポータルサイト「高知家で暮らす。」の
セッション数

 ：429,236件   ：670,000件

２－１ 高知ファンに移住に関心を持っ
てもらう

２－２ 顕在層に高知の移住について

意識してもらう

１ （高知ファンへの）アプローチの強化

◆独自性の高い移住情報の発信

２ ターゲット別の戦略的アプローチ策の展
開

◆ [拡充] 効果的な情報発信と発信情報
の総量と質を上げる
・発信素材の継続的な発掘と発信法方
の磨き上げ
・子育て世代やアウトドア関心層等、ター
ゲット毎に訴求力のある媒体での広告
等の展開
・Ｕターンを促進するための県内向け広
報の強化及び人材ビジネス会社登録者
への情報発信

◆新たなエリアでの人材ルートの開拓

関心から行動に促すための情報や機会の
提供

移住相談者数

 ：3,458人   ：6,700人

「高知家で暮らし隊」会員新規登録者数

 ：1,398 人   ：2,700人

３ 移住に向けた主体的な行動に移っ
てもらう

１ 新規相談者の獲得対策の強化
◆ [拡充]相談機会の拡大

・「高知家で暮らし隊」会員制度の魅力向
上と登録ページの誘導
・県内での就業体験機会の提供と支援
・ターゲットや移住検討熟度に応じた移
住体験ツアー等の実施

２ 各分野の担い手確保策との連携による
人財誘致の促進

◆ [拡充]人財誘致の促進に向けたアプ
ローチの強化

・様々な人材ニーズの顕在化・集約化に
よる都市部人材とのマッチング強化

３ 都市部の人材・起業家の誘致
◆ 起業・就業マインドを持つ都市部の人
材の誘致

不安を解消してもらうサポートの充実。移住
に至るまでの仕事や住居等の多様な情報
や道筋の提示

相談窓口を通じた移住者数

 ：403組   ：1,000組

４ 移住について真剣に考えてもらう

１ 移住のハードルを下げる仕掛けづくりと
住宅の確保策の強化

◆[拡充]相談から移住に繋げるための取
り組みの強化
・高知市を中心とした二段階移住の取組
の展開

◆全県的な移住支援ネットワークの構築
◆[拡充]「仕事」と「住まい」の確保策の

強化
・空き家調査から、耐震を含む改修ま
でを一連で支援し、「安全な住まい」の
確保を強化

地域になじんでもらい、
住み続けていただくた
めの情報や機会の提
供とサポートの充実

県・市町村の移住相談
窓口利用者の3年目の
県内定着率

 ：87％
  ：90％以上

５ 高知に安心して住

み続けてもらう

１ 移住後の定住に向
けたフォロー体制の
深化

◆「ALL高知家」によ
る地域の移住者の
受入気運の醸成

戦略強化に向けた
３つの視点 リーチ（届く範囲）を広げる アクティブに働きかける ゲートウェイ（受け皿）を広げる 

各産業分野の取り組み［新規・拡充項目］
◆ [新規]首都圏高知ＩＴ・コンテンツネットワークの構築【商工業】（再掲）
◆ [拡充] U・Iターン就農者の確保に向けた産地提案型担い手確保対策の強化【農業】
（再掲）
◆ [拡充] 林業労働力確保センターと連携した就業者の確保【林業】（再掲）
◆ [拡充] 移住促進策と連携した就業希望者の掘り起こしや研修制度の充実【水産業】
（再掲）
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１ （マス・ターゲットへの）情報発信の大幅
拡大

◆高知家プロモーションと徹底的に連動し
た移住PRと「ALL高知家」 による情報拡散

２ （潜在層への）情報発信の大幅拡大

◆潜在層の取り込みの強化

戦
略
の
方
向
性

戦
略
目
標

（１－１）広く高知の良さを知ってもらい、魅
力を感じてもらい、好印象を持ってもらうた
めの多様な情報発信

（１－２）潜在的な移住関心層等に、移住や
地方で活躍することについて魅力を感じても
らい、移住についての関心を更に高めるよう
な情報発信

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

高知家の認知度
 ：28％（3月実績）   ：35％

総務省の移住・交流情報ガーデンの地方へ
の年間移住あっせん件数

 ：約7,600件   ：11,000件
※国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

におけるＫＰＩ

１－１ 高知を知って、好きになってもら
う

１－２ 潜在層の移住についての関心
を高める

戦
略
の
柱

移住者と一緒に創る元気な地域

県外からの移住者 出発点（H26)：403組 現状（H27）：518組 4年後（H31）：1,000組

分野の目指す姿

分野を代表する
数値目標

連携テーマ《移住促進による地域と経済の活性化》の体系図

（２－１）高知ファンに、移住と言えば高知県
というイメージを持ってもらえるような独自性
の高い情報の発信

（２－２）顕在化された移住関心層等に、移
住と言えば高知県と意識をしてもらえるよう
な情報発信

移住ポータルサイト「高知家で暮らす。」の
セッション数

 ：429,236件   ：670,000件

２－１ 高知ファンに移住に関心を持っ
てもらう

２－２ 顕在層に高知の移住について

意識してもらう

１ （高知ファンへの）アプローチの強化

◆独自性の高い移住情報の発信

２ ターゲット別の戦略的アプローチ策の展
開

◆ [拡充] 効果的な情報発信と発信情報
の総量と質を上げる
・発信素材の継続的な発掘と発信法方
の磨き上げ
・子育て世代やアウトドア関心層等、ター
ゲット毎に訴求力のある媒体での広告
等の展開
・Ｕターンを促進するための県内向け広
報の強化及び人材ビジネス会社登録者
への情報発信

◆新たなエリアでの人材ルートの開拓

関心から行動に促すための情報や機会の
提供

移住相談者数

 ：3,458人   ：6,700人

「高知家で暮らし隊」会員新規登録者数

 ：1,398 人   ：2,700人

３ 移住に向けた主体的な行動に移っ
てもらう

１ 新規相談者の獲得対策の強化
◆ [拡充]相談機会の拡大

・「高知家で暮らし隊」会員制度の魅力向
上と登録ページの誘導
・県内での就業体験機会の提供と支援
・ターゲットや移住検討熟度に応じた移
住体験ツアー等の実施

２ 各分野の担い手確保策との連携による
人財誘致の促進

◆ [拡充]人財誘致の促進に向けたアプ
ローチの強化

・様々な人材ニーズの顕在化・集約化に
よる都市部人材とのマッチング強化

３ 都市部の人材・起業家の誘致
◆ 起業・就業マインドを持つ都市部の人
材の誘致

不安を解消してもらうサポートの充実。移住
に至るまでの仕事や住居等の多様な情報
や道筋の提示

相談窓口を通じた移住者数

 ：403組   ：1,000組

４ 移住について真剣に考えてもらう

１ 移住のハードルを下げる仕掛けづくりと
住宅の確保策の強化

◆[拡充]相談から移住に繋げるための取
り組みの強化
・高知市を中心とした二段階移住の取組
の展開

◆全県的な移住支援ネットワークの構築
◆[拡充]「仕事」と「住まい」の確保策の

強化
・空き家調査から、耐震を含む改修ま
でを一連で支援し、「安全な住まい」の
確保を強化

地域になじんでもらい、
住み続けていただくた
めの情報や機会の提
供とサポートの充実

県・市町村の移住相談
窓口利用者の3年目の
県内定着率

 ：87％
  ：90％以上

５ 高知に安心して住

み続けてもらう

１ 移住後の定住に向
けたフォロー体制の
深化

◆「ALL高知家」によ
る地域の移住者の
受入気運の醸成

戦略強化に向けた
３つの視点 リーチ（届く範囲）を広げる アクティブに働きかける ゲートウェイ（受け皿）を広げる 

各産業分野の取り組み［新規・拡充項目］
◆ [新規]首都圏高知ＩＴ・コンテンツネットワークの構築【商工業】（再掲）
◆ [拡充] U・Iターン就農者の確保に向けた産地提案型担い手確保対策の強化【農業】
（再掲）
◆ [拡充] 林業労働力確保センターと連携した就業者の確保【林業】（再掲）
◆ [拡充] 移住促進策と連携した就業希望者の掘り起こしや研修制度の充実【水産業】
（再掲）
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＜土佐まるごとビジネスアカデミー（土佐MBA）＞
○ビジネス研修（アカデミー）として学ぶべき分野・科目体系を整理し、分野ごとに

監修講師を配置することで、より一体感のある講義内容にチェンジ
○ 「経営戦略コース」の充実
○ ビジネストレンドセミナー、事業戦略別セミナー、ＩｏＴ推進セミナー等を新設 等

連携テーマ《担い手の育成・確保》の展開イメージ  後継者や担い手を育成・確保し、取り組みを継承・発展させる 

移住者

高知ファン

移住関心層

人財

移住組数

目標（Ｈ28）650組
現状（Ｈ29.1）543組
前年同期比 +135％

○ 本県の魅力を発信する素材の継続的な発掘と発信方法の磨き上げ
○ 子育て世代やアウトドア関心層等、ターゲット毎に訴求力のある媒体での

広告等の展開

○ 高知市を中心とした二段階移住の取り組みの展開
○ 「高知家生涯活躍のまち」（高知版ＣＣＲＣ）の取り組みの推進
○ 空き家調査から耐震を含む改修までを一連で支援

県外からの移住者数

1000組

新

新
新新

【農 業】 ○ 産地提案型担い手確保対策の推進
○ 女性を対象とした農業講座「はちきん農業大学」の開催
○ 地域間で労働力を補完しあう県域での仕組みの構築

【林 業】 ○ 林業大学校の充実・強化（Ｈ27：短期課程・基礎課程、Ｈ３0：専攻課程開講）

○ 都市部で高知の林業を学ぶ「フォレストスクール」の開催
【水産業】 ○ 長期・短期研修、漁業就業セミナーの実施（家族での漁村生活体験）

○ 担い手育成団体（法人等）の漁業就業フェア等への参加促進
○ 漁村の地域の特色を生かしたライフスタイルのパッケージ化による提案

【商工業】 ○ 事業承継・人材確保センターによる中核人材のマッチング支援
○ ［コンテンツ］首都圏の人材・企業とのネットワークの構築 等

○ 様々な人材ニーズの顕在化・集約化による都市部人材とのマッチング強化
・移住促進と密接に関連する「U・Iターン就職」「中核人材確保」の業務を一体的に展
開する仕組みの構築
・様々な人材ニーズを集約したデータベースを整備し、都市部の人材に
向けて一元的に情報発信していく仕組みの構築

○ 新規相談者の獲得対策
・「高知家で暮らし隊」会員制度の魅力向上と登録ページへの誘導強化
・県内での就業体験機会の提供と支援（ふるさとワーキングホリデー等）

○ 都市部の人材・起業家の誘致促進

◆ 柱２ 移住施策とも連携した県内外での担い手確保対策

ターゲット Ｈ３１の目標

県出身
県外大学生

等

Ｕﾀｰﾝ就職率
現状（Ｈ28.3）
16.4%・334人

前年比 +0.5％・+1人

○ Ｕﾀｰﾝ就職ｻﾎﾟｰﾄｶﾞｲﾄﾞの作成・配布等による保護者等への情報提供
○ 県内企業と大学との情報交換会
○ Uﾀｰﾝ就職支援ｾﾐﾅｰの開催
○ 学生向け情報サイトによる企業・就職情報等の発信
○ 奨学金の返還支援制度を活用した産業人材の確保
○ 大学生等へのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ受入企業情報等の提供 等Ｕターン就職率30%

◆ 柱１ 本県産業を担う人材の育成

＜地域の頑張る人づくり事業＞

○ 地域の産業振興や地域振興の取り組みを
牽引する意欲ある担い手の育成を支援

＜土佐の観光創生塾＞
○ 事業者の旅行商品造成力の一層の向上と販売力の強化
○ 受講者の連携による地域観光クラスター化の促進
○ 受講者のニーズに応じた専門家の派遣 等

拡

（１）移住（人財誘致）の促進、（3）中核人材の確保

拡

連携

中核人材・担い手として活躍、事業の承継

インターネットクラウドサービス
による双方向通信 ココプラ

＜発達段階に応じたキャリア教育等の実施＞
○ 小中学校キャリア教育充実プランの推進
○ 高校生の県内企業におけるインターンシップの推進
○ 県内大学生等の地域定着のための雇用創出ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・教育ﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑの実施（COC+) 等○ 基礎技術編（アプリ開発）

・オンライン学習サービス（E-ラーニング）を活用した
プログラミング等の基礎技 術講座の開催

○ 応用編（アプリ開発）
・県内企業から派遣さ れたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰと受講者によるｸﾞﾙｰﾌﾟ開発
・参加者の拡大（定員20名→30名）等

ア
プ
リ
開
発
分
野

サテプラ（サテライトプラットフォーム）コンテンツ人材の育成
土佐MBA講義の受信
・市町村や経済団体等と連携して実施
・受講者同⼠の出会いと交流の促進
・配信状況の安定化
・ネット受講の年間視聴

◆移住者倍増に向け、
“３つの戦略”に基づき対
策を実施！

リーチ（届く範囲）を広げる！ =“情報発信を大幅強化し、ターゲット別に戦略を展開”戦略1

ゲートウェイ（受け皿）を広げる！=“ハードルを下げる仕掛けづくりと住宅確保策強化”戦略３

学生に確実に情報が届く仕組みの構築！戦略

（４）各産業分野の担い手育成・確保策

（2）U・Iターン就職の促進

連
携

拡

拡

新

拡

拡

拡

拡

拡

＜事業者の維持・発展に向けた人材の定着・確保対策の推進＞
○ 新規高卒者の離職防止対策（各種セミナーの開催）
○ 従業員の定着対策（経営計画の策定、労働環境の整備） 等
新
新

新

拡
新
新
拡
新
拡
新
新

新

拡

アクティブに働きかける！=“各産業分野の担い手確保策との連携による人財誘致の促進“戦略２

拡

ターゲット Ｈ３１の目標

「移住」「ＵＩターン就職」「中核人材確保」の業務を一体的に展開

事業戦略の策定による人材ニーズの明確化・顕在化

人材ニーズＤＢの⼀元化
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＜土佐まるごとビジネスアカデミー（土佐MBA）＞
○ビジネス研修（アカデミー）として学ぶべき分野・科目体系を整理し、分野ごとに

監修講師を配置することで、より一体感のある講義内容にチェンジ
○ 「経営戦略コース」の充実
○ ビジネストレンドセミナー、事業戦略別セミナー、ＩｏＴ推進セミナー等を新設 等

連携テーマ《担い手の育成・確保》の展開イメージ  後継者や担い手を育成・確保し、取り組みを継承・発展させる 

移住者

高知ファン

移住関心層

人財

移住組数

目標（Ｈ28）650組
現状（Ｈ29.1）543組
前年同期比 +135％

○ 本県の魅力を発信する素材の継続的な発掘と発信方法の磨き上げ
○ 子育て世代やアウトドア関心層等、ターゲット毎に訴求力のある媒体での

広告等の展開

○ 高知市を中心とした二段階移住の取り組みの展開
○ 「高知家生涯活躍のまち」（高知版ＣＣＲＣ）の取り組みの推進
○ 空き家調査から耐震を含む改修までを一連で支援

県外からの移住者数

1000組

新

新
新新

【農 業】 ○ 産地提案型担い手確保対策の推進
○ 女性を対象とした農業講座「はちきん農業大学」の開催
○ 地域間で労働力を補完しあう県域での仕組みの構築

【林 業】 ○ 林業大学校の充実・強化（Ｈ27：短期課程・基礎課程、Ｈ３0：専攻課程開講）

○ 都市部で高知の林業を学ぶ「フォレストスクール」の開催
【水産業】 ○ 長期・短期研修、漁業就業セミナーの実施（家族での漁村生活体験）

○ 担い手育成団体（法人等）の漁業就業フェア等への参加促進
○ 漁村の地域の特色を生かしたライフスタイルのパッケージ化による提案

【商工業】 ○ 事業承継・人材確保センターによる中核人材のマッチング支援
○ ［コンテンツ］首都圏の人材・企業とのネットワークの構築 等

○ 様々な人材ニーズの顕在化・集約化による都市部人材とのマッチング強化
・移住促進と密接に関連する「U・Iターン就職」「中核人材確保」の業務を一体的に展
開する仕組みの構築
・様々な人材ニーズを集約したデータベースを整備し、都市部の人材に
向けて一元的に情報発信していく仕組みの構築

○ 新規相談者の獲得対策
・「高知家で暮らし隊」会員制度の魅力向上と登録ページへの誘導強化
・県内での就業体験機会の提供と支援（ふるさとワーキングホリデー等）

○ 都市部の人材・起業家の誘致促進

◆ 柱２ 移住施策とも連携した県内外での担い手確保対策

ターゲット Ｈ３１の目標

県出身
県外大学生

等

Ｕﾀｰﾝ就職率
現状（Ｈ28.3）
16.4%・334人

前年比 +0.5％・+1人

○ Ｕﾀｰﾝ就職ｻﾎﾟｰﾄｶﾞｲﾄﾞの作成・配布等による保護者等への情報提供
○ 県内企業と大学との情報交換会
○ Uﾀｰﾝ就職支援ｾﾐﾅｰの開催
○ 学生向け情報サイトによる企業・就職情報等の発信
○ 奨学金の返還支援制度を活用した産業人材の確保
○ 大学生等へのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ受入企業情報等の提供 等Ｕターン就職率30%

◆ 柱１ 本県産業を担う人材の育成

＜地域の頑張る人づくり事業＞

○ 地域の産業振興や地域振興の取り組みを
牽引する意欲ある担い手の育成を支援

＜土佐の観光創生塾＞
○ 事業者の旅行商品造成力の一層の向上と販売力の強化
○ 受講者の連携による地域観光クラスター化の促進
○ 受講者のニーズに応じた専門家の派遣 等

拡

（１）移住（人財誘致）の促進、（3）中核人材の確保

拡

連携

中核人材・担い手として活躍、事業の承継

インターネットクラウドサービス
による双方向通信 ココプラ

＜発達段階に応じたキャリア教育等の実施＞
○ 小中学校キャリア教育充実プランの推進
○ 高校生の県内企業におけるインターンシップの推進
○ 県内大学生等の地域定着のための雇用創出ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・教育ﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑの実施（COC+) 等○ 基礎技術編（アプリ開発）

・オンライン学習サービス（E-ラーニング）を活用した
プログラミング等の基礎技 術講座の開催

○ 応用編（アプリ開発）
・県内企業から派遣さ れたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰと受講者によるｸﾞﾙｰﾌﾟ開発
・参加者の拡大（定員20名→30名）等

ア
プ
リ
開
発
分
野

サテプラ（サテライトプラットフォーム）コンテンツ人材の育成
土佐MBA講義の受信
・市町村や経済団体等と連携して実施
・受講者同⼠の出会いと交流の促進
・配信状況の安定化
・ネット受講の年間視聴

◆移住者倍増に向け、
“３つの戦略”に基づき対
策を実施！

リーチ（届く範囲）を広げる！ =“情報発信を大幅強化し、ターゲット別に戦略を展開”戦略1

ゲートウェイ（受け皿）を広げる！=“ハードルを下げる仕掛けづくりと住宅確保策強化”戦略３

学生に確実に情報が届く仕組みの構築！戦略

（４）各産業分野の担い手育成・確保策

（2）U・Iターン就職の促進

連
携

拡

拡

新

拡

拡

拡

拡

拡

＜事業者の維持・発展に向けた人材の定着・確保対策の推進＞
○ 新規高卒者の離職防止対策（各種セミナーの開催）
○ 従業員の定着対策（経営計画の策定、労働環境の整備） 等
新
新

新

拡
新
新
拡
新
拡
新
新

新

拡

アクティブに働きかける！=“各産業分野の担い手確保策との連携による人財誘致の促進“戦略２

拡

ターゲット Ｈ３１の目標

「移住」「ＵＩターン就職」「中核人材確保」の業務を一体的に展開

事業戦略の策定による人材ニーズの明確化・顕在化

人材ニーズＤＢの⼀元化
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（１）発達段階に応じたキャリア教育等の実施
◆小中学校キャリア教育充実プランの推進
◆高校生の県内企業・学校見学やインターンシップの推進
◆社会人基礎力育成の取組の推進
◆生徒・保護者・教職員対象の進路講演会開催
◆社会人教育の一層の充実（高知県立大学・高知工科大学）
◆専門学校生の県内定着に向けた支援
◆県内大学生等の県内定着に向けた支援

（２）学びの機会の提供
◆［拡充］産学官民連携による産業人材育成プログラム「土佐まるごとビジネスアカデミー（土佐MBA）」の実施
◆土佐MBAによる起業人材育成機能を強化（起業家養成講座）（再掲）
◆［拡充］『アプリ開発人材育成講座』(土佐ＭＢＡ)の充実・強化（再掲）
◆産学官民連携のプラットフォーム機能を活かした産業振興の推進（再掲）
◆県と市町村の職員がともに学び合う研修「土佐まるごと立志塾」の実施
◆地域の産業振興や地域振興の取り組みを牽引する意欲ある担い手の育成を支援
◆観光創生塾を活用した地域の事業者連携（地域観光クラスター化）の促進支援と売れる観光商品づくり（産業観光を含む）（再掲）
◆広域観光組織の機能強化（再掲）
◆地域コーディネーターの配置強化（再掲）
◆観光創生塾を通じた人材育成（再掲）
◆外国人観光客へのおもてなしができる観光人材及び観光ボランティアガイド団体の育成支援（再掲）
◆［新規］新規高卒者の離職防止（再掲）
◆［新規］従業員の定着対策（再掲）
◆［新規］職種間のミスマッチの解消（再掲）

後継者や担い手を育成・確保し、取り組みを継承・発展させる

戦
略
の

方
向
性

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

戦
略
の
柱

分野の目指す姿

連携テーマ（担い手の育成・確保）の体系図

２ 移住施策とも連携した県内外での担い手確保対策１ 本県産業を担う人材の育成

（１）移住（人財誘致）の促進
◆新たなエリアでの人材ルートの開拓（再掲）
◆ ［拡充］人財誘致の促進に向けたアプローチの強化(再掲）
◆起業・就業マインドを持つ都市部の人材の誘致（再掲）
◆ ［拡充］相談から移住に繋げるための取り組みの強化（再掲）

（２）Ｕ・Ｉターン就職の促進
◆奨学金の返還支援制度を活用した産業人材の確保と定着促進
◆Ｕ・Ｉターンと県内就職の促進（再掲）

（３）中核人材の確保
◆事業者の事業承継に関する周知とニーズの掘り起こし（再掲）
◆事業承継計画の策定から承継後の新たな事業展開までの一貫支援（再掲）
◆事業者の求人ニーズの掘り起こし（再掲）
◆県内外からの事業者の求人ニーズにマッチする中核人材の掘り起こし（再掲）

（４）各産業分野の担い手育成・確保（再掲）

担い手となる人を県内で育てる ・様々な施策によって人と仕事をマッチングする

（３） 各産業分野の担い手育成・確保
《農業》
◆農産物加工の裾野の拡大とステップアップ（再掲）
◆［拡充］U・Iターン就農者の確保に向けた産地提案型担い手確保対策の強化（再掲）
◆雇用就農者の確保に向けた取り組みの強化（再掲）
◆［拡充］農業担い手育成センターの充実・強化（再掲）
◆実践研修・営農定着への支援（再掲）
◆［拡充］家族経営体の経営発展に向けた支援（再掲）
◆法人経営体への誘導と経営発展への支援（再掲）
◆［拡充］経営体を支える労働力の確保と省力化の推進（再掲）
《林業》
◆［拡充］林業学校における人材育成（再掲）
◆森林組合等の県内事業体への雇用促進（再掲）
◆［拡充］林業労働力確保支援センターと連携した就業者の確保（再掲）
◆移住施策との連携による担い手の確保（再掲）
◆特用林産業新規就業者の支援（再掲）
◆林業事業体のマネジメント能力向上（再掲）
◆林業事業体における就労環境の改善（再掲）
◆小規模林業の活動を支援（再掲）

《水産業》
◆漁業経営の効率化（既存養殖業の振興）（再掲）
◆［拡充］移住促進策と連携した就業希望者の掘り起こしや研修制度の充実(再掲)
◆法人等の参入による担い手育成の新たな受け皿づくり（再掲）
◆［拡充］就業時の設備投資、資金調達への支援(再掲)
◆新規就業者が参入しやすい環境づくり（再掲）
《商工業》
◆［拡充］「紙産業の在り方検討会」の取りまとめに基づき、紙産業の振興をさらに強化(再掲)
◆企業の課題に応じたセミナー等の実施（再掲）
◆［新規］商工会等による経営計画の策定と事業展開への支援（再掲）
◆［新規］普及啓発セミナー等の開催（再掲）
◆企業のニーズに合わせた人材育成訓練の実施（再掲）
◆伝統的工芸品産業等の人材育成
◆工業技術センター等が行う技術研修 （人材育成事業（工業技術センター・紙産業技術センター））（再掲）
◆産業界のニーズに応じた人材の育成（高等技術学校）（再掲）
◆［新規］首都圏高知IT・コンテンツネットワークの構築（再掲）
◆会社説明会の開催支援（再掲）
◆社外研修費への助成（再掲）
◆産学情報交換会の開催
《福祉・介護》
◆あったかふれあいセンター事業の実施
◆福祉・介護分野への就業促進事業の実施
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（１）発達段階に応じたキャリア教育等の実施
◆小中学校キャリア教育充実プランの推進
◆高校生の県内企業・学校見学やインターンシップの推進
◆社会人基礎力育成の取組の推進
◆生徒・保護者・教職員対象の進路講演会開催
◆社会人教育の一層の充実（高知県立大学・高知工科大学）
◆専門学校生の県内定着に向けた支援
◆県内大学生等の県内定着に向けた支援

（２）学びの機会の提供
◆［拡充］産学官民連携による産業人材育成プログラム「土佐まるごとビジネスアカデミー（土佐MBA）」の実施
◆土佐MBAによる起業人材育成機能を強化（起業家養成講座）（再掲）
◆［拡充］『アプリ開発人材育成講座』(土佐ＭＢＡ)の充実・強化（再掲）
◆産学官民連携のプラットフォーム機能を活かした産業振興の推進（再掲）
◆県と市町村の職員がともに学び合う研修「土佐まるごと立志塾」の実施
◆地域の産業振興や地域振興の取り組みを牽引する意欲ある担い手の育成を支援
◆観光創生塾を活用した地域の事業者連携（地域観光クラスター化）の促進支援と売れる観光商品づくり（産業観光を含む）（再掲）
◆広域観光組織の機能強化（再掲）
◆地域コーディネーターの配置強化（再掲）
◆観光創生塾を通じた人材育成（再掲）
◆外国人観光客へのおもてなしができる観光人材及び観光ボランティアガイド団体の育成支援（再掲）
◆［新規］新規高卒者の離職防止（再掲）
◆［新規］従業員の定着対策（再掲）
◆［新規］職種間のミスマッチの解消（再掲）

後継者や担い手を育成・確保し、取り組みを継承・発展させる

戦
略
の

方
向
性

取
組
方
針
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な「
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的
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分野の目指す姿

連携テーマ（担い手の育成・確保）の体系図

２ 移住施策とも連携した県内外での担い手確保対策１ 本県産業を担う人材の育成

（１）移住（人財誘致）の促進
◆新たなエリアでの人材ルートの開拓（再掲）
◆ ［拡充］人財誘致の促進に向けたアプローチの強化(再掲）
◆起業・就業マインドを持つ都市部の人材の誘致（再掲）
◆ ［拡充］相談から移住に繋げるための取り組みの強化（再掲）

（２）Ｕ・Ｉターン就職の促進
◆奨学金の返還支援制度を活用した産業人材の確保と定着促進
◆Ｕ・Ｉターンと県内就職の促進（再掲）

（３）中核人材の確保
◆事業者の事業承継に関する周知とニーズの掘り起こし（再掲）
◆事業承継計画の策定から承継後の新たな事業展開までの一貫支援（再掲）
◆事業者の求人ニーズの掘り起こし（再掲）
◆県内外からの事業者の求人ニーズにマッチする中核人材の掘り起こし（再掲）

（４）各産業分野の担い手育成・確保（再掲）

担い手となる人を県内で育てる ・様々な施策によって人と仕事をマッチングする

（３） 各産業分野の担い手育成・確保
《農業》
◆農産物加工の裾野の拡大とステップアップ（再掲）
◆［拡充］U・Iターン就農者の確保に向けた産地提案型担い手確保対策の強化（再掲）
◆雇用就農者の確保に向けた取り組みの強化（再掲）
◆［拡充］農業担い手育成センターの充実・強化（再掲）
◆実践研修・営農定着への支援（再掲）
◆［拡充］家族経営体の経営発展に向けた支援（再掲）
◆法人経営体への誘導と経営発展への支援（再掲）
◆［拡充］経営体を支える労働力の確保と省力化の推進（再掲）
《林業》
◆［拡充］林業学校における人材育成（再掲）
◆森林組合等の県内事業体への雇用促進（再掲）
◆［拡充］林業労働力確保支援センターと連携した就業者の確保（再掲）
◆移住施策との連携による担い手の確保（再掲）
◆特用林産業新規就業者の支援（再掲）
◆林業事業体のマネジメント能力向上（再掲）
◆林業事業体における就労環境の改善（再掲）
◆小規模林業の活動を支援（再掲）

《水産業》
◆漁業経営の効率化（既存養殖業の振興）（再掲）
◆［拡充］移住促進策と連携した就業希望者の掘り起こしや研修制度の充実(再掲)
◆法人等の参入による担い手育成の新たな受け皿づくり（再掲）
◆［拡充］就業時の設備投資、資金調達への支援(再掲)
◆新規就業者が参入しやすい環境づくり（再掲）
《商工業》
◆［拡充］「紙産業の在り方検討会」の取りまとめに基づき、紙産業の振興をさらに強化(再掲)
◆企業の課題に応じたセミナー等の実施（再掲）
◆［新規］商工会等による経営計画の策定と事業展開への支援（再掲）
◆［新規］普及啓発セミナー等の開催（再掲）
◆企業のニーズに合わせた人材育成訓練の実施（再掲）
◆伝統的工芸品産業等の人材育成
◆工業技術センター等が行う技術研修 （人材育成事業（工業技術センター・紙産業技術センター））（再掲）
◆産業界のニーズに応じた人材の育成（高等技術学校）（再掲）
◆［新規］首都圏高知IT・コンテンツネットワークの構築（再掲）
◆会社説明会の開催支援（再掲）
◆社外研修費への助成（再掲）
◆産学情報交換会の開催
《福祉・介護》
◆あったかふれあいセンター事業の実施
◆福祉・介護分野への就業促進事業の実施
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水産業①

農業④

農業⑤

農業①

農業③

農業⑧

農業⑨

農業⑦

農業⑥ 林業②

林業③

その他①

その他②食品加工②

水産業②

○地域産業クラスタープロジェクトの構築

○消費者・加工事業者等の
ニーズ（川下）

こんな野菜・加工品が欲しい 

クラスタープランの策定 クラスタープランの実践

●クラスタープランの策定・実⾏をサポートする外部
アドバイザーの派遣

●農業クラスタープランの策定経費への助成

地域産業クラスター育成セミナーの開催 等

クラスタープランの策定

⇒プランづくりを通して、具体の取組と参加
事業者をさらに拡大

「クラスタープラン」に基づき、
第１次から第３次まで様々な取り組みを展開

● 補助⾦による支援
・次世代型ハウス・農業クラスター促進事業費補助⾦
・⽔産物地産外商推進事業費補助⾦
・産業振興推進総合支援事業費補助⾦ 等

● その他、企業⽴地も含めた関連施策を効果的に組み合
わせて支援

生産 物流
拠点

試験研
究機関

残さい
処理
施設

加工
施設

観光
体験

冷凍・
冷蔵保
管施設

養殖魚、メジカ ○「志国高知幕末維新博」の開催を通じて、歴史資源
を磨き上げ、歴史観光の基盤を整えるとともに、磨き
上げた歴史資源を地域の食や自然などを⼀体的に
周遊できるコース（観光クラスター）を作り上げる。

◆ 地域産業クラスターの形成に向けた仕組み

観光クラスター

※図はイメージです。

○産地のニーズ（川上）
生産を拡大したい 

付加価値を高めたい 

・県、地産外商公社、ものづくり地産地消・外
商センター、市町村、各ＪＡ、園芸連、商工会、
観光協会 等

積極的に情報収集

◆18のクラスターﾌﾟロジェクトを推進（H29.3月現在） ⇒ これらのプロジェクトの具体化を図るとともに、新たなプロジェクトを掘り起こし、各地で展開

地域産業クラスター化推進チーム（県庁内）

・県ワンストップ窓口

相談窓口の設置

情報集約
支
援
メ
ニ
ュ
ー

地
域
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
の
形
成

食品加工① 加工・業務用野菜の産地化プロジェクト
（県内一円）

産地

産地

産地

産地 販路①
加工用事業者へ販売

販路②
業務用事業者へ販売

販路③
自らが製品化して販売

流通拠点

【メンバー例】農業振興センター、地域本部、市町村、関係団体、外部アドバイザー 等

個別のクラスタープロジェクトチームによる支援

「クラスタープロジェクトチーム」と連携し、“クラスタープロジェクト”のさらなる充実強化を支援

クラスター形成に向けた検討

○「地域産業クラスターの形成」に向けた
“クラスタープロジェクト”の充実強化

農業

①四万十次世代モデルプロジェクト

②日高村トマト産地拡大プロジェクト

③南国市還元野菜プロジェクト

④日本⼀のニラ産地拡大プロジェクト

⑤日本⼀のナス産地拡大プロジェクト

⑥嶺北畜産クラスターによる地域の活性化

⑦四万十ポークブランド推進プロジェクト

⑧いの町生姜生産・販売拡大プロジェクト

⑨四万十の栗プロジェクト

林業

①林業・木材産業クラスタープロジェクト

②嶺北地域の林業クラスターによる地域の活性化

③佐川町で展開する自伐型林業での木材産業クラスター

水産
業

①幡多地域広域水産業クラスター

②中央地域広域水産業クラスター

食品
加工

①JAグループ・流通事業者等による加工・業務用野菜の
産地化プロジェクト
②株式会社フードプラン、仁淀川町等を中心としたカット
野菜事業クラスター

そ
の
他

①奈半利町の集落活動センターを中心としたクラスター

②竹資源の活用による中山間地域の新たな産業の創出

第一次産業から第三次産業までの
多様な仕事の創出

＋
地域の経済波及効果

水産業① 幡多地域広域水産業クラスター
（宿毛市、大月町、土佐清水市）

林業① 林業・木材産業クラスタープロジェクト
（県内一円）

農業② 日高村トマト産地拡大プロジェクト
（日高村）

情報収集

次世代型ハウス

生産 物流
拠点

レストラ
ン・直販

所

種苗
施設

加工
施設

クライ
ンガル
テン

農業
担い手育
成センター

農業① 四万十次世代モデルプロジェクト
（四万十町）

※オムライススタンプラ
リー参加レストラン等

地元飲食店

（日高まるごとイタリ
アンプロジェクト）

レス
トラ
ン

直
販
所

村の駅ひだか

サングリーンコスモス
ふれあい市

加工
施設

NPO法人
日高わのわ会

研修

新規参入企業

ＪＡ出資型法人【JAコスモス】
（研修・のれん分けハウス）
（※）中山間複合経営拠点

規模拡大生産者
新規就農者

次世代型ハウス等

地元既存生産者

ＪＡコスモス
トマト選果場

集出
荷場

「食」を目的
とした観光

生産

ＪＡ出資型法人

⽇高村トマト生産団地

農業②

連携テーマ《地域産業クラスターの形成》の展開イメージ  点から面へ。多様な仕事を数多く創出する 
クラスタープランの策定状況を踏まえて設定分野を代表する目標

製材工場Ａ材

Ｂ材

CLTパネル工
場

集成材工場
ラミナ工場

原木生産
＋苗木

高次加工

木質バイオマス発
電

製材加工
+発電

Ｃ・Ｄ材

新

新
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水産業①

農業④

農業⑤

農業①

農業③

農業⑧

農業⑨

農業⑦

農業⑥ 林業②

林業③

その他①

その他②食品加工②

水産業②

○地域産業クラスタープロジェクトの構築

○消費者・加工事業者等の
ニーズ（川下）

こんな野菜・加工品が欲しい 

クラスタープランの策定 クラスタープランの実践

●クラスタープランの策定・実⾏をサポートする外部
アドバイザーの派遣

●農業クラスタープランの策定経費への助成

地域産業クラスター育成セミナーの開催 等

クラスタープランの策定

⇒プランづくりを通して、具体の取組と参加
事業者をさらに拡大

「クラスタープラン」に基づき、
第１次から第３次まで様々な取り組みを展開

● 補助⾦による支援
・次世代型ハウス・農業クラスター促進事業費補助⾦
・⽔産物地産外商推進事業費補助⾦
・産業振興推進総合支援事業費補助⾦ 等

● その他、企業⽴地も含めた関連施策を効果的に組み合
わせて支援

生産 物流
拠点

試験研
究機関

残さい
処理
施設

加工
施設

観光
体験

冷凍・
冷蔵保
管施設

養殖魚、メジカ ○「志国高知幕末維新博」の開催を通じて、歴史資源
を磨き上げ、歴史観光の基盤を整えるとともに、磨き
上げた歴史資源を地域の食や自然などを⼀体的に
周遊できるコース（観光クラスター）を作り上げる。

◆ 地域産業クラスターの形成に向けた仕組み

観光クラスター

※図はイメージです。

○産地のニーズ（川上）
生産を拡大したい 

付加価値を高めたい 

・県、地産外商公社、ものづくり地産地消・外
商センター、市町村、各ＪＡ、園芸連、商工会、
観光協会 等

積極的に情報収集

◆18のクラスターﾌﾟロジェクトを推進（H29.3月現在） ⇒ これらのプロジェクトの具体化を図るとともに、新たなプロジェクトを掘り起こし、各地で展開

地域産業クラスター化推進チーム（県庁内）

・県ワンストップ窓口

相談窓口の設置

情報集約
支
援
メ
ニ
ュ
ー

地
域
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
の
形
成

食品加工① 加工・業務用野菜の産地化プロジェクト
（県内一円）

産地

産地

産地

産地 販路①
加工用事業者へ販売

販路②
業務用事業者へ販売

販路③
自らが製品化して販売

流通拠点

【メンバー例】農業振興センター、地域本部、市町村、関係団体、外部アドバイザー 等

個別のクラスタープロジェクトチームによる支援

「クラスタープロジェクトチーム」と連携し、“クラスタープロジェクト”のさらなる充実強化を支援

クラスター形成に向けた検討

○「地域産業クラスターの形成」に向けた
“クラスタープロジェクト”の充実強化

農業

①四万十次世代モデルプロジェクト

②日高村トマト産地拡大プロジェクト

③南国市還元野菜プロジェクト

④日本⼀のニラ産地拡大プロジェクト

⑤日本⼀のナス産地拡大プロジェクト

⑥嶺北畜産クラスターによる地域の活性化

⑦四万十ポークブランド推進プロジェクト

⑧いの町生姜生産・販売拡大プロジェクト

⑨四万十の栗プロジェクト

林業

①林業・木材産業クラスタープロジェクト

②嶺北地域の林業クラスターによる地域の活性化

③佐川町で展開する自伐型林業での木材産業クラスター

水産
業

①幡多地域広域水産業クラスター

②中央地域広域水産業クラスター

食品
加工

①JAグループ・流通事業者等による加工・業務用野菜の
産地化プロジェクト
②株式会社フードプラン、仁淀川町等を中心としたカット
野菜事業クラスター

そ
の
他

①奈半利町の集落活動センターを中心としたクラスター

②竹資源の活用による中山間地域の新たな産業の創出

第一次産業から第三次産業までの
多様な仕事の創出

＋
地域の経済波及効果

水産業① 幡多地域広域水産業クラスター
（宿毛市、大月町、土佐清水市）

林業① 林業・木材産業クラスタープロジェクト
（県内一円）

農業② 日高村トマト産地拡大プロジェクト
（日高村）

情報収集

次世代型ハウス
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拠点

レストラ
ン・直販

所

種苗
施設

加工
施設

クライ
ンガル
テン

農業
担い手育
成センター

農業① 四万十次世代モデルプロジェクト
（四万十町）

※オムライススタンプラ
リー参加レストラン等

地元飲食店

（日高まるごとイタリ
アンプロジェクト）

レス
トラ
ン

直
販
所

村の駅ひだか

サングリーンコスモス
ふれあい市

加工
施設

NPO法人
日高わのわ会

研修

新規参入企業

ＪＡ出資型法人【JAコスモス】
（研修・のれん分けハウス）
（※）中山間複合経営拠点

規模拡大生産者
新規就農者

次世代型ハウス等

地元既存生産者

ＪＡコスモス
トマト選果場

集出
荷場

「食」を目的
とした観光

生産

ＪＡ出資型法人

⽇高村トマト生産団地

農業②

連携テーマ《地域産業クラスターの形成》の展開イメージ  点から面へ。多様な仕事を数多く創出する 
クラスタープランの策定状況を踏まえて設定分野を代表する目標

製材工場Ａ材

Ｂ材

CLTパネル工
場

集成材工場
ラミナ工場

原木生産
＋苗木

高次加工

木質バイオマス発
電

製材加工
+発電

Ｃ・Ｄ材

新

新
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点から面へ。多様な仕事を数多く創出する

戦
略
の

方
向
性

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

戦
略
の
柱

分野の目指す姿

連携テーマ《地域産業クラスターの形成》の体系図

（１）地域産業クラスターの形成を促進する
◆地域産業クラスタープロジェクトの具体化支援

（２）農業クラスターの形成
◆【拡充】次世代型ハウス等の整備支援（再掲）
◆【拡充】地元と協働した企業の農業参入の推進（再掲）
◆【拡充】食品加工、物流、直販所等関連産業との連携の推進（再掲）
◆担い手への農地集積の加速化（再掲）
◆園芸団地の整備促進（再掲）

（３）水産業クラスターの形成
◆既存加工施設の高度化（再掲）
◆既存加工施設の衛生管理体制の強化（再掲）
◆【拡充】 HACCPに対応した加工施設の立地促進(再掲）
◆残さい加工ビジネスの再構築（再掲）
◆【拡充】冷凍保管ビジネスの事業化（再掲）

（４）食品産業クラスターの形成
◆川上から川下までの情報を効率的に集約してクラスター化を誘導（再掲）

（５）産業集積の幅を広げる取り組みの強化
◆【拡充】遊漁や体験漁業の振興（遊漁船業等の振興）（再掲）
◆遊漁や体験漁業の振興（漁港等の整備）（再掲）
◆遊漁や体験漁業の振興（規制緩和）（再掲）
◆【拡充】遊漁や体験漁業の振興（アサリの増殖）（再掲）
◆【拡充】商店街のにぎわい創出への支援(再掲）
◆新規創業・店舗魅力向上への支援
◆地域アクションプランの実行支援（再掲）

（６）地域商社の外商活動への支援
◆【拡充】食品ビジネスまるごと応援事業の強化（再掲）

（７）企業立地の推進
◆【拡充】全庁一丸となった総合支援体制による企業立地の実現（再掲）

地域地域に第一次産業や観光等、地域に根差した産業を核としたクラスターを意図的に生み出す

１ 地域産業クラスターの形成を促進する

分野を代表する
数値目標

クラスタープランの策定状況を踏まえて設定
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分野の目指す姿

連携テーマ《地域産業クラスターの形成》の体系図

（１）地域産業クラスターの形成を促進する
◆地域産業クラスタープロジェクトの具体化支援

（２）農業クラスターの形成
◆【拡充】次世代型ハウス等の整備支援（再掲）
◆【拡充】地元と協働した企業の農業参入の推進（再掲）
◆【拡充】食品加工、物流、直販所等関連産業との連携の推進（再掲）
◆担い手への農地集積の加速化（再掲）
◆園芸団地の整備促進（再掲）

（３）水産業クラスターの形成
◆既存加工施設の高度化（再掲）
◆既存加工施設の衛生管理体制の強化（再掲）
◆【拡充】 HACCPに対応した加工施設の立地促進(再掲）
◆残さい加工ビジネスの再構築（再掲）
◆【拡充】冷凍保管ビジネスの事業化（再掲）

（４）食品産業クラスターの形成
◆川上から川下までの情報を効率的に集約してクラスター化を誘導（再掲）

（５）産業集積の幅を広げる取り組みの強化
◆【拡充】遊漁や体験漁業の振興（遊漁船業等の振興）（再掲）
◆遊漁や体験漁業の振興（漁港等の整備）（再掲）
◆遊漁や体験漁業の振興（規制緩和）（再掲）
◆【拡充】遊漁や体験漁業の振興（アサリの増殖）（再掲）
◆【拡充】商店街のにぎわい創出への支援(再掲）
◆新規創業・店舗魅力向上への支援
◆地域アクションプランの実行支援（再掲）

（６）地域商社の外商活動への支援
◆【拡充】食品ビジネスまるごと応援事業の強化（再掲）

（７）企業立地の推進
◆【拡充】全庁一丸となった総合支援体制による企業立地の実現（再掲）

地域地域に第一次産業や観光等、地域に根差した産業を核としたクラスターを意図的に生み出す

１ 地域産業クラスターの形成を促進する

分野を代表する
数値目標

クラスタープランの策定状況を踏まえて設定
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起業や新事業展開に向けての準備段階 起業・新事業展開時 事業化
潜在段階 着想段階 構想段階 計画段階

『事業化支援のステージ』 ものづくり

コンテンツ

IoT

食品

商業

その他

事
業
化
段
階
に
入
れ
ば
、
各
分
野
の
個
別
サ
ポ
ー
ト
へ
つ
な
ぎ

こうち起業サロン
起業や新事業展開の実現に向けた『実践』のサポート 

起業
ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ

拡
こうち起業サロン（定例） ともに準備を進める場

ピッチ メンタリング 先輩起業家講演

段階別プログラムによる事業化への『実践』のサポート
動機の深堀 仮説検証 ビジネスモデル メンタリング

拡

個別相談 オンライン相談も可能 
拡

事業化への更なるサポート
事業化を⼀気に後押しするプログラム
により、起業サロンの取組を補完

ビジネスプランコンテストの開催等
事業プランの磨き上げプログラム

入賞者への事業化推進補助

入賞者への事業化サポートプログラム

アクセラレーションプログラムの実施
新

新

情
報
発
信
の
強
化

（
起
業
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
開
設
等
）

新

『トレーニングのステージ』

アイデア創出
仲間探し

シーズ・研究
内容紹介
経営者トーク
アイデアソン

ブラッシュアップ
・ビジネスモデル

知財マッチング
目指せ 弥太郎 商人塾
ＭＢＡアドバンス
高知ＣＣＢ
新事業創出講座

実
科

『学びのステージ』

起業に必要な知⾒を習得 （⼟佐MBA）

起業・第二創業コース
入門講座＋基礎講座

起業入門
リーンスタートアップ
クラウドファンディング
資⾦繰り 等

スキルアップセミナー

デザイン思考
プレゼンテーション
コミュニケーション

等

ビジネストレンド
セミナー

IoT・AI
シェアリングエコノミー
世界経済情勢

等

本
科

専
科

応用講座
新

個別サポート（ココプラビジネスチャレンジサポート）
・専任サポートチームの編成
・専門家派遣や補助事業活用により、事業プランの磨上げをサポート

起業サロンへの参加 実践で⾒つけた課題の
解決に向け、土佐MBAで学ぶ

戦略の柱１ 起業に向けた準備段階から事業プラン磨き上げまでの⼀貫サポート

⼟佐経営塾

エグゼクティブ
コース

連携テーマ《起業や新事業展開の促進》の展開イメージ  持続的に新たな挑戦が⾏われる環境をつくる 

分野を代表する目標
県のサポートによる起業・新事業展開件数
○起業・第二創業件数 現状（H28.12末時点）：23件 ⇒ 4年後（H28～H31累計）：100件 ⇒ 6年後（H28～H33累計）：150件 ⇒ 10年後（H28～H37累計）：250件
○新商品開発件数 現状（H28.12末時点）：47件 ⇒ 4年後（H28～H31累計）：500件 ⇒ 6年後（H28～H33累計）：750件 ⇒ 10年後（H28～H37累計）：1250件

サテライトサロン（中山間地域等での起業のサポート）
移住に関心のある
起業者の発掘等 地域の課題等のビジネス化

拡

・移住支援団体等と連携し、起業相談窓口の設置
・起業サロンプログラムとの連動

地域のニーズや課題等を集約し、それを解決する
ビジネスを検討する起業家等とのマッチング

対象者やテーマを絞り、座学と実践を組み
合わせて加速度的に起業の準備 事業化へ
と進める短期集中型プログラムの実施
（３ 6ヵ⽉程度）

起業や新事業展開の実現への具体的課題の
解消に向け、専門家等による個別相談の実施

起業経験
等がある
者を配置

起業サロ
ン及び相
談窓口を
常設化

移住相談会
移住ツアー
起業塾 等

戦略の柱２ 起業・新事業展開に向けた各分野における⼀貫サポート ものづくり コンテンツ IoT 食品 商業

●コンテンツビジネス起業研究会

●Iot推進ラボ研究会

⼥性のための起業Caf 、IoT技術人材育成講座、土佐FBC人材創出、6次産業化セミナー、貿易実務 等

地域の起業をサポートする仕組みを構築
こうち起業サロンと連携 

連携 連携

各分野において、アイデア段階から計画段階、商品開発、販路開拓までの各段階に応じた一貫サポートを実施
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起業や新事業展開に向けての準備段階 起業・新事業展開時 事業化
潜在段階 着想段階 構想段階 計画段階

『事業化支援のステージ』 ものづくり

コンテンツ

IoT

食品

商業

その他

事
業
化
段
階
に
入
れ
ば
、
各
分
野
の
個
別
サ
ポ
ー
ト
へ
つ
な
ぎ

こうち起業サロン
起業や新事業展開の実現に向けた『実践』のサポート 

起業
ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ

拡
こうち起業サロン（定例） ともに準備を進める場

ピッチ メンタリング 先輩起業家講演

段階別プログラムによる事業化への『実践』のサポート
動機の深堀 仮説検証 ビジネスモデル メンタリング

拡

個別相談 オンライン相談も可能 
拡

事業化への更なるサポート
事業化を⼀気に後押しするプログラム
により、起業サロンの取組を補完

ビジネスプランコンテストの開催等
事業プランの磨き上げプログラム

入賞者への事業化推進補助

入賞者への事業化サポートプログラム

アクセラレーションプログラムの実施
新

新

情
報
発
信
の
強
化

（
起
業
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
開
設
等
）

新

『トレーニングのステージ』

アイデア創出
仲間探し

シーズ・研究
内容紹介
経営者トーク
アイデアソン

ブラッシュアップ
・ビジネスモデル

知財マッチング
目指せ 弥太郎 商人塾
ＭＢＡアドバンス
高知ＣＣＢ
新事業創出講座

実
科

『学びのステージ』

起業に必要な知⾒を習得 （⼟佐MBA）

起業・第二創業コース
入門講座＋基礎講座

起業入門
リーンスタートアップ
クラウドファンディング
資⾦繰り 等

スキルアップセミナー

デザイン思考
プレゼンテーション
コミュニケーション

等

ビジネストレンド
セミナー

IoT・AI
シェアリングエコノミー
世界経済情勢

等

本
科

専
科

応用講座
新

個別サポート（ココプラビジネスチャレンジサポート）
・専任サポートチームの編成
・専門家派遣や補助事業活用により、事業プランの磨上げをサポート

起業サロンへの参加 実践で⾒つけた課題の
解決に向け、土佐MBAで学ぶ

戦略の柱１ 起業に向けた準備段階から事業プラン磨き上げまでの⼀貫サポート

⼟佐経営塾

エグゼクティブ
コース

連携テーマ《起業や新事業展開の促進》の展開イメージ  持続的に新たな挑戦が⾏われる環境をつくる 

分野を代表する目標
県のサポートによる起業・新事業展開件数
○起業・第二創業件数 現状（H28.12末時点）：23件 ⇒ 4年後（H28～H31累計）：100件 ⇒ 6年後（H28～H33累計）：150件 ⇒ 10年後（H28～H37累計）：250件
○新商品開発件数 現状（H28.12末時点）：47件 ⇒ 4年後（H28～H31累計）：500件 ⇒ 6年後（H28～H33累計）：750件 ⇒ 10年後（H28～H37累計）：1250件

サテライトサロン（中山間地域等での起業のサポート）
移住に関心のある
起業者の発掘等 地域の課題等のビジネス化

拡

・移住支援団体等と連携し、起業相談窓口の設置
・起業サロンプログラムとの連動

地域のニーズや課題等を集約し、それを解決する
ビジネスを検討する起業家等とのマッチング

対象者やテーマを絞り、座学と実践を組み
合わせて加速度的に起業の準備 事業化へ
と進める短期集中型プログラムの実施
（３ 6ヵ⽉程度）

起業や新事業展開の実現への具体的課題の
解消に向け、専門家等による個別相談の実施

起業経験
等がある
者を配置

起業サロ
ン及び相
談窓口を
常設化

移住相談会
移住ツアー
起業塾 等

戦略の柱２ 起業・新事業展開に向けた各分野における⼀貫サポート ものづくり コンテンツ IoT 食品 商業

●コンテンツビジネス起業研究会

●Iot推進ラボ研究会

⼥性のための起業Caf 、IoT技術人材育成講座、土佐FBC人材創出、6次産業化セミナー、貿易実務 等

地域の起業をサポートする仕組みを構築
こうち起業サロンと連携 

連携 連携

各分野において、アイデア段階から計画段階、商品開発、販路開拓までの各段階に応じた一貫サポートを実施
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持続的に新たな挑戦が行われる環境をつくる

戦
略
の

方
向
性

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

戦
略
の
柱

分野の目指す姿

連携テーマ（起業や新事業展開の促進）の体系図

１ 起業に向けた準備段階から事業プラン磨き上げまでの一貫サポート

起業や新事業展開を目指す方々の事業プランづくりからその実践までを、ココプラとこうち起業サロンが一
体となって、それぞれのステージごとに切れ目なく後押しする

県のサポートによる起業・新事業展開件数
○起業・第二創業件数 現状（H28.12末時点）：23件 ⇒ 4年後（H28～H31累計）：100件 ⇒ 6年後（H28～H33累計）：150件 ⇒ 10年後（H28～H37累計）：250件
○新商品開発件数 現状（H28.12末時点）：47件 ⇒ 4年後（H28～H31累計）：500件 ⇒ 6年後（H28～H33累計）：750件 ⇒ 10年後（H28～H37累計）：1250件

分野を代表する
数値目標

２ 起業・新事業展開に向けた各分野における一貫サポート

各分野において、アイデア段階から計画段階、商品開発、販路開拓までを一貫してサポートする

（１）起業（第二創業含む）に関する総合的なサポート
◆［新規］ 「こうち起業サロン」を中心とした段階別サポート
◆［拡充］中山間地域での小さな起業等をトータルでサポート
◆土佐MBAによる起業人材育成機能を強化（起業家養成講座）
◆アイデアを生み出し、磨く機能を強化（アイデアソン、連続講座、知財マッチング）
◆サポートプログラムによる磨き上げ（ココプラビジネスチャレンジサポート等）
◆［拡充］ビジネスプランコンテストの開催
◆起業・就業マインドを持つ都市部の人材の誘致（再掲）

（１）ＩｏＴの推進

◆［新規］研究会でのマッチング等によるプロジェクトの創出（再掲）
◆［新規］専門家派遣､システム開発助成等による自立化支援（再掲）

（２）ものづくり分野でのサポート
◆県内での研究成果を生かし､産業利用を推進するための支援を強化（再掲）
◆事業戦略支援会議による事業戦略の策定・磨き上げへの支援（再掲）
◆事業化プランの策定から試作開発、販路開拓までの一貫支援（再掲）
◆［拡充］さらなる防災関連認定製品の開発を進め、数多くの製品を生み出す支援（再掲）

（３）コンテンツ分野でのサポート
◆コンテンツ関連企業の立地促進（再掲）
◆事業計画策定等に関する相談会の開催や事業化に係る経費助成（再掲）
◆コンテンツビジネス起業研究会における事業化支援や企業間取引・事業連携の促進
（再掲）

（４）企業立地分野でのサポート
◆［拡充］全庁一丸となった総合支援体制による企業立地の実現（再掲）
◆立地企業を核とした新たな企業の誘致（再掲）

（５）商業分野でのサポート
◆［新規］商工会等による経営計画の策定と事業展開への支援（再掲）
◆［拡充］ 商店街のにぎわい創出への支援（再掲）
◆新規創業・店舗魅力向上への支援（再掲）

（６）食品分野でのサポート
◆［拡充］工業技術センターの機能強化（再掲）
◆［拡充］ 食品ビジネスまるごと応援事業の強化（再掲）
◆地域アクションプランの実行支援（再掲）

（７）その他の分野でのサポート

◆シェアオフィスへの入居促進と入居事業者への支援
◆創業融資メニューの活用促進（再掲）
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持続的に新たな挑戦が行われる環境をつくる

戦
略
の

方
向
性

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

戦
略
の
柱

分野の目指す姿

連携テーマ（起業や新事業展開の促進）の体系図

１ 起業に向けた準備段階から事業プラン磨き上げまでの一貫サポート

起業や新事業展開を目指す方々の事業プランづくりからその実践までを、ココプラとこうち起業サロンが一
体となって、それぞれのステージごとに切れ目なく後押しする

県のサポートによる起業・新事業展開件数
○起業・第二創業件数 現状（H28.12末時点）：23件 ⇒ 4年後（H28～H31累計）：100件 ⇒ 6年後（H28～H33累計）：150件 ⇒ 10年後（H28～H37累計）：250件
○新商品開発件数 現状（H28.12末時点）：47件 ⇒ 4年後（H28～H31累計）：500件 ⇒ 6年後（H28～H33累計）：750件 ⇒ 10年後（H28～H37累計）：1250件

分野を代表する
数値目標

２ 起業・新事業展開に向けた各分野における一貫サポート

各分野において、アイデア段階から計画段階、商品開発、販路開拓までを一貫してサポートする

（１）起業（第二創業含む）に関する総合的なサポート
◆［新規］ 「こうち起業サロン」を中心とした段階別サポート
◆［拡充］中山間地域での小さな起業等をトータルでサポート
◆土佐MBAによる起業人材育成機能を強化（起業家養成講座）
◆アイデアを生み出し、磨く機能を強化（アイデアソン、連続講座、知財マッチング）
◆サポートプログラムによる磨き上げ（ココプラビジネスチャレンジサポート等）
◆［拡充］ビジネスプランコンテストの開催
◆起業・就業マインドを持つ都市部の人材の誘致（再掲）

（１）ＩｏＴの推進

◆［新規］研究会でのマッチング等によるプロジェクトの創出（再掲）
◆［新規］専門家派遣､システム開発助成等による自立化支援（再掲）

（２）ものづくり分野でのサポート
◆県内での研究成果を生かし､産業利用を推進するための支援を強化（再掲）
◆事業戦略支援会議による事業戦略の策定・磨き上げへの支援（再掲）
◆事業化プランの策定から試作開発、販路開拓までの一貫支援（再掲）
◆［拡充］さらなる防災関連認定製品の開発を進め、数多くの製品を生み出す支援（再掲）

（３）コンテンツ分野でのサポート
◆コンテンツ関連企業の立地促進（再掲）
◆事業計画策定等に関する相談会の開催や事業化に係る経費助成（再掲）
◆コンテンツビジネス起業研究会における事業化支援や企業間取引・事業連携の促進
（再掲）

（４）企業立地分野でのサポート
◆［拡充］全庁一丸となった総合支援体制による企業立地の実現（再掲）
◆立地企業を核とした新たな企業の誘致（再掲）

（５）商業分野でのサポート
◆［新規］商工会等による経営計画の策定と事業展開への支援（再掲）
◆［拡充］ 商店街のにぎわい創出への支援（再掲）
◆新規創業・店舗魅力向上への支援（再掲）

（６）食品分野でのサポート
◆［拡充］工業技術センターの機能強化（再掲）
◆［拡充］ 食品ビジネスまるごと応援事業の強化（再掲）
◆地域アクションプランの実行支援（再掲）

（７）その他の分野でのサポート

◆シェアオフィスへの入居促進と入居事業者への支援
◆創業融資メニューの活用促進（再掲）
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 産学官⺠連携に関する様々な相談に、アドバイザーや
コーディネーター等が連携して対応
・起業・新事業展開に向けた⽀援として、事業化に関する
多様な相談に産学官⺠の連携によるアドバイス等を実施

 課題解決・ビジネスチャンスにつなげるため、次のとおり、
様々な交流機会を創出

・大学等のシーズ・研究内容紹介（大学等のシーズや研
究内容をテーマに意⾒交換や連携のアイデアを出し合う）
・経営者トーク （県内の企業経営者が講師となり、企業
の強みやニーズの紹介、創業のノウハウ等を紹介）
・アイデアソン（起業機運を盛り上げ、アイデアを⾒出すグ
ループディスカッションを定期的に開催）
・連続講座（ビジネスのアイデアやプランの磨き上げに向け
た 様々なテーマの連携講座の開催） 等

産学官⺠の交流機会の創出 産業振興や地域振興につながる
人材の育成

 「高等教育機関の知⾒・活⼒」・「永国寺キャンパス内に設置」を活かし県勢浮揚を目指す “３つの(つながる)拠点機能”  

交流
の拠点

人材育成
の拠点

県内の高等教育機関につなぐ
相談窓⼝の設置

知の
拠点

連携テーマ「産学官連携による⼒強い産業の礎を築く」の展開イメージ
～産学官の連携・交流により、様々なアイデアが生み出され新たな事業化につながる土壌を醸成する～

高知県産学官⺠連携センター（愛称 ココプラ）

交流・連携機会の創出
 学の研究シーズなどを生かした共同研究を重点的に⽀援
・各フェーズ（実用化研究・事業化研究・応用研究）を切れ目なく⽀援

産学官共同研究への重点支援

産学官連携会議
 県内の産学官連携を強化し、相互の情報共有や交流を促進するととも

に、科学技術を活用した新産業の創出などを目指す
 大学等のポテンシャルを活かした産学官共同研究や人材育成などを推

進し、本県の産業振興や地域の活性化に寄与する

企業

ＮＰＯ市町村、地域 等

工業技術センター
その他公設試

産業振興センター
県内関係機関等

⾦融機関

経済団体等

高知県⽴大学 高知工科大学

高知大学
高知学園
短期大学

県内高等教育機関

高知高専

県の産業振興関係部局

その他関係部局

農業振興部

林業振興・環境部

水産振興部

商工労働部

観光振興部

産業振興推進部

県内外の英知を導入し、イノベーションを創出

産業人材の育成
→連携テーマ「担い手の育成・確保」

人材育成のメニューを体系化し、受講者のニーズやレ
ベルに応じて受講できるような環境を整備し、本県の
産業や地域を支える人材育成を進める
 ⼟佐まるごとビジネスアカデミー（⼟佐MBA）

受講しやす
い環境づくり、
研修講師

研修（教育)内容
の検討、研修講師

全体調整、
運営

産

学

官

大学

研究所

その他機関

県外機関等

企業

・ファインバブル（微細気泡）プロジェクト
・機能性表示プロジェクト

個別課題に応じたプロジェクトチームの設置
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 産学官⺠連携に関する様々な相談に、アドバイザーや
コーディネーター等が連携して対応
・起業・新事業展開に向けた⽀援として、事業化に関する
多様な相談に産学官⺠の連携によるアドバイス等を実施

 課題解決・ビジネスチャンスにつなげるため、次のとおり、
様々な交流機会を創出

・大学等のシーズ・研究内容紹介（大学等のシーズや研
究内容をテーマに意⾒交換や連携のアイデアを出し合う）
・経営者トーク （県内の企業経営者が講師となり、企業
の強みやニーズの紹介、創業のノウハウ等を紹介）
・アイデアソン（起業機運を盛り上げ、アイデアを⾒出すグ
ループディスカッションを定期的に開催）
・連続講座（ビジネスのアイデアやプランの磨き上げに向け
た 様々なテーマの連携講座の開催） 等

産学官⺠の交流機会の創出 産業振興や地域振興につながる
人材の育成

 「高等教育機関の知⾒・活⼒」・「永国寺キャンパス内に設置」を活かし県勢浮揚を目指す “３つの(つながる)拠点機能”  

交流
の拠点

人材育成
の拠点

県内の高等教育機関につなぐ
相談窓⼝の設置

知の
拠点

連携テーマ「産学官連携による⼒強い産業の礎を築く」の展開イメージ
～産学官の連携・交流により、様々なアイデアが生み出され新たな事業化につながる土壌を醸成する～

高知県産学官⺠連携センター（愛称 ココプラ）

交流・連携機会の創出
 学の研究シーズなどを生かした共同研究を重点的に⽀援
・各フェーズ（実用化研究・事業化研究・応用研究）を切れ目なく⽀援

産学官共同研究への重点支援

産学官連携会議
 県内の産学官連携を強化し、相互の情報共有や交流を促進するととも

に、科学技術を活用した新産業の創出などを目指す
 大学等のポテンシャルを活かした産学官共同研究や人材育成などを推

進し、本県の産業振興や地域の活性化に寄与する

企業

ＮＰＯ市町村、地域 等

工業技術センター
その他公設試

産業振興センター
県内関係機関等

⾦融機関

経済団体等

高知県⽴大学 高知工科大学

高知大学
高知学園
短期大学

県内高等教育機関

高知高専

県の産業振興関係部局

その他関係部局

農業振興部

林業振興・環境部

水産振興部

商工労働部

観光振興部

産業振興推進部

県内外の英知を導入し、イノベーションを創出

産業人材の育成
→連携テーマ「担い手の育成・確保」

人材育成のメニューを体系化し、受講者のニーズやレ
ベルに応じて受講できるような環境を整備し、本県の
産業や地域を支える人材育成を進める
 ⼟佐まるごとビジネスアカデミー（⼟佐MBA）

受講しやす
い環境づくり、
研修講師

研修（教育)内容
の検討、研修講師

全体調整、
運営

産

学

官

大学

研究所

その他機関

県外機関等

企業

・ファインバブル（微細気泡）プロジェクト
・機能性表示プロジェクト

個別課題に応じたプロジェクトチームの設置
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産学官の連携・交流により、様々なアイデアが生み出され新たな事業化につながる土壌を醸成する

戦
略
の
方
向
性

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

戦
略
の
柱

分野の目指す姿

連携テーマ（産学官連携による力強い産業の礎を築く）の体系図

（１）産学官連携のプラットフォームの設置

◆産学官民連携のプラットフォーム機能を活かした産業振興の推進

（２）産学官連携によるイノベーションの創出

◆県内での研究成果を生かし、産業利用を推進するための支援を強化（再掲）

（３）産学官連携による具体的な取り組みの推進

◆県農産品の付加価値向上を目指した機能性成分等の活用の研究

◆園芸技術の試験研究機関と関係機関との連携強化（新技術、新商品の開発や技術支援等）

◆［拡充］試験研究機能の充実強化(再掲)

◆海洋深層水の新たな分野への展開と県内企業の事業化支援（再掲）

◆［拡充］「紙産業の在り方検討会」の取りまとめに基づき、紙産業の振興をさらに強化(再掲)

◆［拡充］工業技術センターの機能強化(再掲）

◆［新規］食品事業者を核として、「食」をテーマとした産学官のプラットホームを構築（再掲）

産業振興に資する産学官連携の取り組みを推進

１ 産学官連携強化による産業の振興
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産学官の連携・交流により、様々なアイデアが生み出され新たな事業化につながる土壌を醸成する

戦
略
の
方
向
性

取
組
方
針
・主
な「
◆

具
体
的
な
取
り
組
み
」

戦
略
の
柱

分野の目指す姿

連携テーマ（産学官連携による力強い産業の礎を築く）の体系図

（１）産学官連携のプラットフォームの設置

◆産学官民連携のプラットフォーム機能を活かした産業振興の推進

（２）産学官連携によるイノベーションの創出

◆県内での研究成果を生かし、産業利用を推進するための支援を強化（再掲）

（３）産学官連携による具体的な取り組みの推進

◆県農産品の付加価値向上を目指した機能性成分等の活用の研究

◆園芸技術の試験研究機関と関係機関との連携強化（新技術、新商品の開発や技術支援等）

◆［拡充］試験研究機能の充実強化(再掲)

◆海洋深層水の新たな分野への展開と県内企業の事業化支援（再掲）

◆［拡充］「紙産業の在り方検討会」の取りまとめに基づき、紙産業の振興をさらに強化(再掲)

◆［拡充］工業技術センターの機能強化(再掲）

◆［新規］食品事業者を核として、「食」をテーマとした産学官のプラットホームを構築（再掲）

産業振興に資する産学官連携の取り組みを推進

１ 産学官連携強化による産業の振興
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